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1. 序論 

1.1. がんの粒子線治療 

近年がん治療においては、陽子や炭素イオンなどの高エネルギービームを患部に照射す

る粒子線治療に注目が集まっている[1][2][3]。粒子線治療は、X 線や電子線を用いた従来の

放射線治療と比べて正常組織へ照射される線量が少なく、治療後の患者の QOL（Quality of 

Life）向上への貢献が期待されている[4]。 

がんは Fig. 1.1 に示す通り 1981 年以降日本人の死因の第一位を占めており[5]、社会の高

齢化に伴いがんの新規患者数は現在も増加傾向にある[6]。がん患者の増加は世界的にも共

通する傾向であり[7]、効果的ながん治療法の開発は人類社会にとって共通する課題である

と言える。 

がんの主な治療法には、手術、化学療法、放射線治療がある[8][9]。また、近年がんの新

たな治療法として免疫療法が実用化されている[10]。 

手術では、がんやがんのある臓器を切除することで治療を行う。がんが発生部位（原発巣）

にとどまっている場合、手術によりがんをすべて取り除くことでがんを根治できる可能性

が高くなる。一方で、手術に際しては多くの場合入院が必要となり、また手術には感染症な

ど合併症のリスクが存在する。手術により臓器を大きく切除した場合、当該臓器の機能が失

われることでその後の患者の生活に影響を与える恐れがある。手術後の患者 QOL を保つた

め、切除範囲を限定しできる限り臓器の機能を温存する縮小手術の適用が近年拡大してい

る。また、治癒率の向上や再発の低減を目的として手術と他の治療法を組み合わせたがん治

療（集学的治療）が行われるようになっている。 

化学療法では、患者に抗がん剤などの薬剤を投与することでがんの治療や進行抑制、ある

いは身体症状の緩和を目指す。一部のがんでは化学療法のみで治癒を目指すことができる

が、多くのがんでは化学療法のみで治癒を目指すことは難しい。このため、がんの治療にお

いて化学療法は手術や放射線治療と併せて用いられることがある。例えば手術後に化学療

法を行う場合（術後化学療法）、肉眼では確認できないほど小さながんを薬剤により攻撃し、

がんが再発する可能性を低減できる。放射線治療と化学療法を併用する場合（化学放射線療

法）、放射線と薬剤の相互効果による局所効果の向上や、薬剤による遠隔転移の予防が期待

できる[8]。 

免疫療法は人体が持つ免疫の力を利用してがんを攻撃する治療法である。現在効果が確

認されている免疫療法の大部分は、がん細胞が免疫細胞（T 細胞）の働きを弱めることを防



 

5 

 

ぐ（ブレーキを解除する）か、T 細胞ががん細胞を攻撃する働きを高める（アクセルをかけ

る）ことでがん細胞を攻撃する。免疫にかかるブレーキの解除は薬剤の投与により行われる

ことが一般的であり、ニボルマブ（商品名：オプジーボ）やイピリムマブ（商品名：ヤーボ

イ）、デュルバルマブ（商品名：イミフィンジ）といった薬剤が用いられる。また、放射線

療法において照射野外の腫瘍が縮小するアブスコパル効果の発生頻度は免疫療法との併用

により向上することが報告されており、免疫療法と放射線療法の併用（免疫放射線治療）に

よる遠隔転移の抑制や生存期間の向上が期待されている[11][12]。 

放射線治療では、患部に X 線などの電離放射線を照射してがんの治療を行う。放射線の

発生には、X 線を照射する場合ライナック、イオンビームを照射する場合シンクロトロンや

サイクロトロンといった加速器が用いられる。放射線治療は手術と同様に根治を目指すほ

かに、手術後の再発率を低減したりがんの症状を緩和する目的でも行われる。 

症例にもよるが、放射線治療では手術と比べても遜色のない治療効果が得られるように

なっている[13][14]。その上で、入院が必要となる手術とは異なり、放射線治療では日常生

活を継続しながら通院での治療を受けることが可能である。また、がんを摘出する必要がな

いため、臓器を温存し治療後の生活の質を向上することが期待できる。一方で、放射線治療

には炎症の発生や脱毛、倦怠感といった急性期の副作用に加え、稀ではあるものの二次がん

の発生や妊孕性への影響といった晩期の副作用が存在する。放射線治療におけるこれらの

副作用を低減するには、放射線の照射精度を改善するとともに患部への線量集中性を向上

し、治療に伴う皮膚や正常臓器の放射線被ばくを極力低減する必要がある。 

放射線治療において一般的に用いられる X 線は、体内において深さとともに指数関数的

に減衰する線量分布を形成する。これに対し、粒子線治療で用いられる荷電粒子ビームは

Fig. 1.2 に示す様に体内で停止する直前に最大の線量を与える特徴がある。荷電粒子ビーム

が最大の線量を与える深さ方向の位置はブラッグピークと呼ばれている。粒子線治療では

このブラッグピークの位置をがんの位置と合わせることで周囲の正常組織への放射線被ば

くを低減し、副作用の少ない放射線治療の実現を目指す。ブラッグピークの位置はビームの

運動エネルギーに依存するため、粒子線治療では患者へ照射されるビームのエネルギーを

調整することで目標とする深さにブラッグピークを形成する。周辺臓器の被ばく量は患部

（照射野）のサイズに依存するため、特に大きなサイズの腫瘍では粒子線治療による副作用

低減の効果が高くなる[16]。 

粒子線治療の適用による効果は症例によっても異なるが、放射線治療を受ける全患者の

約 10%には粒子線治療を受けることによる医学的な利点があると言われている[1]。しかし

ながら、現在粒子線治療を受けている患者は放射線治療全体の 1%程度に過ぎず、粒子線治

療は医学的な要請に対して十分に普及しているとは言い難い。粒子線治療の普及を妨げる

要因としては、Fig. 1.3 に示す様に粒子線治療装置が X 線治療装置に比べて大型かつ高価な

装置であることが挙げられる。粒子線治療を幅広く普及させる上では、粒子線治療装置、特

に主要コンポーネントである加速器システムの小型化および低コスト化が欠かせない。ま



 

6 

 

た、粒子線治療の利点を得る上では線量率の増強や照射精度の改善といった装置自体の性

能向上も重要な課題となる。 

 

Fig. 1.1 Causes of death of Japanese people[5]. 

 

 

Fig. 1.2 Depth dose distribution of the major radiations for cancer therapy[15]. 
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Fig. 1.3 Schematic view of a particle (proton) beam therapy system. 

 

1.2. 粒子線治療に用いられる加速器 

粒子線治療においてビームを加速する際には、シンクロトロンやサイクロトロンといっ

た加速器が用いられる。これらの加速器は何れもビームに進行方向の高周波電場を印加し、

ビームを繰り返し加速することで粒子線治療で必要となる高いエネルギーまでビームを加

速する。陽子線治療においてはシンクロトロン、サイクロトロン、超伝導技術を用いたシン

クロサイクロトロンが実用化されており[17][18][19][20]、炭素線治療を始めとする重粒子線

治療においてはシンクロトロンのみが実用化されている[21][22][23]。 

シンクロトロンは偏向電磁石を用いてビームが繰り返し通過する閉軌道（中心軌道）を形

成し、中心軌道上を周回するビーム（周回ビーム）に高周波加速空胴からの高周波電圧（加

速電圧）を印加することでビームを加速する。偏向電磁石が発生する磁場（偏向磁場）の強

度は周回ビームの運動量に比例するよう制御されるため、シンクロトロンではビームを加

速する間中心軌道の形状が一定に保たれる。シンクロトロンから取り出されるビームのエ

ネルギーは偏向磁場の強度と加速電圧の周波数により調整できるため、シンクロトロンで

は取り出しビームのエネルギーを最高エネルギーまでの間で所望の値に変更することが可

能である。一方で、シンクロトロンは偏向磁場の強度を変更している間にビームを取り出す

ことができないため、ビームの照射を間欠的（例えば数秒周期）にしか行うことができない。 

サイクロトロンは時間的に一定な磁場を用いてらせん状のビーム軌道を形成し、加速電

極（ディー電極）に印加される高周波電圧によりビームを繰り返し加速する。磁場の強度が

時間的に固定されているため、サイクロトロンは連続的にビームを取り出し高いビーム電

Accelerator
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High energy beam transport

Treatment room

Rotating
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流を得ることができる。一方で、サイクロトロンの取り出しビームのエネルギーは最高エネ

ルギーに固定されているため、粒子線治療において照射ビームのエネルギーを変更する際

にはビーム輸送系中に設置したエネルギー吸収体（ディグレーダ）を用いて治療に適した値

までエネルギーを減衰させる必要がある。 

1.3. 粒子線治療用シンクロトロンの課題 

シンクロトロンを用いた粒子線治療システムが今以上に普及するためには、いくつかの

解決すべき課題が存在する。 

第一の課題は、加速器自体の設置面積の低減にある。多数の電磁石により構成されるシン

クロトロンは、単一の磁極により構成されるサイクロトロンに比べて加速器自体が大型化

し易い。例えば陽子線治療用に開発された超電導シンクロサイクロトロンの直径が 3m 以下

であるのに対し、陽子線治療用シンクロトロンの直径は平均で 6m 以上である。一方で、サ

イクロトロンを用いたシステムではビーム輸送系中にエネルギー変更のための Energy 

Slection System（ESS）を設置する必要があり、ESS が不要であることはシンクロトロンの

利点であった。しかしながら、特に回転ガントリーを一台だけ備えた一室型のシステムにお

いては ESS を回転ガントリー上に設置することでビーム輸送系の大型化が抑制される様に

なっており[20]、ESS が不要であることはシンクロトロンのレイアウト上の利点になりにく

くなっている。また、シンクロトロンを用いたシステムでは回転ガントリー入口におけるデ

ィスパージョンを補正するため高エネルギービーム輸送系中に偏向電磁石を設置する必要

があり、このことがビーム輸送系を大型化する原因となっていた。シンクロトロンを用いた

粒子線治療システムの設置面積を低減するには、加速器自体の小型化に加え、一室型のシス

テムにおいて高エネルギービーム輸送系への偏向電磁石の設置を不要とするようなレイア

ウト上の工夫が必要となる。 

シンクロトロンを用いた粒子線治療システムの第二の課題は、線量率の向上である。粒子

線治療の治療時間においてビームの照射時間が占める割合は例えば 1/10 程度（治療時間 20

分中の 2 分程度）と決して高くはない。しかしながら、今後は呼吸性移動に代表される患部

の移動に対応する様な高精度な照射法が普及する過程で実効的な線量率が低下し、ビーム

の照射時間が治療時間の大きな割合を占めるようになる可能性がある。また、近年放射線治

療においては一回あたりの照射線量の向上による治療期間の短縮が試みられており[24][25]、

こういった場合にも照射時間が治療時間全体に占める割合は増大する。偏向電磁石の磁場

強度の変更によりビームを加速するシンクロトロンはビームを加速あるいは減速している

間に照射を行うことができず、ビームを連続的に照射できるサイクロトロンに比べて実効

的なビーム電流および線量率が低くなる傾向がある[26]。シンクロトロンを用いた粒子線治

療システムの線量率を向上するには、ビーム利用効率の改善によるビーム電流の増強が有

効な手段の一つとなる。 
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粒子線治療システムが持つ第三の課題は、線量集中性の向上および照射精度の向上であ

る。粒子線治療においてビームの照射範囲を決定する手法（照射野形成の手法）は、パッシ

ブ照射法とスキャニング照射法に大別される。パッシブ照射法は患者上流に設置した散乱

体を用いてビームを患部のサイズまで拡大し、スキャニング照射法ではビームの照射位置

を三次元的に走査して照射野を形成する。スキャニング照射法は複雑な形状をした患部に

対しても柔軟に照射野を形成できることから近年粒子線治療における標準的な照射法の地

位を確立しつつある[2][3]。スキャニング照射法では高精度な照射が可能となる半面、照射

野内の線量の均一性（線量一様度）が照射ビーム位置の変動による影響を受け易い。照射ビ

ーム位置の変動を抑制するには、加速器から取り出されるビームの軌道が安定かつ高い再

現性を持つことが求められる。粒子線治療用のシンクロトロンでは、ビームの取り出しに高

周波を用いた遅い取り出し法[27]を用いることで取り出しビームの軌道を安定化し、更には

スキャニング照射法で求められるビームの高速な ON/OFF を実現してきた。 

スキャニング照射法では加速器から取り出されるビームのエネルギーを頻繁に切り替え

る必要がある。このとき、ビームエネルギーの変更に伴う電磁石磁場やビームエネルギーの

微小な変化が照射ビーム位置の精度に影響し、線量一様度を悪化させる恐れがある。従来は

ビームの軌道と運動量の間の比例係数（ディスパージョン）を制御することでエネルギー変

化に伴う照射位置の変動に対処していた。しかしながら、近年従来のディスパージョン制御

のみではビーム位置精度の確保に十分ではないケースがあることが報告された[28]。粒子線

治療の照射精度を更に向上する上では、ビーム位置変動の仕組みを解明し、効果的なビーム

軌道の補正手段を開発する必要がある。 

シンクロトロンを用いた粒子線治療システムが普及するには上述の課題、即ち小型化、線

量率の向上、照射精度の向上の解決が欠かせない。本研究では、小型化に対し陽子線治療用

の小型シンクロトロンの開発、線量率向上に対しシンクロトロンからのビーム取り出し効

率の改善、高精度化に対しシンクロトロン偏向電磁石の磁場変動に伴う照射ビーム位置の

変動を抑制する手法の開発で応える。また、本研究ではこれらの知見を反映した小型の一室

型陽子線治療システムを提唱する。 

 小型化、線量率の向上、照射精度の向上は加速器の種類に依らず粒子線治療システムに共

通する課題である。サイクロトロンを用いた粒子線治療システムにおいてもこれら課題の

解決に向けた様々な取り組みが行われているが、本論文はシンクロトロンを用いた粒子線

治療システムの小型化および性能の向上のみを議論の対象とする。なお、小型陽子シンクロ

トロンの開発は陽子線治療のみを検討の対象とするが、線量率の向上、照射精度の向上に関

する検討はビームの種類に依らず全ての粒子線治療システムに対して適用が可能である。 

1.4. 既存研究及び本研究の位置づけ 

本節では、粒子線治療システム、特にシンクロトロンを用いた粒子線治療システムにおい
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て小型化、線量率向上、照射精度向上の何れかを目的として行われた既存の研究について紹

介する。 

A) 加速器システムの小型化を目的とした研究 

粒子線治療の研究は、始め学術研究用の加速器を転用して行われた。わが国では 1979 年

に放射線医学総合研究所（現、量子科学技術研究開発機構、量研機構）がエネルギー70 MeV

の AVF サイクロトロンを用いた陽子線治療を開始し、筑波大学においては高エネルギー加

速器研究機構の 500 MeV ブースターシンクロトロンを用いて 1983 年から 2000 年までがん

の陽子線治療が行われた [29]。 

1990 年には米国 Loma Linda 大学において世界初の治療専用の陽子シンクロトロンが完成

し、その後は陽子線治療専用のシンクロトロンやサイクロトロンが相次いで実用化された。

日本においては 1998 年にサイクロトロンを用いた陽子線治療システムが治療を開始し、

2001 年には筑波大学陽子線医学利用研究センターにおいてシンクロトロンを用いた陽子線

治療システムが治療を開始した[30]。陽子線治療専用に開発された加速器は最高エネルギー

やビーム電流といった仕様を治療の要請に合わせて設定できるため、学術研究用の加速器

を転用する場合に比べて加速器システムの大幅な小型化が可能となる。特に、加速器の最高

エネルギーはビームの偏向半径を通じて加速器システムのサイズに直結するため、治療上

必要な最大のエネルギーに合わせて加速器を設計することはサイズ面での利点が大きい。

本研究では、陽子線治療用のシンクロトロンをスキャニング照射法に特化した仕様とする

ことで小型化し、シンクロトロンを用いた陽子線治療システムの設置面積低減を実現して

いる。 

単一の磁極により構成されるサイクロトロンは元々加速器自体の小型化においてシンク

ロトロンよりも有利であったが、近年超伝導技術を用いて磁極を更に小型化したシンクロ

サイクロトロンが実用化されている。常伝導のサイクロトロンは加速器の重量がシンクロ

トロンの 100t 程度に比べて 200t 以上と大きいことが課題であったが、この点についても超

電導技術の採用により 100t 以下の加速器重量が達成されている。 

サイクロトロンを用いた加速器システムは高エネルギービーム輸送系中にエネルギー吸

収体（ディグレーダ）とスリットからなる Energy Slection System (ESS)を設置する必要があ

る為、従来ビーム輸送系の小型化ではシンクロトロンに比べて不利であった。しかしながら、

近年回転ガントリーを一台だけ備えた小型の治療システム（一室型システム）において ESS

の一部を回転ガントリー上に搭載する手法が実用化され、ESS が高エネルギービーム輸送

系のサイズに与える影響がある程度緩和されつつある[20]。また、シンクロサイクロトロン

を回転ガントリー上に搭載した治療室のみのシステムが実用化されており、小型化の面で

はサイクロトロン・シンクロサイクロトロンを用いたシステムがシンクロトロンを用いた

システムに対して先行している状態であると言える。 

シンクロトロンは照射ビームのエネルギーを加速器側で変更できるため、高エネルギー
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ビーム輸送系における不要放射線の発生がサイクロトロンを用いたシステムに比べて小さ

い。このことから、シンクロトロンを用いた粒子線治療システムでは加速器建屋の放射線遮

蔽壁の厚みをサイクロトロンを用いたシステムに比べて低減できる。陽子線治療用のシン

クロトロンそのものをサイクロトロンやシンクロサイクロトロンと同程度まで小型化する

ことは困難であるが、従来よりも小型な陽子線治療用シンクロトロンとビーム輸送系を開

発することで遮蔽壁まで含めた建屋のサイズとしてサイクロトロンを用いたシステムに対

し遜色のないものを構築できる可能性がある。 

重粒子線治療においては、1994 年に重粒子線がん治療装置 HIMAC を用いた重粒子線治

療（主として炭素線治療）が開始された。HIMAC のシンクロトロンは重粒子線治療におい

て一般的な炭素ビームのみならず、ネオン、シリコン、アルゴンといったより原子番号の高

いイオンについても粒子線治療で必要な 30 cm の飛程を得るため、800 MeV/u（核子あたり

800 MeV）という高いエネルギーまでビームを加速する能力を有している[31]。このため

HIMAC のシンクロトロンは周長 120 m と一般病院への普及を考える上では大型の装置とな

っていた。シンクロトロンの最大エネルギーを炭素線治療で必要となる 430 MeV/u に限定

した普及型の重粒子線治療用シンクロトロン（周長約 60 m）が放医研によって開発され[22]、

群馬大学重粒子線医学センターを初めとする国内数サイトにおいて同タイプのシンクロト

ロンを用いた粒子線治療が行われている。陽子線治療においては患者に所望の方向からビ

ームを照射するため回転ガントリーと呼ばれる回転型のビーム輸送系が用いられる。重粒

子線治療では常伝導電磁石のサイズ上の制約から回転ガントリーの導入が進んでこなかっ

た。常伝導電磁石を用いた回転ガントリーは唯一ドイツのHeidelberg Ion Beam Therapy Center 

(HIT)において採用例があるが、その全長は 19 m，回転部重量は 600 t 超と大型の装置であ

ることが報告されている[32]。量研機構では、炭素線治療システム用回転ガントリーの小型

化・軽量化を目的として、超伝導電磁石を用いた回転ガントリーを開発した。本ガントリー

は HIMAC の新治療研究棟に導入され 2017 年より治療に用いられている。超伝導化に伴う

電磁石及びガントリー躯体の小型化により、本ガントリーの重量は 300 t と常伝導電磁石を

用いた場合の半分に低減されている。また、本ガントリーは超伝導電磁石を炭素ビームの偏

向と収束を兼ねる機能結合型超伝導電磁石とすることで電磁石員数を低減している。量研

機構が推進する量子メスプロジェクトでは、超伝導回転ガントリーで開発された技術を重

粒子線治療用のシンクロトロンに応用し、治療装置の更なる小型化を目指している[33]。重

粒子線治療用の普及型シンクロトロンの周長は約 60 m であったが、量子メスプロジェクト

では超伝導化によりシンクロトロンの周長を更に半減（30 m 以下）する見込みである。 

重粒子線治療（炭素線治療）は陽子線治療と比べても腫瘍への線量集中性が高く、また耐

放射線性の高い低酸素腫瘍に対しても治療効果を期待できるという優れた特徴がある[34]。

一方で、重粒子線治療システムはその設置面積が制約となりこれまで日本以外の地域では

その普及が十分に進んでこなかった。重粒子線治療用加速器システムの小型化により、今後

はこういった地域においても重粒子線治療の導入が進むことが期待される。 
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粒子線治療用加速器システムの小型化はビームの種類、加速器の種類を問わず強力に推

進され続けており、今後もこの流れは継続するものと考える。 

B) 線量率の向上を目的とした研究 

粒子線治療システムの線量率を向上するにはビーム電流の増強が重要である。特に、ビー

ムを間欠的にしか照射することのできないシンクロトロンを用いたシステムでは、ビーム

電流の増強技術が重要な研究課題となる。 

シンクロトロンを用いた粒子線治療システムの線量率を向上するにはビーム利用効率の

向上が有効な手段となる。粒子線治療用のシンクロトロンでは、患者へ照射されるビーム電

流を高い精度で制御するため遅い取り出し法が用いられる。遅い取り出し法では水平方向

の位相空間上にベータトロン振動の安定領域と不安定領域を区分するセパラトリクスと呼

ばれる境界を形成し、セパラトリクスを越えた粒子をベータトロン振動の共鳴現象により

シンクロトロンの外部へと取り出す。 

遅い取り出し法においては、取り出し効率の向上とビーム軌道の安定化を両立するため

Hardt 条件と呼ばれる特殊な運転条件が用いられる[35]。Hardt 条件においては取り出しビー

ムの軌道がビーム粒子の運動量偏差に依らず一定となる為、取り出し用の静電デフレクタ

に衝突するビーム粒子の割合を減少しビームの取り出し効率を向上することが可能である。

本研究では、ビーム取り出し効率の更なる改善のため運動量偏差に依らず取り出しビーム

の水平方向サイズが一定となるような新たな運転条件（スパイラルステップ一定条件）を提

唱する。 

ビームを間欠的にしか照射できないというシンクロトロンの問題点を克服するため、一

回のビーム加速で複数種のエネルギーのビームを照射する多段エネルギー照射技術が開発

されている[36][37]。HIMAC では患部の治療に必要な量のビームを一度に加速し、周回ビー

ムのエネルギーを段階的に下げながら患部全体へビームを照射する手法が用いられている。

陽子線治療用の小型シンクロトロンでは一回の加速で治療に必要なビームを全て賄うこと

は難しいが、それでも一回の加速につき数エネルギー分の照射を行うことで線量率の向上

が図られている。多段エネルギー照射技術を採用したシンクロトロンでは線量率が向上す

る反面、磁場の静定待ちに十分な時間をかけられないことからシンクロトロン偏向電磁石

の微小な変動・再現性の悪化が生じ得る。この為、シンクロトロンを用いたシステムで線量

率を向上するには後述の照射ビーム位置精度の向上技術が合わせて重要となる。 

サイクロトロンはビームを連続的に照射できるため、ビーム電流の面ではシンクロトロ

ンに比べて有利となる。加速周波数を繰り返し変化させるシンクロサイクロトロンのビー

ム電流はサイクロトロンに比べれば低くなるが、それでもシンクロトロンに比べれば高い

ビーム電流が得られることが多い。一方で、サイクロトロン・シンクロサイクロトロンは取

り出しビームのエネルギーが固定であることから高エネルギービーム輸送系中にエネルギ

ー調整用のディグレーダが必要であり、ディグレーダにより生じるビーム損失が線量率向
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上の妨げとなる。特に、エネルギーを大きく減衰させる必要のある低エネルギー領域ではビ

ーム損失の割合が著しく上昇し、例えばビーム利用効率が 1%以下になるとの報告もある

[38]。サイクロトロンは元々のビーム電流が高いこと、浅い領域の治療には高いビーム電流

が求められないことからディグレーダによるビーム損失が線量率仕様上大きな問題とはな

っていない。しかしながら、ビーム輸送系におけるビーム損失は不要な放射化や放射線遮蔽

壁の厚さの増大をもたらすため、サイクロトロンにおいてもビーム利用効率の向上が求め

られる点は変わりがない。 

粒子線治療システムの小型化と線量率向上を両立するため、サイクロトロンと同様に静

磁場を用いながら、取り出されるビームのエネルギーを変更できる新たなコンセプトの加

速器の開発が行われている[39]。文献[39]に記載の加速器はらせん状の周回軌道をビームの

取り出し口へ向けて偏心させることで異なるエネルギーのビームを連続的に取り出すこと

を目指している。 

本研究が目的とするシンクロトロンからのビーム取り出し効率の向上は、それだけで線

量率に関する課題を一挙に解決するほどの効果をあげるものではない。しかしながら、取り

出し効率の向上はビームの種類、加速器の設計に依らずシンクロトロンを用いた全ての粒

子線治療システムに対して恩恵がある為、本研究の成果には幅広い応用先があると言える。 

C) 照射精度の向上に関する研究 

前節で述べた様に、患部をビームにより 3 次元的に走査するスキャニング照射法は複雑

な形状の患部に対しても柔軟に照射野を形成できる利点がある。放医研では世界で初めて

スポットスキャニング照射法による患者の治療が行われた[30]。一方で、スキャニング照射

法はビームの照射位置、照射量の双方に高い精度が求められることから技術的なハードル

が高く、初期の粒子線治療装置ではパッシブ照射法やビームをらせん状に走査するワブラ

ー法の採用が主流であった[2]。商用の粒子線治療施設において初めてスキャニング照射法

が実用化されたのは 2008 年の米国 MD アンダーソンがんセンタにおいてである。その後は

スキャニング照射法の適用が急速に拡大し、現在では新規建設される治療システムの大半

においてスキャニング照射法の実施が可能である。 

スキャニング照射法では患部を小さな照射スポットに分割し照射スポットごとに治療計

画が定める所定の量のビームを照射する。このため、ビーム照射中に照射ビーム位置の変動

や腫瘍位置の移動が生じた場合線量分布に濃淡が生じ、治療の精度が悪化する可能性があ

る[40]。照射ビーム位置の変動の主要な要因は、加速器システムを構成する電磁石が発生す

る磁場の磁気余効等に由来する変動にある。特に、シンクロトロンを用いた粒子線治療シス

テムにおいてはシンクロトロン偏向電磁石の磁場変動を低減することが照射ビーム位置の

変動を抑える上で重要となる。偏向電磁石の磁場変動を抑えるには電磁石を大型化し磁場

の最大値を下げる、磁場が十分に安定するまで待ってから照射を開始するといった手法が

有効である。しかしながら、電磁石の大型化は装置設置面積の増大、磁場の静定待ちは線量
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率の減少に繋がるためこれらの手法による対策には限界がある。 

照射ビーム位置の変動を抑制する為、粒子線治療システムでは進行方向の患部位置（アイ

ソセンタ）における運動量とビーム進行方向に垂直な平面内におけるビーム位置の比例係

数（ディスパージョン）が 0 に補正される[41]。ディスパージョンの補正は運動量の変化を

伴う照射ビーム位置の変動を抑制する上で有効だが、近年従来のディスパージョン補正で

は照射ビーム位置の変動抑制に対し十分ではないことが報告されている[28]。本研究ではシ

ンクロトロンから取り出されるディスパージョンを運動量偏差の発生要因ごとに定式化し、

複数種のディスパージョンをアイソセンタにおいて同時に 0 に補正することで照射ビーム

位置変動のより効率的な抑制を可能とする。 

照射精度の向上には照射ビーム位置の安定化に加え、患者・腫瘍の動きに対応する技術が

重要となる。北海道大学病院陽子線治療センターでは、腫瘍の位置をリアルタイムで追跡す

る動体追跡陽子線治療装置が 2014 年に実用化された[42]。本装置では腫瘍の近傍に刺入し

た金属球（マーカー）の位置を二方向からの X 線撮像によりリアルタイムで監視し、マー

カーが特定の位置にある場合のみシンクロトロンから陽子線を照射することで、腫瘍の移

動に対応した高精度な照射を実現している。また、腫瘍の動きに応じたビームの照射・停止

の高速制御は、高周波を用いた遅い取り出し法により実現している。近年はマーカー刺入に

伴う患者負担を軽減するためマーカーを用いずに腫瘍を追跡する技術が開発されている 

[43]。 

X 線治療においては、磁気共鳴画像法（MRI）を用いてビーム照射中に腫瘍位置をリアル

タイムで監視する装置が実用化されている。MRI による動体追跡は、X 線透視画像では捉

えにくい軟部組織を直接追跡できること、追跡時に X 線透視画像の取得による放射線被ば

くが発生しないことが利点となる。粒子線治療における MRI 動体追跡は、MRI 装置が発生

する磁場により線量分布が歪められること、粒子線治療装置の構成機器（走査電磁石等）が

MRI による画像取得を難しくすることから未だ研究段階にある[44]。 

本論文は動体追跡技術自体を研究の対象とはしていない。しかしながら、動体追跡時に行

われるゲーティング照射ではビームが常に狙った場所に照射される必要があるため、本研

究が対象とする照射ビーム位置精度の向上技術は動体追跡技術の高度化に間接的に貢献す

る。 

1.5. 本研究の目的 

本論文研究は、シンクロトロンを用いた粒子線治療システムの普及拡大に向けて、第一に

加速器システムの設置面積の低減、第二にビーム利用効率の改善を通じた線量率の向上、第

三に照射ビーム位置の変動抑制による高精度化に貢献する技術の開発を目的としている。 

小型化に対しては、陽子線治療用の小型シンクロトロン（小型陽子シンクロトロン）を開

発するとともにシンクロトロンを用いた一室型の治療システムを提案する。シンクロトロ
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ンの小型化については、建屋まで含めた加速器システムの設置面積をサイクロトロンを用

いたシステムと同程度に抑える観点から周長の 2 割低減（周長 18.4m 以下）を目標とする。

また、小型陽子シンクロトロンを用いた一室型のシステムについては高エネルギービーム

輸送系中の偏向電磁石を省略した小型加速器システムの成立を目標とする。 

線量率向上に対しては、粒子線治療用のシンクロトロンにおいて一般的な Hardt 条件に代

わり、シンクロトロンからの取り出し効率を向上する新たな運転条件を導出し、その効果を

トラッキング解析により検証する。本研究では、線量率の向上に関する目標を取り出し効率

で Hardt 条件を上回る運転条件の導出とその検証とする。 

照射精度向上に対しては、シンクロトロン取り出しビームに対して運動量偏差の発生要

因ごとに異なる二種類のディスパージョンを定式化し、これら複数種のディスパージョン

をアイソセンタで同時に 0 に補正することで照射ビーム位置の変動抑制を可能とする。ま

た、二種類のディスパージョンの比例関係を粒子線治療システム実機におけるディスパー

ジョンの測定結果を用いて検証する。照射精度の向上については、二種類のディスパージョ

ンの比例係数の測定結果を設計上有用なレベル（±20%以内）で再現できる理論式の構築を

目標とする。 

小型陽子シンクロトロンの開発および一室型システムの提案は、粒子線治療装置では比

較的小型となる陽子線治療用の加速器システムを対象としている。但し、一室型システムの

提案において得られる高エネルギービーム輸送系の構成に関する知見は、炭素線治療用の

加速器システムに対しても適用可能である。シンクロトロンからのビーム取り出し効率向

上及び照射ビーム位置変動の抑制に関する知見は、核種を問わずシンクロトロンを用いた

粒子線治療システム全てに適用可能である。 

1.6. 本論文の構成 

本論文の構成と各章の記載内容について以下に整理する。各章の記載内容については Fig. 

1.4 にもまとめた。本章では粒子線治療が普及する上での課題を提示し、本研究の目的をシ

ンクロトロンを用いた粒子線治療用加速器システムの小型化、線量率向上、照射精度向上に

設定した。 

2 章では、シンクロトロンを用いた粒子線治療用加速器システムの基本的な構成およびシ

ンクロトロン中を周回するビームの光学パラメータの調整手法について解説する。また、粒

子線治療で広く用いられているビームの入射法（多重回転入射法）と取り出し法（高周波を

用いた遅い取り出し法）について解説し、ビームの取り出し効率を向上するために一般的に

用いられるシンクロトロンの運転条件（Hardt 条件）について述べる。 

3 章では、執筆者が提案し北海道大学陽子線治療センターにて実用化された陽子線治療用

の小型シンクロトロン（小型陽子シンクロトロン）についてその設計思想とビーム光学系の

検討結果を詳述する。 
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4 章では、Hardt 条件に代わる新たなシンクロトロンの運転条件（スパイラルステップ一

定条件）を提唱し、スパイラルステップ一定条件成立させる為の水平クロマティシティの制

約条件を導出する。また、スパイラルステップ一定条件の理論値を粒子トラッキング解析に

より検証し、スパイラルステップ一定条件の採用による取り出し効率の改善について評価

する。 

5 章では、シンクロトロンからの取り出しビームについて運動量偏差の発生要因ごとに異

なる二種類のディスパージョンを定義し、両者の比例関係を定式化する。また、二種類のデ

ィスパージョンをアイソセンタにおいて同時に 0 に補正するために高エネルギービーム輸

送系が満たすべき制約条件を明らかにする。次に、粒子線治療用シンクロトロンの実機を用

いた二種類のディスパージョンの測定を通じて両者の比例関係について検証するとともに、

二種類のディスパージョンの補正による照射ビーム位置変動の抑制について評価する。 

6 章では、前章までの内容を統合した小型陽子シンクロトロンによる一室型の陽子線治療

システムを提唱する。また、従来高エネルギービーム輸送系中に設置されていた偏向電磁石

を省略し、加速器システム自体の設置面積を低減する手法について詳述する。 

7 章では、本研究により得られた知見を総括した結論を述べ、本研究の成果が粒子線治療

システムの普及拡大に果たす役割について述べる。また、粒子線治療システムの普及拡大に

向けた社会の動向と本研究の今後の課題について考察する。 

 

Fig. 1.4 Contents of each chapter. 
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2. 粒子線治療用シンクロトロンの原理 

2.1. 概要 

粒子線治療システムでは、ビームを治療で必要なエネルギーまで加速するためにシンク

ロトロンやサイクロトロンといった加速器が用いられる。中でもシンクロトロンは取り出

しビームのエネルギーを所望の値に変更できるため、患部を三次元的に走査するスキャニ

ング照射法での使用に特に好適である。シンクロトロンを用いた施設では患者へ照射され

るビームのエネルギーを変更する際にエネルギー吸収体を用いる必要がないため、不要放

射線の発生を抑制し、建屋遮蔽壁の厚さをサイクロトロンを用いた施設に比べて低減でき

る。その一方で、多数の電磁石により構成されるシンクロトロンは加速器自体のサイズがサ

イクロトロンに比べて大型化する傾向がある。また、ビームを加速する際に磁場を変化させ

るシンクロトロンは間欠的にしかビームを照射できないため、連続的にビームを照射でき

るサイクロトロンに比べて線量率を向上させることが難しい。そこで本研究では、前章で述

べた通り陽子線治療用の小型シンクロトロンの開発、ビーム取り出し効率の向上、照射ビー

ム位置変動の抑制を通じて、シンクロトロンを用いた粒子線治療システムの小型化・高線量

率化・照射精度向上を実現し、粒子線治療システムの普及を拡大することを目的としている。 

本研究は加速器科学、特にシンクロトロンの様な周回型の加速器におけるビームの挙動

を記述する上での公知の知見を出発点としている。シンクロトロンの動作原理やビームの

基礎的な挙動については既に様々な文献において解説が為されているため、本論文中でこ

れらについて詳細に述べることはしない。一方で、粒子線治療用のシンクロトロンにはその

用途から導かれる特徴的な構成やビームの入射、取り出しにおいて頻繁に用いられる技術

があり、本研究の内容について詳述する前にこれらの要素について簡潔に纏める必要があ

ると考えた。 

本章ではまず粒子線治療用シンクロトロンの基本的な構成および座標系の定義について

解説し、次にシンクロトロン中を周回するビームの光学パラメータをシンクロトロンの構

成電磁石を用いて調整する一般的な手法について述べる。また、本章では粒子線治療で広く

用いられているビームの入射法（多重回転入射法）と取り出し法（高周波を用いた遅い取り

出し法）について解説し、ビームの取り出し効率を向上するために一般的に用いられるシン

クロトロンの運転条件（Hardt 条件）について述べる。 

本章は、主として文献[1], [2], [3]に記載の内容を抽出、再編したものとなる。 
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2.2. 座標系の定義 

シンクロトロン中の座標系の模式図を Fig. 2.1 に示す。シンクロトロン中の座標系は、偏

向電磁石の動径方向を水平方向 x（円弧中心から離れる方向を正）、軌道平面に垂直な方向

を垂直方向 y（鉛直上方を正）、シンクロトロンの中心軌道に沿った方向を進行方向 s（ビー

ム進行方向を正）とする。低エネルギービーム輸送系（LEBT 系）および高エネルギービー

ム輸送系（HEBT 系）中の座標系はシンクロトロン中の座標系に準ずる。回転ガントリー中

の座標系は、ガントリーの回転に伴い回転するものとする。回転ガントリー一台目の偏向電

磁石がビームを水平正方向に偏向する場合に、回転ガントリー中の座標系と HEBT 系中の

座標系は回転ガントリーの入口において一致しているものとする。 

 

Fig. 2.1 Coordinate system of a synchrotron. 
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2.3. シンクロトロン及び加速器システムの基本構成 

粒子線治療用シンクロトロン及びそれを用いた加速器システムの模式図を Fig. 2.2 に示

す。Fig. 2.2 に示すシンクロトロンは、入射器で生成された荷電粒子ビーム（以下、単にビ

ームと呼ぶ）を粒子線治療で使用する所望のエネルギーまで加速し、高エネルギービーム輸

送系へと取り出す。粒子線治療において用いるビームエネルギーの範囲は陽子線の場合例

えば 70 MeV から 230 MeV（飛程約 4 cm から 30 cm）、炭素線治療の場合核子あたり 140 

MeV から 430 MeV（飛程約 4 cm から 30 cm）である。 

シンクロトロンへ入射するビームの生成には主として線形加速器（ライナック）が用いら

れる。ライナックには加速電場の発生やビームの収束方法によっていくつかの種類がある

が、粒子線治療には高周波四重極ライナック（RFQ）が用いられる。RFQ の加速管は波型の

高周波電極が互いに向かい合う様な構成をしており、ビームの加速および収束の両方を高

周波電場により行うことを特徴としている。電場による収束は特にビームの運動量が小さ

い低エネルギー領域において高い効果を得られるため、低エネルギーにおいて空間電荷効

果による大きな発散力を受けるイオンビームの加速に好適である。RFQ により加速された

ビームを更にシンクロトロンへの入射に適したエネルギーまで加速するため、特に重粒子

線治療ではドリフトチューブライナック（DTL）が用いられる[4], [5], [6]。 

粒子線治療用のシンクロトロンでは、一度に加速できるビームの量（周回ビーム電荷量）

の上限が低エネルギー領域におけるビーム粒子同士の反発力（空間電荷効果）により規定さ

れることが多い。空間電荷効果による影響は数 MeV 程度のエネルギー領域ではエネルギー

に反比例するため[7], [8]、入射器に RFQ と DTL を併用した場合 RFQ を単体で用いる場合

に比べて空間電荷効果による影響を緩和し、周回ビーム電荷量を向上することができる。一

方で、DTL の設置は入射器の設置面積及び機器コストの増大をもたらすため、RFQ のみで

治療に必要な周回ビーム電荷量を達成できるのであれば入射器は RFQ のみで構成すること

が望ましい。治療に必要な周回ビーム電荷量は治療システム全体の設計に依存し、周回ビー

ム電荷量の上限は当然ながらシンクロトロンの機器構成による影響も受けるため、入射器

の構成はこれら全体構成とのバランスを見て決定する必要がある。 

ライナックから取り出されたビームは低エネルギービーム輸送系（LEBT 系）を経由して

シンクロトロンへと入射される。なお、重粒子線がん治療装置 HIMAC[9]や群馬大学重粒子

線医学センター[10]などの炭素線治療を行う施設では、イオン源からライナックまでのビー

ム輸送系を低エネルギービーム輸送系とし、ライナックからシンクロトロンまでのビーム

輸送系は中間エネルギービーム輸送系（MEBT 系）と呼称することが多い。本論文では陽子

線治療システムでの呼称に合わせ、ライナックからシンクロトロンまでのビーム輸送系を

低エネルギービーム輸送系と呼称する。 

LEBT 系中には偏向電磁石や四極電磁石といった電磁石が設置される。偏向電磁石はライ

ナックからのビームをシンクロトロンへの入射に適した軌道へと偏向するとともに、ビー
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ムのエネルギー収差に相当するパラメータであるディスパージョンの補正にも用いられる。

四極電磁石はビームに収束あるいは発散の力を加え、シンクロトロンへの入射に適した形

状へとビームを成型する。シンクロトロンへ入射するビーム軌道の微調整は LEBT 系中に

設置したステアリング電磁石（図示せず）により行う。水平方向については偏向電磁石が粗

調整、水平ステアリング電磁石が微調整の機能を担い、垂直方向については垂直ステアリン

グ電磁石による微調整のみが軌道補正の手段となる。一般に入射器とシンクロトロン及び

LEBT 系は同一平面上（水平面上）に配置されるため、垂直方向の軌道補正については垂直

ステアリング電磁石による微調整のみで十分である。LEBT 系中にはシンクロトロン入射ビ

ームの運動量分散の低減を目的としてデバンチャが設けられることがある。デバンチャは

LEBT 系中のビームにライナックの加速周波数と同期した周波数の高周波電場を印加し、ビ

ームの運動量分散を低減する。LEBT 系中をある程度進んだビームはバンチの先頭側に運動

量の高い粒子、バンチの末尾側に運動量の低い粒子が分布する。従って、バンチの先頭側を

減速しバンチの末尾側を加速するようにデバンチャの相対位相を調整することでデバンチ

ャ通過後のビームの運動量を圧縮することができる。後述する多重回転入射の効率やビー

ムの捕獲効率を向上する上ではシンクロトロン入射ビームの運動量分散は小さいことが望

ましいため、デバンチャの設置は周回ビーム電荷量の向上に有効である。一方で、デバンチ

ャ自体は LEBT 系の大型化やコスト増の要因となる為、入射器で生成されるビームの運動

量分散が十分に小さい場合やデバンチャを設置せずとも十分な周回ビーム電荷量を確保で

きる場合には LEBT 系中のデバンチャは省略が可能である。 

量研機構で進められている量子メスプロジェクトでは重粒子線治療用シンクロトロンの

入射器にレーザー加速技術を用いることが計画されている[11]。ペタワットクラスの強力な

レーザーパルスによりイオンをシンクロトロンの入射エネルギーまで直接加速するこの方

式は、入射器の小型化に貢献することが期待されている。 

入射器からのビームは最終的に静電インフレクタにより偏向されてシンクロトロンの周

回ビーム軌道上へと導入される。このとき、シンクロトロンへのビーム入射量を増強する目

的で多重回転入射法が用いられる。多重回転入射法は、シンクロトロン側で静電インフレク

タに接近するようなバンプ軌道（入射バンプ軌道）を形成し、バンプ軌道の高さを徐々に低

減することで位相空間を塗りつぶすようにビームを入射する手法である。多重回転入射法

を用いることで入射器から取り出されるビーム電流よりも大幅に高い（例えば 10 倍以上）

のビーム電流をシンクロトロン中で周回させることが可能となる。多重回転入射法の採用

によりシンクロトロン周回ビームの水平エミッタンスは入射ビームの水平エミッタンスに

比べて増大する。しかしながら、シンクロトロンから取り出されるビームの水平エミッタン

スは後述する遅い取り出しの特性により周回ビームの水平エミッタンスには依存しないた

め、多重回転入射法による水平エミッタンスの増大はビーム性能上問題とならない。また、

空間電荷効果による影響を緩和する上でも周回ビームを位相空間上の広い範囲に分布させ

ることは有効である。 
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シンクロトロンは中心軌道を形成する偏向電磁石、周回ビームを収束あるいは発散しチ

ューン（ベータトロン振動の振動数）を適切な値に保つ四極電磁石、周回ビームの閉軌道誤

差（COD）を補正するステアリング電磁石（図示せず）、クロマティシティの調整および遅

い取り出しの制御を行う六極電磁石、周回ビームに進行方法の高周波電圧を印加しビーム

を所望のエネルギーまで加速する高周波加速空洞などにより構成される。粒子線治療用の

シンクロトロンは設置面積の制約から小型化の要請が強く、八極以上の高次の非線形磁場

を調整するための電磁石は一般に設置されない。 

偏向電磁石は入射器から入射されたビームを偏向し、シンクロトロンの設計上の周回ビ

ーム軌道である中心軌道を形成する。偏向電磁石の員数および一台当たりの偏向角はシン

クロトロンの特性を決定づける最も基本的な要素である。四極電磁石は周回ビームに収束

あるいは発散の力を印加し、ベータトロン振動の振動数（チューン）をビームの加速や取り

出しに適した値に保つ。水平チューンと垂直チューンの組み合わせはシンクロトロンの動

作点と呼ばれる。動作点は偏向電磁石の構成と合わせてシンクロトロンの特性を決定する

基本条件となる。水平チューン（𝑁𝑥）と垂直チューン（𝑁𝑦）の組み合わせが 

𝑎𝑁𝑥 + 𝑏𝑁𝑦 = 𝑐 

a, b, cは整数 
(2.1) 

で表される直線（共鳴線）に接近するとベータトロン振動の振幅が急激に増大してビーム損

失を生じるため、動作点はこれら共鳴線を避けるように決定される。シンクロトロン中には

一般に 2 系統以上の四極電磁石が設置される。このとき片方の系統はビームを水平方向に

収束し垂直方向に発散する収束四極電磁石（QF）、もう片方の系統はビームを水平方向に発

散し垂直方向に収束する発散四極電磁石（QD）とする。これら 2 系統の四極電磁石の励磁

量を調整することにより、シンクロトロンではチューンを目標とする値に一致させる。なお、

QF は主に水平チューン、QD は主に垂直チューンの調整に用いられる。このとき、QF によ

り水平チューンを調整する場合は垂直チューンが、QD により垂直チューンを調整する場合

は水平チューンが僅かではあるが変化するため、QF、QD の励磁量は水平チューン、垂直チ

ューンが同時に目標値と一致するよう連携して制御される。なお、3 章にて述べる小型陽子

シンクロトロンは四極電磁石を 1 系統しか備えていないため、チューンの調整範囲は水平

チューン・垂直チューンを二軸に取った平面（チューンダイヤグラム）上の直線状の領域に

制限される。 

ステアリング電磁石は周回ビームを水平あるいは垂直方向に偏向し、周回ビームの閉軌

道が中心軌道に対して持つ閉軌道誤差（Closed orbit distortion: COD）を補正する。COD の補

正にはビーム位置モニタによる周回ビーム位置の測定結果が用いられる。シンクロトロン

の COD 補正のアルゴリズムとしては固有ベクトルを用いた手法及びその改良法[12]や機械

学習を用いた手法[13]が提案されている。粒子線治療用の比較的小型のシンクロトロンでは

ビーム位置モニタ地点のビーム位置が中心軌道と一致するようにステアリング電磁石を制

御すれば十分であることが多い。ステアリング電磁石は COD 補正の他に後述する取り出し
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用バンプ軌道の形成に用いられることもある[14]。 

高周波加速空洞は周回ビームに進行方向の高周波電圧（以下、加速電圧）を印加し、周回

ビームを進行方向の特定の位相に捕獲（高周波捕獲）して所定のエネルギーまで加速する。

高周波捕獲された周回ビーム粒子の運動量は設計上の運動量（以下、中心運動量）を中心と

して振動しており、この振動をシンクロトロン振動という。シンクロトロン振動は、遅い取

り出しにおける取り出しビームの運動量偏差を考えるうえで重要な要素となる。ビームを

加速する間は偏向電磁石および四極電磁石の励磁量を周回ビームの運動量に比例して増加

させるとともに加速電圧の周波数（以下、加速周波数）を適切な値に制御し、周回ビーム軌

道及び周回ビームのチューンを一定に保つ。ここで、電磁石の励磁量と加速周波数を精度良

く同期させるには、偏向電磁石の励磁電流と加速周波数の両方を基準時間に対する時間パ

ターンとして制御する手法（t クロック法）や、偏向電磁石の磁場変化量を検出し磁場が一

定量変化するごとに加速周波数を更新する手法（B クロック法）が用いられる[15]。 

粒子線治療では、患者へのビーム照射量を制御するため加速後の周回ビームを少しずつ

取り出す必要がある。また、特にスキャニング照射法においては、加速器からのビームの取

り出しを短時間（例えば 100 μs 以内）で停止する必要がある。これらの要請を満たすため、

粒子線治療用のシンクロトロンではビームの取り出しに遅い取り出し法が用いられる。遅

い取り出し法では水平方向の位相空間にベータトロン振動の安定領域と不安定領域を区分

する境界（セパラトリクス）を形成し、セパラトリクスの外側にあるビーム粒子をベータト

ロン振動の共鳴により外部へと取り出す。遅い取り出し法は、四極電磁石の励磁量の変更や

周回ビームの加速によりセパラトリクスを徐々に縮小させて周回ビーム粒子をセパラトリ

クスの外へ取り出す手法[3][16]と高周波電圧により周回ビームをセパラトリクスの外部へ

拡散する手法[17]に大別される。高周波を用いた遅い取り出し法では取り出しの間セパラト

リクスの形状が固定されるため、取り出しビームの軌道や形状をセパラトリクスを縮小す

る場合に比べて安定化することができる。また、高周波を用いた遅い取り出し法ではビーム

の照射と停止を高周波電圧の ON/OFF により制御するため、高速なビームの停止を容易に

実現できる。これらの特徴から、高周波を用いた遅い取り出し法は特にスキャニング照射法

を行う粒子線治療用のシンクロトロンに好適である。 

高周波を用いた遅い取り出し法では、周回ビームを所定のエネルギーまで加速した後に

四極電磁石の励磁量を変更し、周回ビームの水平チューンを取り出し用の三次共鳴線に接

近させる。次に、六極電磁石を用いて周回ビームに取り出し用の非線形磁場（六極磁場）を

印加し、水平方向の位相空間上に取り出し用のセパラトリクスを形成する。位相空間に占め

るセパラトリクスの面積（セパラトリクスサイズ）は、ビームの取り出し効率を最大化する

よう加速器の運転中適切な値に制御する必要がある。詳しくは後述するが、セパラトリクス

サイズは動作点と取り出し用共鳴線との距離および六極電磁石の励磁量により制御される。

セパラトリクスサイズはシンクロトロンの機器構成（光学系）によっても影響されるが、こ

れらは加速器の制作後に変更することができないため運転中の制御の対象とはしない。 
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高周波キッカは周回ビームに高周波電圧（以下、取り出し RF）を印加し、周回ビーム粒

子の水平ベータトロン振動の振幅を増大させる。水平ベータトロン振動の振幅が増大して

セパラトリクスを越えた周回ビーム粒子は水平ベータトロン振動の振幅を急激に増大させ、

取り出し用の静電デフレクタに入射する。取り出し RF の周波数は、水平チューンと同期す

るような値に設定されるが、六極磁場の存在下では水平チューンがベータトロン振動の振

幅に依存するため、単一周波数の取り出し RF ではビーム粒子をセパラトリクスの外部まで

効率的に拡散することが難しい。そこで、例えば動作点と三次共鳴線との間で取り出し RF

の周波数を掃引する手法[18]や取り出し RF をある程度の帯域幅を持つ高周波により構成す

る手法[19]が用いられる。取り出し RF の周波数特性はビームの拡散速度に加えてビーム電

流の時間変化波形（スピル形状）にも影響するため、粒子線治療を安定的に運転する上では

重要な特性となる。取り出し RF の特性については上述の他にも研究が行われているが 

[20][21]、本研究は取り出し RF の特性については検討の対象としない。 

静電デフレクタは入射したビーム粒子を水平正方向へと偏向し、取り出し用のセプタム

電磁石に入射させる。セプタム電磁石は、静電デフレクタにより偏向されたビーム粒子をさ

らに水平正方向へと偏向し高エネルギービーム輸送系（HEBT 系）へと取り出す。周回ビー

ムと取り出しビームの間の間隔（セパレーション）を確保するため、取り出し用セプタム電

磁石は静電デフレクタから水平ベータトロン振動の位相で𝜋 2⁄ 離れた位置に設置されるこ

とが望ましい。なお、セプタム電磁石の替わりにビームを垂直方向に偏向するランバートソ

ン電磁石を用いることも可能である[22]。ランバートソン電磁石は、取り出し用の電磁石を

大気中に設置する場合に取り出しビームと周回ビームのセパレーションが小さくともビー

ムを取り出すことができるため、静電デフレクタによる偏向量を低減し静電デフレクタ自

体を小型化することが可能となる。一方で、ランバートソン電磁石はシンクロトロン中では

生じない垂直ディスパージョンの発生源となる為、取り出しにランバートソン電磁石を用

いた場合は HEBT 系中の光学パラメータの調整が複雑化する恐れがある。 

周回ビームと取り出しビームとの間に十分な距離を確保するため、静電デフレクタと取

り出し用セプタム電磁石は通常異なる直線部に設置される。HIMAC のシンクロトロンでは

静電デフレクタと取り出し用セプタム電磁石が同一の直線部に設置されるが、こういった

構成を取るには直線部の長さに十分な余裕が必要となる。 

ビームの取り出しに際しては、周回ビームの閉軌道を静電デフレクタに接近させる目的

で水平方向にこぶ状の閉軌道（取り出しバンプ軌道）が形成される。取り出しバンプ軌道の

形成によりセパラトリクスを越えてから静電デフレクタに入射するまでのビーム粒子の通

過領域が静電デフレクタの近傍以外で縮小される。これにより、シンクロトロンを構成する

電磁石に求められる一様磁場領域（Good Field Region: GFR）を低減し、電磁石のコストを低

減することが可能となる。取り出しバンプ軌道の形成には前述の COD 補正用の水平ステア

リング電磁石やバンプ軌道形成のために専用に設けた水平ステアリング電磁石が使用され

る。なお、取り出しバンプ軌道は水平ベータトロン振動の位相でおよそ 180 度分の領域にわ
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たって形成される。このため、後述の小型陽子シンクロトロンの様な水平方向に弱収束（水

平チューンが 1 以下）のシンクロトロンに対して取り出しバンプ軌道を形成した場合、周回

ビーム軌道の大半が取り出しバンプ軌道となりビーム通過領域縮小の効果が得られない。 

シンクロトロンから取り出されたビームは、高エネルギービーム輸送系（HEBT 系）、回

転ガントリービーム輸送系（GABT 系）、照射ノズルを経由して治療室中の患者へと照射さ

れる。回転ガントリーは患者の周囲を回転し、所望の方向から患者へビームを照射する。回

転ガントリーは複数台の偏向電磁石や四極電磁石により構成され、最終偏向電磁石の下流

にはビームを患者の体内で操作するための走査電磁石やビームの照射量を制御するための

線量モニタが設置される。これら照射野の形成、照射量の制御に用いられる一連の機器を総

称して照射ノズルと呼ぶ。 

粒子線治療における回転ガントリーは、初めに陽子線治療において実用化された。炭素な

どの重粒子線を用いた治療ではビーム粒子の磁気剛性率が陽子に比べて高いため、常伝導

の偏向電磁石を用いた場合には偏向電磁石および回転ガントリーが大型化する。例えばド

イツの Heidelberg Ion Beam Therapy Center に設置された炭素線治療用の回転ガントリーは総

重量 600 トンと[23]、陽子線治療用の回転ガントリーの 3 倍以上の重量がある。炭素線治療

システムでは従来回転ガントリーの採用例が少なく、主として建屋に対して固定されたビ

ーム輸送系が使用されてきた。しかしながら、近年超伝導偏向電磁石を用いた小型の炭素線

治療用回転ガントリーが実用化され、炭素線治療システムにおいても回転ガントリーの普

及が拡大している[24][25]。 

HEBT 系および GABT 系にはビームを患者へ向けて偏向する偏向電磁石の他に、患者へ

照射されるビームの空間的な広がり（ビームサイズ）を調整する四極電磁石やビーム軌道を

微調整するためのステアリング電磁石が設置される。ビーム光学における HEBT 系と GABT

系の機能はほぼ同一であり、GABT 系は HEBT 系の一部であると考えることもできる。本

論文中では回転ガントリーとそれ以外のビーム輸送系を明確に区別するため、回転ガント

リー入口までのビーム輸送系を HEBT 系、回転ガントリー入口からアイソセンタまでのビ

ーム輸送系を GABT 系と呼称する。なお、アイソセンタとは回転ガントリーの回転軸と

GABT 系最終直線部のビーム軌道が交わる点であり、治療室中で患者を位置決めする際の

基準点となっている。治療室が回転ガントリーを備えない場合であっても治療室において

患者位置決めの基準となる点を便宜上アイソセンタと呼ぶ。回転ガントリーを備えない治

療室ではシンクロトロン出口からアイソセンタまでのビーム輸送系が全てHEBT 系となる。 

加速器から取り出されるビームのサイズは治療対象となるがん等の患部に比べて通常小

さく、また、その強度分布は空間的に一様ではない。そのため、粒子線治療では加速器から

のビームを何らかの方法で患部のサイズまで拡大し成型する必要がある。 

患者へ照射されるビームを成型する第一の手法はパッシブ照射法である[26]。パッシブ照

射法ではビームを照射ノズル中に設置した散乱体により拡散、平坦化し、散乱体の下流側に

設けられたコリメータによりビームを患部の形に成型する。ビームの飛程はシンクロトロ
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ンから取り出されるビームのエネルギーにより調節される。また、ビームの深さ方向の強度

分布は、患者ごとに制作されたボーラスや、角度により厚みの異なる円盤状のエネルギー吸

収体（RMW: Rotaly Moduration Wheel）によっても調節される。パッシブ照射法では深さ方

向の分布の調整にビームのエネルギーとエネルギー吸収体を併用しており、加速器から取

り出されるビームのエネルギーは通常 10 種類にも満たない。パッシブ照射法では照射ノズ

ル中に設置された散乱体によりビームを腫瘍サイズまで拡大するため、ビームのエネルギ

ーや軌道の制御が比較的容易である。一方で、パッシブ照射法では、線量分布が散乱により

形成可能な形状に限られるため、腫瘍の形状によっては高精度な線量分布を形成すること

が難しい。更には、照射野サイズが大きくなるほどビームの拡大に必要な散乱体の厚みは大

きくなるため、パッシブ照射法で大照射野を形成する際には後述のスキャニング照射法に

比べて高いビームエネルギー（例えば 250 MeV）が必要となる。 

患者へ照射されるビームを成型する第二の手法はスキャニング照射法である[27][28]。ス

キャニング照射法ではビームの照射位置を患部内で三次元的に走査することにより照射野

を形成する。スキャニング照射法では照射ノズル内に通常二台の走査電磁石（スキャニング

マグネット）が設置され、ビームはこれら走査電磁石によりビーム進行方向に垂直な平面内

を走査される。スキャニング照射法の照射ノズルは通常ボーラスや RMW の様な機器を備

えておらず、ビームの飛程はシンクロトロンから取り出されるビームのエネルギーにより

制御される。このため、スキャニング照射法ではシンクロトロンから取り出されるビームの

エネルギーの種類が約 100 種類（陽子線の場合）にも及ぶ。ビームの照射時間や加速器シス

テムのコミッショニング期間を短縮するため、照射ノズル中にビーム進行方向に楔形のフ

ィルタ（リッジフィルタ）を設置し、ビームを深さ方向に拡大することがある。スキャニン

グ照射法は細径のビームにより患部を三次元的に走査するため、複雑な形状をした腫瘍に

対しても精度よく線量分布を形成することが可能である。また、スキャニング照射法は照射

ノズル中に散乱体等の機器が設置されないためビーム利用効率が高く[29]、必要となるビー

ムエネルギー（約 220 MeV）もパッシブ照射法に比べて小さい[30]。これらの特長により、

スキャニング照射法は近年粒子線治療における標準的な照射法の地位を確立しつつある。 

スキャニング照射法において照射ビーム位置のずれやエネルギーの誤差が生じた場合、

照射野内に線量の高い部分と低い部分が形成され線量分布形成の精度（線量一様度）が悪化

する。スキャニング照射法はパッシブ照射に比べて線量分布が照射ビーム位置の変動によ

る影響を受け易い。このため、スキャニング照射法では線量一様度確保のため照射ビーム位

置に高い安定度が求められる。 

粒子線治療におけるビームの照射はあらかじめ患部の形状に合わせてソフトウェアが作

成した治療計画に基づいて行われる。加速器システムの制御系は治療計画に基づいて加速

器、ビーム輸送系、照射ノズルを制御する。シンクロトロンは計画された照射がすべて完了

するまでビームの加速、取り出し、減速を繰り返す。 
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Fig. 2.2 Schematic veiw of a synchrotron based accelerator system dedicated to particle beam 

therapy. 

 

2.4. 光学パラメータの補正 

2.4.1. 電磁石励磁量の定義 

四極電磁石の励磁量は以下に示す𝐾1値により定義する。 

𝐾1 =
1

𝐵𝜌

𝜕𝐵𝑦

𝜕𝑥
 (2.2) 

ここで、𝐵𝜌はビーム粒子の磁気剛性率、𝐵𝑦は垂直方向の磁場強度である。従って、四極

磁場強度は磁場強度の一階微分を磁気剛性率により除した値となる。なお、𝐾1値の符号はビ

ームを水平方向に収束（垂直方向に発散）する場合を負、ビームを水平方向に発散（垂直方

向に収束）する場合を正とする。 

六極電磁石の励磁量は以下に示す𝐾2値により定義する。 

𝐾2 =
1

𝐵𝜌

𝜕2𝐵𝑦

𝜕𝑥2
 (2.3) 

六極磁場強度は磁場強度の二階微分を磁気剛性率により除した値となる。なお、𝐾2値の符

号は水平面上で𝑥 > 0の領域にあるビーム粒子が水平正方向に偏向される場合を正とする。
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ビーム粒子の軌道を解析する上では、六極電磁石を薄レンズにより近似することが多い。薄

レンズにより近似した六極電磁石の励磁量𝐾2𝐿は次式により表される。 

𝐾2𝐿 =
𝐿

𝐵𝜌

𝜕2𝐵𝑦

𝜕𝑥2
 (2.4) 

ここで、Lは電磁石の有効磁極長である。 

八極以上の高次の磁場に対しては、2(𝑛 + 1)極磁場の強度を 

𝐾𝑛 =
1

𝐵𝜌

𝜕𝑛𝐵𝑦

𝜕𝑥𝑛
 

𝐾𝑛𝐿 =
𝐿

𝐵𝜌

𝜕𝑛𝐵𝑦

𝜕𝑥𝑛
 

(2.5) 

と定義しておく。 

2.4.2. 動作点の補正 

シンクロトロンでは、周回ビームの水平チューン・垂直チューン（動作点）を四極電磁石

の励磁量により制御する。四極電磁石の励磁量をΔ𝐾1だけ変化させたときの水平チューンの

変化量Δ𝑁𝑥、垂直チューンの変化量Δ𝑁𝑦は次式により与えられる。 

Δ𝑁𝑥 = −
1

4𝜋
∫ Δ𝐾1𝛽𝑥(𝑠)ds 

Δ𝑁𝑦 =
1

4𝜋
∫ Δ𝐾1𝛽𝑦(𝑠)ds 

(2.6) 

ここで、𝛽𝑥(𝑠), 𝛽𝑦(𝑠)はそれぞれ水平・垂直方向の β 関数である。また、チューン変化量

の符号はΔ𝐾1が正である場合に水平チューンが減少し、垂直チューンが増大することを表し

ている。四極電磁石の有効磁極長を L、シンクロトロン中に設置された同種同系統の四極電

磁石の員数を m とし、これら四極電磁石が全て超周期中の同じ位置に設置されているとす

ると数式(2.6)は 

Δ𝑁𝑥 = −
𝑚𝐿

4𝜋
Δ𝐾1𝛽𝑥 

Δ𝑁𝑦 =
𝑚𝐿

4𝜋
Δ𝐾1𝛽𝑦 

(2.7) 

と表される。シンクロトロン中に二系統の四極電磁石（QF, QD）が設置されており、これら

四極電磁石の励磁量をΔ𝐾1QF , Δ𝐾1QDだけ変化させた場合、チューンの変化量は次式により

表される。 

(
Δ𝑁𝑥

Δ𝑁𝑦
) =

𝑚𝐿

4𝜋
(

−𝛽𝑥QF −𝛽𝑥QD

𝛽𝑦QF 𝛽𝑦QD
) (

Δ𝐾1QF

Δ𝐾1QD
) (2.8) 

ここで、例えば𝛽𝑥QFは QF（収束四極電磁石）地点における水平 β 関数を表す。以上より、

チューンの調整量Δ𝑁𝑥, Δ𝑁𝑦が与えられた場合に四極電磁石の励磁量を調整する量は 
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(
Δ𝐾1QF

Δ𝐾1QD
) =

4𝜋

𝑚𝐿
(

−𝛽𝑥QF −𝛽𝑥QD

𝛽𝑦QF 𝛽𝑦QD
)

−1

(
Δ𝑁𝑥

Δ𝑁𝑦
) (2.9) 

と求められる。実際のシンクロトロンでは β 関数自体が四極電磁石励磁量に応じて変化す

るため、動作点や四極電磁石励磁量の補正量は加速器解析用のプログラムを用いて求める

こととなる。シンクロトロンの光学パラメータを解析できるソフトウェアには例えば MAD-

X[31]や SAD[32]といったものが挙げられる。本研究ではシンクロトロンやビーム輸送系の

光学パラメータの解析にこれら既存のソフトウェアと執筆者自身が作成したソフトウェア

を併用している[33]。 

シンクロトロンが四極電磁石を一系統しか備えていない場合、数式(2.9)におけるΔ𝐾1QF , 

Δ𝐾1QDの何れかは 0 となるため、水平・垂直チューンの両方を同時に所望の値に調節するこ

とはできない。この場合、例えば数式(2.7)を用いて水平チューンのみを目標値に一致させる

こととなる。 

2.4.3. クロマティシティの補正 

周回ビームの運動量偏差Δ𝑝 𝑝⁄ 、運動量偏差に応じた水平チューンの変化量Δ𝑁𝑥、垂直チュ

ーンの変化量Δ𝑁𝑦に対し、水平クロマティシティ𝑄𝑥
′、垂直クロマティシティ𝑄𝑦

′ を次式により

定義する。 

𝑄𝑥
′ =

Δ𝑁𝑥

Δ𝑝 𝑝⁄
, 𝑄𝑦

′ =
Δ𝑁𝑦

Δ𝑝 𝑝⁄
 (2.10) 

シンクロトロン中に六極磁場𝐾2が存在する場合、水平位置 x を通過するビームが受ける

四極磁場の強度は数式(2.3)より𝐾2𝑥と表される。水平ディスパージョン𝐷𝑥と水平位置 x の間

には 

𝑥 = 𝐷𝑥

Δ𝑝

𝑝
 (2.11) 

の関係がある為、六極磁場強度の変化量Δ𝐾2と水平・垂直クロマティシティの変化量Δ𝑄𝑥
′  , 

Δ𝑄𝑦
′ との間には次式に示す関係がある。 

Δ𝑄𝑥
′ = −

1

4𝜋
∫ Δ𝐾2𝐷𝑥(𝑠)𝛽𝑥(𝑠)ds 

Δ𝑄𝑦
′ =

1

4𝜋
∫ Δ𝐾2𝐷𝑥(𝑠)𝛽𝑦(𝑠)ds 

(2.12) 

シンクロトロンが二系統以上の六極電磁石を備える場合、動作点を補正する場合と同様

にしてシンクロトロンの水平・垂直クロマティシティを所望の値に調整することが可能と

なる。また、シンクロトロン中の六極電磁石が一系統のみである場合、水平・垂直クロマテ

ィシティの両方を同時に所望の値に調節することはできない。4 章にて述べるように高周波

を用いた遅い取り出しにおける取り出し効率は水平クロマティシティの影響を受けるため、

粒子線治療用のシンクロトロンにおいては水平クロマティシティを優先して調整する必要
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がある。 

2.5. 高周波を用いた遅い取り出し 

2.5.1. 3 次共鳴のセパラトリクス 

粒子線治療用のシンクロトロンでは、ビームを長時間にわたって取り出すためにベータ

トロン振動の共鳴を利用した遅い取り出し法が用いられる。遅い取り出し法ではシンクロ

トロンの水平チューンを取り出し用の三次共鳴線に接近させた後、周回ビームに六極電磁

石による非線形磁場（六極磁場）を印加して取り出し用のセパラトリクスを形成する。本節

では、4 章で述べるスパイラルステップ一定条件導出の前提条件として、位相空間上のセパ

ラトリクスの形状とシンクロトロンの光学パラメータとの関係について整理する。 

周回ビーム粒子の水平方向位相空間分布はシンクロトロンの Twiss パラメータに応じて

様々な形状に変化するため、あらかじめ位相空間上の位置を Twiss パラメータを用いて規格

化していた方がその後の取り扱いが容易となる。ここでは、文献[1]に従い規格化位相空間

上の位置(𝑋, 𝑋′)を次式により定義する。 

𝑋 =
𝑥

√𝛽𝑥

 

𝑋′ = 𝑥′√𝛽𝑥 +
𝛼𝑥𝑥

√𝛽𝑥

 

(2.13) 

ここで、𝛼𝑥, 𝛽𝑥は水平方向の Twiss パラメータである。また、𝑋及び𝑋′は長さの 1/2 乗の

次元を持つ（例えばm1 2⁄ ）。周回ビーム粒子の水平ベータトロン振動に伴い、規格化位相空

間上の位置は時計回りに運動する。規格化位相空間における原点からの距離はベータトロ

ン振動の振幅を表し、原点と粒子位置を結ぶ直線が座標軸（例えば X 軸）となす角はベータ

トロン振動の位相を表す。また、規格化位相空間に対応した六極電磁石の規格化励磁量 Sを

次式で定義する。 

𝑆 =
1

2
𝛽𝑥

3 2⁄
𝐾2𝐿 (2.14) 

シンクロトロン中を粒子が n 周する間の輸送行列𝑴𝑛は、シンクロトロンの水平チューン

𝑄𝑥を用いて次式により表される。 

𝑴𝑛 = (
cos 2𝜋(𝑛𝑄𝑥) sin 2𝜋(𝑛𝑄𝑥)

−sin 2𝜋(𝑛𝑄𝑥) cos 2𝜋(𝑛𝑄𝑥)
) . (2.15) 

ここで、水平チューンが取り出し用の三次共鳴線よりもわずかに大きい周回ビーム粒子

について考える。このとき、水平チューンは𝑄𝑥 = 𝑚 ± 1 3⁄ + 𝛿𝑄（m は整数、𝛿𝑄 ≪ 1）と表

すことができる。なお、𝛿𝑄は共鳴線から動作点までの距離を表している。 

上記の周回ビーム粒子に対するシンクロトロン n周分の輸送行列は次式により表される。 
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𝑴𝑛 = (
cos 2𝑛𝜋(𝑚 ± 1 3⁄ + 𝛿𝑄) sin 2𝑛𝜋(𝑚 ± 1 3⁄ + 𝛿𝑄)

−sin 2𝑛𝜋(𝑚 ± 1 3⁄ + 𝛿𝑄) cos 2𝑛𝜋(𝑚 ± 1 3⁄ + 𝛿𝑄)
) . (2.16) 

数式(2.16)から明らかな様に、三次共鳴線の近傍では規格化位相空間上の位置がシンクロ

トロン中を 3 周する間にほぼ同じ位置まで戻ってくる（𝑴3が単位行列となる）。しかしなが

ら、シンクロトロン中に六極電磁石が設置されている場合、ベータトロン振動の共鳴により

3 周後のビーム粒子には位置のずれ（スパイラルステップ）及び勾配のずれ（スパイラルキ

ック）が生じることとなる。六極電磁石により生じる規格化位相空間上のずれは、以下に示

す(A), (B), (C)の合計により与えらえる。 

A) 𝑴3+六極電磁石 

B) 𝑴2+六極電磁石+𝑴1 

C) 𝑴1+六極電磁石+𝑴2 

規格化位相空間上における六極電磁石の蹴り量は 

 Δ𝑋 = 0 

Δ𝑋′ = 𝑆𝑋2 
(2.17) 

と表される。数式(2.15), (2.16)から上記(A), (B), (C)をそれぞれ計算して合計したうえで高次

項を無視すると、規格化位相空間上のスパイラルステップΔ𝑋3及びスパイラルキックΔ𝑋3
′は 

Δ𝑋3 = 𝜀𝑋0
′ +

3

2
𝑆𝑋0𝑋0

′  

Δ𝑋3
′ = −𝜀𝑋0 +

3

4
𝑆(𝑋0

2 − 𝑋0
′ 2

) 

（(𝑋0, 𝑋0
′ )は 3 周前の規格化位相空間上の粒子位置） 

(2.18) 

と求められる。ここで簡単のため、𝜀 = 6𝜋𝛿𝑄を用いている。 

加速器中をビームが 3 周する時間はビームの照射時間に比べて十分に短い為、単位時間

として用いることが可能である。このとき、数式(2.18)は次式の様にハミルトニアン Hを用

いて表すことができる。 

Δ𝑋3 ⟹ (
Δ𝑋

Δ𝑡
)

Δ𝑡=1(3 turn)
=

𝜕𝐻

𝜕𝑋′
= 𝜀𝑋′ +

3

2
𝑆𝑋𝑋′ 

Δ𝑋3
′ ⟹ (

Δ𝑋′

Δ𝑡
)

Δ𝑡=1(3 turn)

= −
𝜕𝐻

𝜕𝑋
= −𝜀𝑋 +

3

4
𝑆(𝑋2 − 𝑋′2) 

(2.19) 

上式の偏微分を積分し、次式に示すハミルトニアンを得る。 

𝑯 =
𝜀

2
(𝑋2 + 𝑋′2) +

𝑆

4
(3𝑋𝑋′ − 𝑋3) (2.20) 

このハミルトニアンは電磁石励磁量が一定かつ外部からの擾乱がない限り粒子ごとに一

定の値であり、Fig. 2.3 に示す Hの等高線は六極電磁石地点における規格化位相空間上のビ

ーム粒子の軌跡を表している。ベータトロン振動は規格化位相空間上の三角形の内側で安

定である一方、三角形の外部では共鳴によりベータトロン振動の振幅が急激に増大する。 
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ベータトロン振動の安定領域と不安定領域の境界は、𝑯 = [(2𝜀 3⁄ )3 𝑆2⁄ ]と置くことで次式

に示す 3 本の直線により表される。 

(
𝑆

4
𝑋 +

𝜀

6
) (√3𝑋′ + 𝑋 −

4𝜀

3𝑆
) (√3𝑋′ − 𝑋 +

4𝜀

3𝑆
) = 0 (2.21) 

上式 3 本の直線により囲まれる規格化位相空間上の三角形をセパラトリクスと呼ぶ。セ

パラトリクスの内部ではベータトロン振動は安定であるが、セパラトリクスの外部ではベ

ータトロン振動が不安定となり、周回ビーム粒子のベータトロン振動振幅が急激に増大す

る。遅い取り出しではこのベータトロン振動の急激な増大を周回ビームと取り出しビーム

の間のセパレーションの確保に利用している。六極電磁石強度 S が負である場合の六極電

磁石地点におけるセパラトリクスの形状を Fig. 2.4 に示す。 

セパラトリクスの辺と規格化位相空間上の原点との距離 h は次式により与えられる。 

ℎ =
2

3

𝜀

𝑆
=

4𝜋

𝑆
𝛿𝑄 (2.22) 

また、規格化位相空間上の安定領域の面積（セパラトリクスサイズ）𝐴stableは hを用いて

次式により与えられる。 

𝐴stable = 3√3ℎ2 =
48√3𝜋

𝑆2
(𝛿𝑄)2𝜋 (2.23) 

 

Fig. 2.3 Phase-space map calculated from the Hamiltonian (𝜺 𝑺⁄ > 𝟎) [3]. 
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Fig. 2.4 Separatrix at the sextupole magnet for negative sextupole-magnet strangth S. 

 

2.5.2. 遅い取り出し 

遅い取り出し法では、何らかの手法で取り出し用のセパラトリクスの内側にある周回ビ

ーム粒子をセパラトリクスの外部へと移動させる必要がある。遅い取り出し法は、粒子をセ

パラトリクスの外部へ移動させる手法によって二種類に大別される。 

第一の手法は、周回ビーム粒子のエミッタンスを一定に保ちながらセパラトリクスの面

積を徐々に縮小する手法である。セパラトリクスの縮小によりセパラトリクスの外部へと

移動した周回ビーム粒子は、ベータトロン振動の共鳴によりシンクロトロンの外部へと取

り出される。数式(2.23)から明らかな様に、セパラトリクスサイズは動作点と共鳴線との間

の距離の二乗に比例する。この為、取り出し期間中に周回ビームの水平チューンを変更し、

動作点を徐々に共鳴線に近づけることによってビームを少しずつ取り出すことが可能であ

る。 

水平チューンの制御には例えば四極電磁石が用いられる。数式(2.7)に示す様にチューンの

変化量は四極電磁石の励磁量の変化量に比例するため、四極電磁石を用いれば水平チュー

ンを容易に目標とする値に設定できる。四極電磁石を用いた遅い取り出しは、例えば大強度

陽子加速器施設 J-PARC のメインリングシンクロトロン（MR）からのビーム取り出しに用

いられている。四極電磁石を用いた遅い取り出しでは、取り出し期間中のビーム電流（スピ

X

X’

0

|h|

A

B

C

-h
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ル波形）を所望の形状（例えば取り出し期間中一定の値）とする様に四極電磁石の励磁量の

時間変化が制御される。四極電磁石励磁量はあらかじめ定めた時間と励磁量のテーブルに

従いパターン制御する他に、取り出しビームの強度の測定結果からフィードバック制御す

ることも可能である[34]。ここで、取り出しビームの強度を精度良くフィードバック制御す

るにはビームがある程度安定的に取り出されている必要がある。例えば水平方向の位相空

間分布に極端な密度差がある場合、ビーム電流が取り出し期間中乱高下してフィードバッ

クによる制御が難しくなる。四極電磁石による遅い取り出しでは取り出し用セパラトリク

スの形状が取り出し期間中徐々に変化する為、取り出しビームの軌道や光学パラメータを

安定に保つことが難しい。また、取り出しの制御に積層鋼板製の磁極を備える通常の四極電

磁石を用いる場合、スキャニング照射法で要請されるような高速のビーム ON/OFF（例えば

100 μs 以内）の実現は難しくなる。 

水平チューンを共鳴線に接近させる手法として、周回ビームの加速を用いる手法がある。

シンクロトロンの水平クロマティシティが負である場合、中心運動量よりも高い運動量を

持つ周回ビーム粒子の水平チューンは中心運動量を持つ周回ビーム粒子の水平チューンよ

りも低い値となる。これを利用し、偏向電磁石の励磁量を一定に保ちながら周回ビームを

徐々に加速することで周回ビームの動作点を間接的に共鳴線に接近させることが可能であ

る。周回ビームの加速には、例えば誘導起電力によりビームを加速するベータトロンコアが

用いられる。 

数式(2.23)よりセパラトリクスサイズは六極電磁石励磁量の二乗に反比例する為、六極電

磁石の励磁量を徐々に増大することによっても遅い取り出しは可能である。しかしながら、

六極電磁石による制御で高い取り出し効率を得るには四極電磁石に比べて高い強度の六極

磁場が必要となる為、粒子線治療用のシンクロトロンにおいては六極電磁石による遅い取

り出しは用いられない。六極電磁石は通常セパラトリクスの形状の調整に用いられる。 

周回ビーム粒子をセパラトリクスの外部へ移動させる第二の手法は、取り出し期間中セ

パラトリクスの形状を一定に保ちながら周回ビーム粒子のベータトロン振動振幅を徐々に

増大させる手法である。特に、水平方向の高周波電圧により周回ビーム粒子を位相空間内で

拡散する手法（拡散共鳴出射法[17]、RFKO 法[35]）が粒子線治療用のシンクロトロンでは

広く用いられている。本論文中では水平方向の高周波電圧を用いたビーム取り出し手法を

高周波を用いた遅い取り出し法と呼ぶことにする。 

高周波を用いた遅い取り出し法における静電デフレクタ入口地点の水平方向位相空間分

布の模式図を Fig. 2.5 に示す。高周波を用いた遅い取り出し法では、セパラトリクスの形状

が取り出し期間中一定であるため、取り出しビームの軌道及び光学パラメータを容易に安

定化できる。また、高周波電圧の ON/OFF は高速な制御が可能であるため、高周波を用いた

遅い取り出し法ではビームの ON/OFF を高周波電圧の ON/OFF により高速に制御すること

が可能である。高周波を用いた遅い取り出し法においてビーム停止時間の制約となるのは、

周回ビームのシンクロトロン振動である。ビーム停止時、周回ビームの拡散は取り出し用高
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周波電圧の OFF により即座に停止するが、周回ビーム粒子の水平チューンはシンクロトロ

ン振動と水平クロマティシティの相互作用により取り出し用高周波電圧の停止後も変化す

る。水平チューンが共鳴線に接近するタイミングではセパラトリクスが縮小して一部の周

回ビーム粒子が取り出されるため、高周波を用いた遅い取り出しではビーム停止後もシン

クロトロン振動の 1 周期分程度の時間にわたって少量のビーム粒子が取り出される可能性

がある。シンクロトロン振動に伴うビームの取り出しを抑制する為、ビーム停止と同時に高

周波加速空洞の印加電圧（加速電圧）を OFF し、ビーム照射の再開とともに加速電圧を再

度 ON にする制御[33]や、高速応答が可能な空芯の四極電磁石を用いてビーム停止と同時に

水平チューンを共鳴線から離す制御[36]が行われている。 

 

Fig. 2.5 Schematic phase-space distribution of RF driven slow extraction at ESD entrance. 

 

2.5.3. Hardt 条件 

3 次共鳴を利用した遅い取り出しにおいて取り出し効率を向上するための運転条件とし

て、Hardt 条件が知られている。Hardt 条件は、運動量が異なる周回ビーム粒子のセパラトリ

クスの枝が規格化位相空間上で一直線上に重なる為のシンクロトロンの運転条件を与える。

Fig. 2.6 に Hardt 条件の模式図を示す。 

運動量偏差に応じてセパラトリクスの枝の位置が変化する原因について簡潔に述べる。

まず、水平クロマティシティが 0 でない場合、運動量偏差を持つ周回ビーム粒子のセパラト

リクスサイズは水平チューンの変化により中心運動量を持つ周回ビーム粒子とは異なる値

となる。例えば、水平チューンが取り出し用の 3 次共鳴線よりも高い値であり、シンクロト

ロンの水平クロマティシティが負であるなら、正の運動量偏差を持つ周回ビーム粒子のセ

パラトリクスサイズは中心運動量を持つ周回ビーム粒子に比べて小さな値となる。次に、静

Horizontal slope x’
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電デフレクタ位置におけるディスパージョンとその勾配が 0 以外の値である場合、水平ベ

ータトロン振動の位相空間上の中心位置は運動量偏差に比例した量だけ移動する。規格化

位相空間上のセパラトリクスはベータトロン振動の中心を原点とした正三角形となる為、

セパラトリクスの枝の位置は運動量偏差に応じて移動する。 

Hardt 条件は、Fig. 2.6 に示す様にセパラトリクスサイズの変化とベータトロン振動中心の

移動が打ち消しあい、セパラトリクスの枝の位置が運動量偏差に依らず一定となるような

ディスパージョンと水平クロマティシティの関係を与える。遅い取り出しを周回ビームの

加速により行う場合、ビームの運動量が取り出し中に大きく（例えば 0.4%）変化すること

から高いビーム取り出し効率と取り出しビーム軌道の安定性を両立する為には Hardt 条件

を満たすことが必須となる。高周波を用いた遅い取り出しでは取り出し中の運動量変化が

相対的に小さい（例えば 0.1%以下）ため、Hardt 条件を満たさずとも取り出しビームの軌道

を安定に保つことが可能である。一方で、個々の周回ビーム粒子はシンクロトロン振動に由

来する運動量の偏差を持つため、高周波を用いた遅い取り出しにおいても Hardt 条件は取り

出し効率の改善に一定の効果があるものと予想する。シンクロトロンの運転条件が取り出

し効率に与える影響については 4 章において詳述する。 

 

Fig. 2.6 Schematic view of Hardt condition. 

 

運動量偏差を持つ周回ビーム粒子のセパラトリクスの枝は、規格化位相空間上における

次式により表される。 

(𝑋 − 𝐷𝑥(𝑠)
𝛿𝑝

𝑝
) cos(𝛼 − Δ𝜇𝑥) + (𝑋′ − 𝐷𝑥

′ (𝑠)
𝛿𝑝

𝑝
) sin(𝛼 − Δ𝜇𝑥) = ℎ (2.24) 

ここで、αは六極電磁石位置におけるセパラトリクスの枝の向きであり、Δ𝜇は六極電磁石
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位置から静電デフレクタまでの水平ベータトロン振動の位相進みである。なお、h は数式

(2.22)と同様ベータトロン振動中心からセパラトリクスの枝（辺）までの距離である。水平

クロマティシティ𝑄𝑥
′を用いると hは次式の様に表される。 

ℎ =
4𝜋

𝑆
𝛿𝑄𝑥 =

4𝜋

𝑆
𝑄𝑥

′
𝛿𝑝

𝑝
 (2.25) 

数式(2.25)を数式(2.24)に代入し、運動量偏差を持つビーム粒子のセパラトリクスに関する

次式を得る。 

(𝑋 − 𝐷𝑥(𝑠)
𝛿𝑝

𝑝
) cos(𝛼 − Δ𝜇𝑥) + (𝑋′ − 𝐷𝑥

′ (𝑠)
𝛿𝑝

𝑝
) sin(𝛼 − Δ𝜇𝑥) =

4𝜋

𝑆
𝑄𝑥

′
𝛿𝑝

𝑝
 (2.26) 

運動量が異なる周回ビーム粒子のセパラトリクスの枝が重なることは、数式(2.26)で表さ

れる直線が運動量偏差に依らず一定であることと等価である。このとき、水平ディスパージ

ョンと水平クロマティシティとの関係は次式で与えられる。 

Hardt 条件： 

𝐷𝑥 cos(𝛼 − Δ𝜇𝑥) + 𝐷𝑥
′ sin(𝛼 − Δ𝜇𝑥) = −

4𝜋

𝑆
𝑄𝑥

′
𝛿𝑝

𝑝
 

(2.27) 

Hardt 条件の特殊なケースとして、静電デフレクタ位置におけるディスパージョンとその

勾配が共に 0 である場合、水平クロマティシティを 0 に補正すれば Hardt 条件が満たされる

こととなる。運動量偏差が取り出しビームに与える影響を抑えるべく静電デフレクタ位置

のディスパージョンとその勾配を 0としたシンクロトロンの設計例が文献[37]には記載され

ている。しかしながら、直線部においてディスパージョンとその勾配を 0 とするためには偏

向電磁石以降の光学系をダブルアクロマートな構成とする必要がある。このことは、一般的

にはシンクロトロンを構成する四極電磁石等の機器員数を増大させ、シンクロトロン小型

化の障害となる恐れがある。また、高周波を用いた遅い取り出しにおいて水平クロマティシ

ティを 0 に補正すると周回ビームの効率的な拡散が困難となり、取り出し効率の低下やビ

ーム電流の変動をもたらす恐れがある。 

粒子線治療用のシンクロトロンでは小型化及びビーム電流の安定化が重要な価値である

ため、直線部のディスパージョンとその勾配を 0 に補正することは利点が小さいと考える。

また、4 章から 6 章にて述べるように運動量偏差が取り出しビームの軌道や光学パラメータ

に与える影響はシンクロトロンの運転条件やビーム輸送系の構成の工夫により照射ビーム

の性能上問題のない程度にまで緩和が可能である。 
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3. 陽子線治療用小型シンクロトロンの設計 

3.1. 概要 

既に述べた様に、粒子線治療においてビームを治療で必要なエネルギーまで加速する為

にはシンクロトロンやサイクロトロンといった加速器が用いられる。 

シンクロトロンは磁場強度の調整により任意のエネルギーのビームを取り出すことがで

きるため、患部を三次元的に走査するスキャニング照射法への適用に適している。一方で、

シンクロトロンは多数の電磁石により構成する必要があるため、加速器自体が大型化する

ことが粒子線治療システムを小型化する上での障害となる。 

単一の磁極により構成されるサイクロトロンはシンクロトロンに比べて加速器本体を小

型化できる。一方で、サイクロトロンから取り出されるビームのエネルギーは最高エネルギ

ーで固定されるため、粒子線治療で使用するには高エネルギービーム輸送系中にディグレ

ーダと呼ばれるエネルギー吸収体を設置してビームのエネルギーを調整する必要がある

[1][2]。ディグレーダはビームの利用効率を低下させるとともに不要な放射線の発生源とな

る為、サイクロトロンを用いる粒子線治療システムでは加速器室の遮蔽壁がシンクロトロ

ンを用いた場合に比べて厚くなる傾向がある。 

以上より、我々は陽子線治療の普及拡大には陽子線治療用シンクロトロンを小型化する

ことが効果的であると考え、開発時点では陽子線治療用で世界最小となる周長 18m の小型

陽子シンクロトロンの開発を行った。本章では、執筆者が提案し北海道大学陽子線治療セン

ターにて実用化された陽子線治療用の小型シンクロトロン（以下、小型陽子シンクロトロン）

についてその設計思想とビーム光学系の検討結果を詳述する。 

3.2. 小型陽子シンクロトロンの要件 

小型陽子シンクロトロンが満たすべき要件について以下に考察する。 

第一に、小型陽子シンクロトロンは低エネルギービーム輸送系（LEBT 系）より入射した

陽子ビームを 70MeV から 220MeV までの所望のエネルギーまで加速できる必要がある。

70MeV、220MeV はそれぞれ陽子ビームの水中飛程約 4cm、約 30cm に相当し、陽子線治療

で用いられる主要な範囲をカバーする[3]。シンクロトロンを構成する電磁石の励磁量は周

回ビームの運動量に比例して増加させる必要があるから、ビームの最大エネルギーは電磁

石、特に中心軌道を形成する偏向電磁石の励磁量を通じてシンクロトロンのサイズを規定
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することとなる。シンクロトロンは電磁石励磁量の変更により所望のエネルギーのビーム

を取り出せることから、シンクロトロン取り出しビームの最低エネルギーは電磁石の磁場

仕様に直接的には影響しない。しかしながら、粒子線治療用のシンクロトロンでは周回ビー

ムの垂直エミッタンスがビームの運動量におよそ反比例する為、取り出しビームの最低エ

ネルギーは照射ビームの垂直サイズの仕様や高エネルギービーム輸送系（HEBT 系）におけ

るビームの通過領域を規定することとなる。HEBT 系の真空ダクトのアパーチャや電磁石磁

場の発生領域は最低エネルギーの取り出しビームの垂直エミッタンスに対して余裕を持っ

て設定されている必要がある。なお、小型陽子シンクロトロンはビームの取り出しに高周波

を用いた遅い取り出し法（文献[4]、本論文 2.5 節参照）を用いるため、取り出しビームの水

平エミッタンスはビームのエネルギーに依らず小さな値（例えば 1σ で 1𝜋mm ⋅ mrad以下）

となる。 

第二に、小型陽子シンクロトロンはスキャニング照射法を適用した陽子線治療に必要な

強度のビームを適切なタイミングで取り出せる必要がある。スキャニング照射法、特に患部

を小さな照射スポットに分割して照射スポットごとにビームを照射するディスクリートス

ポットスキャニングでは、照射スポットを移動する際にビームの照射を停止する必要があ

ることからビーム照射の高速な ON/OFF が欠かせない。高周波を用いた遅い取り出し法は

周回ビームへ印加する高周波電圧のタイミングにより取り出しビームの ON/OFF を高速（例

えば 100 μs 以下）で切り替えられるため、スキャニング照射法への適用に特に適した取り

出し法となる。小型陽子シンクロトロンが一周期あたりに加速するべきビームの量（周回ビ

ーム電荷量）は、陽子線治療システムが満たすべき線量率の仕様により規定される。周回ビ

ーム電荷量から線量率への換算については患部の形状や照射条件の影響を大きく受けるこ

と、陽子線治療システムの設計情報に関わることからここでは詳しく述べない。一般論とし

ては、体積 1 l の患部に対して 1 Gy/分での照射を行う場合、シンクロトロンの周回ビーム

電荷量は 5 nC あれば十分である（シンクロトロンを 5 秒周期で運転するとして時間平均の

ビーム電流 1 nA を想定）。陽子線治療用のシンクロトロンにおいて周回ビーム電荷量を規

定するのは主として加速初期の空間電荷効果である。空間電荷効果の影響により周回ビー

ム粒子のチューンが低下すると動作点がチューンダイヤグラム上の共鳴線に接触してビー

ム損失を生じる。後述するように小型陽子シンクロトロンは水平チューンと垂直チューン

を独立に操作することはできないため、空間電荷効果により規定される周回ビーム電荷量

の上限（スペースチャージリミット）はチューンスプレッドの幅によりほぼ規定される。 

第三に、小型陽子シンクロトロンは前述のビームエネルギー、ビーム電流に関する要件を

満足したうえで電磁石の員数及び周長を極力低減する必要がある。また、シンクロトロンを

構成する電磁石が既に実績のある技術で製作できること、より具体的には常伝導偏向電磁

石であることが望ましい。超伝導技術の導入による粒子線治療用シンクロトロン小型化の

試みは量研機構が主体となって炭素線治療用のシンクロトロンを対象に進められている

[5][6]。超伝導電磁石の採用は陽子線治療用加速器システムの小型化にも一定の効果を発揮
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することが期待され、例えば超電導電磁石を用いた陽子線治療用の回転ガントリーについ

ては既に実用化が為されている[7]。しかしながら、超電導偏向電磁石は電磁石の端部に断

熱等のための空間を必要とするため（例えば 30 cm 以上）、相対的にビームの偏向半径が小

さい陽子線治療では超電導技術による小型化の恩恵を受けにくい。また、陽子線治療用のシ

ンクロトロンは炭素線治療用のシンクロトロンに比べてビームの加速・減速を多く繰り返

すため、磁場変更に時間がかかる超電導偏向電磁石の採用により治療時間が増大する恐れ

もある。以上から、本研究では陽子線治療用シンクロトロンを常伝導電磁石による実現が可

能な範囲でできる限り小型化・低コスト化することを目標とする。 

3.3. 小型陽子シンクロトロンの基本構成 

陽子線治療用に設計した小型陽子シンクロトロンの模式図を Fig. 3.1 に示す。また、小型

陽子シンクロトロンの主要なパラメータを Table 3.1 に示す。小型陽子シンクロトロンは、4

台の偏向電磁石、1 系統 4 台の四極電磁石を備えた超周期 4 のシンクロトロンである。小型

陽子シンクロトロンの最高エネルギーは 230 MeV であるからスキャニング照射法において

前立腺がん等の治療に用いられる水中飛程 30 cm の照射を余裕をもって行うことができる。

また、偏向電磁石の半径は従来型のシンクロトロンと同じ 1.4 m であることから陽子ビーム

を 230 MeV まで加速する際の最高磁場は約 1.66 T であり、常伝導の偏向電磁石で無理なく

発生可能な範囲に収まっている。常伝導偏向電磁石では原理上最高 2 T 程度の磁場を発生す

ることが可能であるが、鉄の飽和に伴い磁場の発生に必要なコイル電流が急激に増大する

こと、ビーム軌道上に発生する磁場の一様度が悪化することからこの領域の磁場は粒子線

治療用シンクロトロンでの使用に適さない。小型陽子シンクロトロンの入射器としてはビ

ームエネルギー3.5 MeV の RFQ（高周波四重極ライナック）あるいはビームエネルギーが合

計で 7.0 MeV となる DTL（ドリフトチューブライナック）と RFQ の組み合わせを想定して

いる。 

多くの粒子線治療用シンクロトロンと同様、小型陽子シンクロトロンはビーム入射に多

重回転入射法[8][9]、ビームの取り出しに高周波を用いた遅い取り出し法を用いる。高周波

を用いた遅い取り出し法は取り出しビームの水平エミッタンスを低く抑えられること、取

り出しビームの位置・サイズが安定であることから高精度かつ柔軟な照射が求められる粒

子線治療での適用に好適である。 

小型陽子シンクロトロンの動作点の模式図を Fig. 3.2 のチューンダイヤグラム上に示す。

小型陽子シンクロトロンの動作点（ビーム入射時）は水平チューンが 0.710、垂直チューン

が 1.449 であるから、このリングは水平方向にのみ弱収束（チューンが 1 以下）の光学系と

なる。シンクロトロンにおいて水平、垂直チューンを独立に設定するためには 2 系統以上の

四極電磁石が必要となるが、小型陽子シンクロトロンは四極電磁石を 1 系統しか備えてい

ない。このため、小型陽子シンクロトロンにおける動作点の移動範囲はチューンダイヤグラ
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ム上の直線状の領域となる。小型陽子シンクロトロンでは水平、垂直チューンを独立に設定

することはできないが、後述するように四極電磁石の設置位置において水平方向の β 関数

が垂直方向よりも大きいため、四極電磁石の励磁量により主として水平チューンを調整す

ることが可能である。小型陽子シンクロトロンでは水平チューンを調整する際に垂直チュ

ーンが𝑁𝑦 = 1.5（2𝑁𝑦 = 3）の共鳴に接近して周回ビームが失われることが無い様に偏向電

磁石の磁極形状を適切に設計する。偏向電磁石の磁極形状の設計手法については 3.7 節にて

詳述する。 

小型陽子シンクロトロンはビームの取り出しに高周波を用いた遅い取り出し法を用いる

ため、シンクロトロン中の直線部のうち一か所には取り出し用の静電デフレクタ（ESD）、

静電デフレクタが設置された直線部の下流側の直線部には取り出し用のセプタム電磁石を

設置する必要がある。2.3 節にて既に述べたように、ESD は水平ベータトロン振動の安定限

界（セパラトリクス）を超えたビーム粒子を設計軌道から離れる方向に偏向し、セプタム電

磁石は静電デフレクタにより偏向されたビーム粒子を更に変更してシンクロトロン外へと

取り出す。静電デフレクタにより偏向された粒子と周回ビームとの間に十分なセパレーシ

ョンを確保する為、静電デフレクタとセプタム電磁石は間に偏向電磁石を挟んだ隣り合う

直線部に設置されている（例えば文献[10]）。 

静電デフレクタの負荷を軽減する為セプタム電磁石にビームを垂直方向に偏向するラン

バートソン電磁石を用いた例が粒子線治療用のシンクロトロンには存在する[11]。本研究が

対象とする小型陽子シンクロトロンでは垂直方向のディスパージョンの発生を避けるため

ランバートソン電磁石は採用せず、セプタム電磁石はビームを水平方向に偏向して取り出

すものとした。垂直方向のディスパージョン発生を避けることは、特にスキャニング照射法

のような高精度な照射法を採用する際に高エネルギービーム輸送系（HEBT 系）調整の負荷

を軽減する上で重要となる。 

多重回転入射法では、シンクロトロン中に設置された入射バンプ電磁石を用いて周回ビ

ーム軌道を入射用静電インフレクタの近傍まで移動した状態でシンクロトロンへのビーム

入射を開始し、入射期間中徐々に入射バンプ軌道を静電インフレクタから離し、位相空間上

で周回ビーム軌道に巻き付けるようにしてビームを入射する。多重回転入射法ではビーム

がシンクロトロンを一周する時間よりも長い期間にわたってビームを入射することができ

るため、より多くのビーム粒子をシンクロトロンで加速し、粒子線治療においては線量率の

向上が可能となる。多重回転入射においてビームを入射する時間はシンクロトロンの設計

や入射用ライナックのパルス幅により様々であるが、粒子線治療においては一例としてビ

ームがシンクロトロン中を 50 周程度する間ビーム入射を継続することが想定されている。

多重回転入射において位相空間上で既にビームが入射されている場所には新たにビームを

入射することができないため（Liouville の定理[12]）、多重回転入射後の周回ビームの水平

エミッタンスはシンクロトロンへの入射ビームの水平エミッタンスよりも必ず大きなもの

となる。周回ビームの水平エミッタンスはそのまま粒子線治療に供するには大きすぎるが、
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遅い取り出し法では取り出しビームの水平エミッタンスがセパラトリクスの枝と静電デフ

レクタの電極間隔により規定され周回ビームの水平エミッタンスに依存しない。このこと

から、粒子線治療用のシンクロトロンでは多重回転入射に伴う水平エミッタンスの増大が

ビーム性能上問題とならないため、多重回転入射法の採用がビーム電流を稼ぐ上で適した

選択となっている。 

多重回転入射法においては、シンクロトロン中に入射バンプ軌道形成用のステアリング

電磁石（入射バンプ電磁石）を複数台設置し、静電インフレクタ前後の狭い範囲にのみ入射

バンプ軌道を形成することが通例である。例えば、大強度陽子加速器施設 J-PARC の前段の

シンクロトロン（RCS）では 4 台の入射バンプ電磁石を使用し、入射点におけるビームの水

平位置と水平勾配を所望の値に調整することが可能である[13]。炭素線治療用に開発された

普及型の炭素シンクロトロンは入射バンプ電磁石を 2 台しか備えていないが[9]、2 台の入

射バンプ電磁石を水平ベータトロン振動の位相が約 180°異なる位置に設置することで、入

射バンプ軌道以外の周回ビーム軌道へ与える影響を低減している。 

小型陽子シンクロトロンでは機器員数を低減する要請から多数の（例えば 3 台以上の）入

射バンプ電磁石を設置することは好ましくなく、また、シンクロトロン一周分の水平ベータ

トロン振動の位相進みが 252°（水平チューン 0.7 相当）しかないことから位相が 180 度異

なる位置に 2 台の入射バンプ電磁石を置くことも現実的でない。そこで、小型陽子シンクロ

トロンでは静電インフレクタを設置する直線部と対向する直線部に設置した入射バンプ電

磁石一台により多重回転入射用の入射バンプ軌道を形成する。このとき、入射バンプ軌道は

シンクロトロンの全周にわたって形成されることとなる。言い換えれば、小型陽子シンクロ

トロンは一台の入射バンプ軌道が発生する水平 COD を入射バンプ軌道として利用してい

る。入射バンプ軌道は、静電インフレクタ出口の近傍で水平正方向に最も膨らみ、入射バン

プ電磁石地点で水平負方向に最も膨らむ。取り出し用セプタム電磁石は入射バンプ電磁石

と同じ直線部の水平正方向側に設置されるため、小型陽子シンクロトロンでは多重回転入

射時のビーム軌道とセプタム電磁石との干渉が問題となることは無い。その一方で、取り出

し用の静電デフレクタは入射部の次の直線部の水平正方向側に設置されるため、こちらに

ついては入射ビームの軌道と静電デフレクタ電極との干渉が問題となる可能性がある。入

射ビームと静電デフレクタとの干渉については多粒子トラッキング解析により検証する。

その他シンクロトロン中に設置される機器についても、入射ビームとの干渉が問題となら

ないことを多重回転入射の解析により検証する（多重回転入射の解析結果からシンクロト

ロン構成機器の物理アパーチャを決定する）。 

セプタム電磁石が設置される直線部（取り出し部）の次の直線部には、高周波加速空胴や

チューン測定あるいは遅い取り出し用の高周波キッカといったビームの加速及びハンドリ

ングで必要となる機器が設置される（加速部）。小型陽子シンクロトロンは、入射用の静電

インフレクタが設置される入射部、静電デフレクタが設置される ESD 部、取り出し用セプ

タム電磁石が設置される取り出し部、高周波加速空胴等が設置される加速部、合計 4 つの直
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線部を備えており、遅い取り出しを採用するシンクロトロンとしてはほぼ最小の構成とな

っている。 

粒子線治療用のシンクロトロンでは、取り出し直前のビーム軌道（ラスト 3 ターン軌道）

とシンクロトロン構成機器のフィジカルアパーチャとの干渉を避けるため、取り出し用の

バンプ軌道を形成することがある[14]。しかしながら、小型陽子シンクロトロンにおいては

入射バンプ軌道と同じ理由で静電デフレクタの近傍にのみ取り出し用バンプ軌道を形成す

ることが難しい。また、小型陽子シンクロトロンでは三次共鳴による遅い取り出しを採用す

る為、取り出し中のビーム中心は六極電磁石の中心を通過する必要がある。取り出し中のビ

ーム中心が六極電磁石の中心から離れた位置にある場合、六極電磁石の励磁量の調整によ

り周回ビームの水平チューンが変化し、取り出し用セパラトリクスのサイズ（水平方向位相

空間上でのセパラトリクスの面積）の調整に困難をきたす。これらの理由から、小型陽子シ

ンクロトロンでは取り出し用バンプ軌道を形成せず、周回ビーム及びラスト 3 ターン軌道

の通過領域からシンクロトロン構成機器のフィジカルアパーチャを決定するアプローチを

取った。 

粒子線治療用のシンクロトロンでは、周回ビームの COD 補正や出射バンプ軌道の形成の

ためにステアリング電磁石が用いられる。ステアリング電磁石を用いた COD 補正について

は固有ベクトルを用いた手法及びその改良法[15]や機械学習を用いた手法[16]が提案されて

いるが、粒子線治療用の比較的小型なシンクロトロンにおいては超周期と等しい数の水平・

垂直ステアリング電磁石を直線部に設置し、同じく直線部上に設置したビーム位置モニタ

上で測定されるビーム位置が中心軌道と一致するように各ステアリング電磁石の励磁量を

調整すれば実用として十分である。しかしながら、小型陽子シンクロトロンでは直線部の大

半を静電デフレクタや取り出し用セプタム電磁石といったビームの入射・取り出しに関連

する機器が占めており、直線部に更にステアリング電磁石を設置することが難しい。また、

ステアリング電磁石を用いたCOD 補正のためには個々のステアリング電磁石に対して個別

の電源が必要となり、この点はシンクロトロンを低コスト化する上での障壁となり得る。そ

こで、小型陽子シンクロトロンではシンクロトロンから水平ステアリング電磁石を省略し、

水平COD の補正をシンクロトロンを構成する偏向電磁石の励磁電流の比を変化させること

で調整する構成とした。小型陽子シンクロトロンにおける水平 COD の最大の発生源は偏向

電磁石励磁量の個体差であり、偏向電磁石の励磁電流を微調整することで個体差による

COD を効果的に補正することが可能となる。また、小型陽子シンクロトロンでは標準的な

電磁石の設置精度である±0.2 mm、±0.2 mrad に対して生じる垂直 COD が 1σ で 0.5 mm 以下

と小さく、垂直方向についてはステアリング電磁石による COD 補正を行わずとも十分な周

回ビーム電荷量の確保が可能である。 

小型陽子シンクロトロンと、小型陽子シンクロトロンの実用化以前にスキャニング照射

法が適用可能なシンクロトロンとして実用化されていた陽子シンクロトロン[17]の電磁石

員数の比較を Table 3.2 に示す。種類の異なる電磁石を単純に員数のみで比較することは適
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切ではないものの、前述の工夫により小型陽子シンクロトロンを構成する電磁石の員数（ビ

ームが 2 回以上通過する電磁石の員数）は従来の 26 台から 11 台と半数以下に低減されて

おり、これに伴いシンクロトロンの周長も従来の 23m から 18m と約 22%減少している。以

上から、小型陽子シンクロトロンは陽子線治療用シンクロトロンの設置面積及び機器コス

トを低減し、導入コストの低減を通じた普及拡大に貢献することが期待できる。 

 

BM: Bending magnet 

QM: Quadrupole magnet 

SX: Sextupole magnet 

RFC: Radiofrequency accelerating cavity 

RFK: Radiofrequency kicker 

Fig. 3.1 Schematic view of the compact proton synchrotron. 
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Table 3.1 Main parameters of the compact proton synchrotron 

Particle Proton 

Injection energy 3.5 – 7.0 MeV 

Extraction energy 70 – 220 MeV 

Circumference 18.0 m 

Super periodicity 4 

Bending radius 1.4 m 

Edge angle (horizontal) 37 degree 

Effective length of the magnets Quadrupole: 0.15 m, 

Sextupole: 0.15 m 

Operating point during beam injection (0.710, 1.449) 

Operating point during beam extraction (0.678, 1.470) 

Natural chromaticity From -7 to +1 

Beam injection method Multi turn injection 

Beam extraction method RF-driven slow extraction 

Horizoutal position of the ESD electrodes 

(distance from the center orbit) 

Inner: 39.5—40.0 mm, 

Outer: 50.0—50.5 mm 
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Fig. 3.2 Tune diagram of the compact proton synchrotron. 

 

Table 3.2 Comparison of the number of electromagnets that constitute synchrotron for particle 

beam therapy 

Type Conventional type Compact proton synchrotron 

Bending magnet 6 (60 degree) 4 (90 degree) 

Quadrupole magnet 10 4 

Sextupole magnet 3 2 

Steering magnet (horizontal) 5 0 

Injection bump magnet 2 1 

Total 26 11 

 

3.4. シンクロトロンの光学系 

3.4.1. Twiss パラメータの計算結果 

小型陽子シンクロトロンにおける超周期一つ分の Twiss パラメータの計算結果を Fig. 3.3

（入射時）、Fig. 3.4（取り出し時）に示す。小型陽子シンクロトロンは超周期が 4 のシンク
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ロトロンであるから、Fig. 3.3, Fig. 3.4 に示す Twiss パラメータはシンクロトロンを一周する

間に 4 回繰り返される。小型陽子シンクロトロンの水平 β関数（𝛽𝑥）は偏向電磁石の中央部

で最大値となり、直線部中ではその変化が小さい。これは、小型陽子シンクロトロンの動作

点が偏向電磁石とそのエッジ角によってほぼ定まり、四極電磁石は水平チューンの微調整

に用いられていることに起因する。偏向電磁石のエッジ部は水平方向の発散作用、偏向電磁

石それ自体は水平方向の収束力を持つため、全体としては偏向電磁石の中央で𝛽𝑥が大きく

盛り上がることとなる。また、シンクロトロンの水平ディスパージョン（𝐷𝑥）の変化は𝛽𝑥と

同様の傾向を示す。シンクロトロンの垂直 β 関数（𝛽𝑦）は全周にわたって𝛽𝑥よりも小さく、

偏向電磁石中であっても𝛽𝑦は水平方向の様に大きくは変化しない。これは、偏向電磁石のエ

ッジ部が垂直方向に収束作用を持つ一方で偏向電磁石自体は垂直方向に収束・発散のいず

れの作用ももたらさないことに起因する。小型陽子シンクロトロンの光学系は垂直方向に

ついて薄レンズ状の収束力がほぼ等間隔に並んでいる状態となるため、𝛽𝑦は偏向電磁石端

部をピークとして緩やかに変化することとなる。なお、リングの全周にわたって𝛽𝑦が小さい

ことは周回ビームの垂直サイズの低減を通じてシンクロトロンのコスト低減に貢献する。

特に、偏向電磁石についてはシンクロトロン中で最も巨大な電磁石であること、磁場の発生

に必要なコイル電流が磁極間隔（ギャップ幅）に比例することから垂直サイズの減少による

コスト低減の効果が大きい。 

 

Fig. 3.3 Twiss parameters of the compact proton synchrotron (injection). 
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Fig. 3.4 Twiss parameters of the compact proton synchrotron (extraction). 

 

3.5. ビーム入射の検討 

3.5.1. ビーム入射の条件 

3.3 節で説明した様に、シンクロトロンのビーム入射点は静電インフレクタの出口地点で

あり、静電インフレクタが設置された直線部と向かい合う直線部には入射バンプ軌道形成

用のステアリング電磁石が 1 台設置してある。入射点がある直線部の次の直線部には取り

出し用の静電デフレクタが設置されているから、静電デフレクタ出口における入射ビーム

の軌道は静電デフレクタの内側電極を避けるように調整される必要がある。 

入射時の水平チューンは、取り出し用の三次共鳴線（3𝑁𝑥 = 2）及び三次の差共鳴線（2𝑁𝑥 −

𝑁𝑦 = 0）から十分な距離を取ることを考え 0.71 とした。 

3.5.2. 入射バンプ軌道 

静電インフレクタ入り口における入射バンプ軌道の水平位置を入射バンプ軌道の高さと

呼称することにする。小型陽子シンクロトロンにおける高さ 50 mm の入射バンプ軌道の計

算結果を Fig. 3.5 に示す。本シンクロトロンは一台の入射バンプ電磁石で入射バンプ軌道を

形成する為、入射バンプ軌道はシンクロトロンの全周にわたって形成されている。入射バン

プ電磁石が設置される直線部では入射バンプ軌道が水平負方向に形成されるが、その絶対

値は入射点がある直線部の 60 %程度と小さい。高さ 50 mm の入射バンプ軌道の形成に必要

なステアリング電磁石の蹴り量は約 25 mrad であった。入射バンプ軌道の高さはステアリン
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グ電磁石の蹴り量に比例し、多重回転入射を行う間入射バンプ軌道は中心軌道へ向けて

徐々に減衰していく。 

 

Fig. 3.5 Injection bump orbit of the compact proton synchrotron (50 mm). 

 

3.6. ビーム取り出しの検討 

小型陽子シンクロトロンでは、ビームの取り出しに高周波を用いた遅い取り出し法を適

用する。高周波を用いた遅い取り出し法では、周回ビームを加速した後にシンクロトロンの

水平チューンを取り出し用の 3 次共鳴線（3𝑁𝑥 = 2）の近傍に調節し、六極電磁石を励磁し

て水平方向の位相空間上に取り出し用のセパラトリクスを形成する。 

遅い取り出し法を用いるシンクロトロンの水平クロマティシティは、4 章にて述べるよう

に周回ビームの取り出し効率や取り出しビームの光学パラメータに影響する。このため、粒

子線治療用のシンクロトロンでは水平クロマティシティをあらかじめビームの取り出しに

適した値に調整しておき、セパラトリクスを形成する際は水平クロマティシティを変化さ

せないように六極電磁石を励磁することが行われる。六極電磁石の励磁による水平クロマ

ティシティの変化を防止するには、超周期中で対称となる位置（𝛽𝑥, 𝐷𝑥が等しくなる位置）

に複数台の六極電磁石を設置し、これら六極電磁石の極性まで含めた励磁量の合計がシン

クロトロン一周で 0 となる様に六極電磁石を励磁すればよい。なお、六極電磁石による水平

クロマティシティの変化は数式(2.12)により与えられる。 

小型陽子シンクロトロンでは、隣り合う直線部に 1 台ずつ、合計 2 台の六極電磁石が設

置されている。これら六極電磁石は互いに極性が異なるため、2 台の六極電磁石を等しい強
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度で励磁した場合は水平クロマティシティの変化が互いに打ち消しあい、シンクロトロン

の水平クロマティシティは変化しない。その一方で、2 台の六極電磁石は水平ベータトロン

振動の位相がおよそ𝜋 3⁄ 離れた位置に設置されているため、これら六極電磁石を逆極性に励

磁した場合は共鳴励起項が強め合い、取り出し用のセパラトリクスが形成される。なお、取

り出し用六極電磁石の励磁量のバランスをあえて変化させることで、水平クロマティシテ

ィを補正しながら取り出し用のセパラトリクスを形成することも可能である。小型陽子シ

ンクロトロンでは取り出し用の六極電磁石により水平セパラトリクスの補正を行うことで、

シンクロトロンに設置される六極電磁石の員数を 2 台に抑えている。なお、小型陽子シンク

ロトロンはリング全周にわたって垂直ベータトロン関数が水平ベータトロン関数よりも小

さいため、水平クロマティシティの補正を行った場合でも垂直クロマティシティは大きく

は変化しない。垂直クロマティシティは取り出し効率や取り出しビームの光学パラメータ

に与える影響が小さいため、小型陽子シンクロトロンでは積極的な垂直クロマティシティ

の補正を想定していない。 

小型陽子シンクロトロンでは 4 つある直線部の 2 か所にのみ六極電磁石が設置されてい

る。これは、静電デフレクタ及び取り出し用セプタム電磁石が設置される直線部ではビーム

進行方向の空間に余裕がないこと、静電デフレクタと取り出し用セプタム電磁石の間は六

極電磁石の設置場所として適当でないことが理由となっている。静電デフレクタと取り出

し用セプタム電磁石の間に六極電磁石を設置した場合、六極電磁石の励磁量の調整により

取り出しビーム軌道が変化する、静電デフレクタの印加電圧と取り出しビーム軌道の関係

に非線形性が生じるといった理由により、ビーム取り出しの調整が複雑化することが予想

される。 

小型陽子シンクロトロンにおけるビーム取り出しの主要なパラメータをTable 3.3に示す。

取り出し用セパラトリクスのサイズは数式(2.23)により定義し、セパラトリクスサイズを 51 

πmm ⋅ mradとした。 

中心運動量を持つ周回ビーム粒子に対する取り出し用セパラトリクスの計算結果を Fig. 

3.6 に示す。図中青点がセパラトリクス、図中赤点がセパラトリクスの内部を安定に周回す

る粒子軌道の例、図中緑点がセパラトリクスの外部にある粒子軌道の例となる。Fig. 3.6 の

解析では、スパイラルステップが静電デフレクタの電極間隔と厚さの合計である 10.5 mm と

ほぼ等しくなるように六極電磁石の励磁量を設定した。この解析は中心運動量を持つ周回

ビーム粒子に対するものであるため、取り出し用セパラトリクスの形状や取り出し効率は

水平クロマティシティに影響されない。水平クロマティシティが取り出し効率に与える影

響については 4 章において詳述する。 
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Table 3.3 Settings for beam extraction analysis 

Operating point during beam extraction (0.678, 1.47) 

Spiral step 10.5 mm 

Separatrix size 51 πmm ⋅ mrad 

Momentum deviation 0 

Sextupole strength (𝐾2𝐿) ±4.0 m-2 

 

 

Fig. 3.6 Horizontal separatrix for beam extraction. 

 

3.7. シンクロトロン用偏向電磁石の開発 

前節までに述べた様に、小型陽子シンクロトロンは四極電磁石を一系統しか備えておら

ず、動作点の調整範囲はチューンダイヤグラム上の直線状の領域に限定される。ここで、小

型陽子シンクロトロンの動作点は取り出し用の三次共鳴線を含む各種の共鳴線に囲まれて

いる。共鳴線の近傍ではベータトロン振動に共鳴が生じて周回ビーム粒子が失われるため、

周回ビームを安定かつ効率よく加速するには動作点がこれら共鳴線に接近することの無い

様周回ビームの水平・垂直チューンを制御する必要がある。なお、小型陽子シンクロトロン

の動作範囲で特に注意すべき共鳴線は、取り出し用の 3 次共鳴線（3𝑁𝑥 = 2）、垂直方向の半

整数共鳴線（2𝑁𝑦 = 3）、3 次の差共鳴線（2𝑁𝑥 − 𝑁𝑦 = 0）の三種類となる。4 次の和共鳴線

（𝑁𝑥 + 3𝑁𝑦 = 5）については経験上ビームの加速効率に与える影響が小さい。 

-10

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

8

10

-40 -20 0 20 40 60

H
o

ri
zo

n
ta

l s
lo

p
e 

[m
m

]

Horizontal position [mm]

ESD electrodes

Separatrix for extraction

Separatrix branch



 

57 

 

小型陽子シンクロトロンではチューンの調整範囲（チューンダイヤグラム上の直線の位

置）が偏向電磁石の磁場分布と直線部の長さにより決定される。従って、動作点が共鳴線に

接近することを防ぐには、シンクロトロンを構成する偏向電磁石が発生する磁場分布を高

い精度で制御し、水平、垂直チューンを目標値に一致させなければならない。新型シンクロ

トロンでは、過去の陽子線治療用シンクロトロンの調整実績からチューン設定精度の目標

値を±0.005 以内とした。 

偏向電磁石の磁場分布は、実効的なエッジ角と有効磁極長によりモデル化することがで

きる。これらのうち、エッジ角については偏向電磁石端部におけるベータトロン関数が四極

電磁石の設置地点とほぼ等しいことから運転中に四極電磁石励磁量による補正が可能であ

る。一方で、シンクロトロンの制作後に有効磁極長を調整することは現実的ではないため、

小型陽子シンクロトロンの偏向電磁石においては有効磁極長の設計精度がより重要となる。

小型陽子シンクロトロンにおいて水平チューンを 0.71 に設定した場合の偏向電磁石有効磁

極長と垂直チューンとの関係を Fig. 3.7 に示す。チューン設定精度の目標値（±0.005 以内）

から逆算した結果、小型陽子シンクロトロンでは偏向電磁石の有効磁極長を±9mm 以内の範

囲で目標値に一致させる必要があることが判明した。なお、Fig. 3.7 の計算では三次元磁場

計算により得られた磁場分布に関する知見を反映し、偏向電磁石の水平エッジ角を 36.5 度、

垂直エッジ角を 34.8 度としている。 

小型陽子シンクロトロンの偏向電磁石は動径方向の磁場勾配を持たない Non-Gradient 型

の偏向電磁石であるが、これに四極成分が加わると周回ビームが余計な収束・発散力を受け

ることとなり、結果としてチューンが変化して周回ビーム中の安定性が損なわれることが

ある。特に、偏向電磁石の中央部については水平 β 関数が四極電磁石の設置地点とは 2 倍

程度異なるため、四極磁場がチューンの調整範囲に与える影響が大きくなる。また、偏向電

磁石の発生する磁場（偏向磁場）が六極磁場成分を含む場合にもシンクロトロンのクロマテ

ィシティが変化し、周回ビームの安定性やビームの取り出し効率に影響する可能性がある。

偏向磁場の多極成分が周回ビームの安定性及びビームの取り出しに与える影響を検討した

結果、小型陽子シンクロトロンでは偏向磁場の強度を周回ビーム粒子が通過する領域にお

いて±2 × 10−4の範囲で一定に保つ必要があることが判明した。なお、偏向磁場の一様性は

シンクロトロンへのビーム入射（3.5 MeV で偏向磁場 0.19 T）から最高エネルギーでの取り

出し（230 MeV で偏向磁場 1.66 T）までの全ての領域で保たれている必要がある。 

偏向電磁石の磁場分布の要求仕様を満たすため、電磁場設計コード EM-solution による三

次元磁場計算と粒子トラッキング解析を連携して偏向電磁石の磁極形状を決定した[18][19]。

偏向電磁石の磁場分布が満たすべき仕様を Table 3.4 に、偏向電磁石の磁極形状を決定する

までの手順を Fig. 3.8 のフローチャート図に示す。 

磁極形状の設計においてはまず初期の磁極形状を制作し（手順(a)）、偏向電磁石が形成す

る磁場の分布を電磁石の励磁量ごとに三次元磁場計算により導出する（手順(b)）。次に、磁

場分布の計算結果を用いてシンクロトロン中を周回するビーム粒子の軌道を粒子トラッキ
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ング解析により計算し（手順(c)）、粒子軌道の計算結果から周回ビーム粒子のベータトロン

振動の振動数、即ちチューンを水平・垂直方向のそれぞれについて導出する。粒子トラッキ

ング解析には 4 次の Runge-Kutta 法を使用し、単粒子の軌道を 1000 周にわたって追跡した。

また、シンクロトロン中の特定位置（例えばビーム位置モニタの設置位置）を通過する粒子

の軌道を各周ごとに記録し、FFT（高速フーリエ変換）して得たスペクトルのピーク位置か

ら周回ビームの水平・垂直チューンを導出している。チューンの計算結果とシンクロトロン

の光学モデルを用いて偏向電磁石の有効エッジ角や有効磁極長といった光学パラメータを

導出し（手順(e)）、各エネルギーの光学パラメータ（有効磁極長）が許容範囲内にあるか否

かについて評価する（手順(f)）。光学パラメータが許容範囲から外れる場合、まずはチュー

ンの計算結果を正確に再現する様にシンクロトロンの光学モデル（有効エッジ角）を更新し

（手順(g)）、有効磁極長が許容範囲となる様に磁極形状を修正する（手順(h)）。磁極形状を

修正する際には主として磁極の全長（磁極長）を調整する。この際有効磁極長以外の光学パ

ラメータへの影響を低減するため、磁極長以外の形状（ギャップ幅、エッジ角等）の変更は

最小限とすることが望ましい。磁極形状を設計する際には、全エネルギーにおける有効磁極

長が許容範囲内となるまで上記手順(b)から手順(h)までを繰り返す。この様に、本研究では

三次元磁場計算と粒子トラッキング解析を連携することで時間のかかる三次元磁場計算の

回数を抑えながら（一例として 3 回以内）高精度な磁極形状の設計を可能としている。 

Table 3.4 に記載の仕様に基づいて設計した磁極形状の三次元磁場計算結果（偏向磁場 1.7 

T）を Fig. 3.9 に示す。また、ビーム進行方向の偏向磁場強度の計算結果を Fig. 3.10 に、有

効磁極長の計算結果を Table 3.5 に示す。Fig. 3.10 の縦軸は、磁極中心部の偏向磁場強度に

より規格化した進行方向の各点における偏向磁場の強度であり、横軸は偏向電磁石の中央

を基準とした進行方向の位置である。磁極端部における偏向磁場の強度は磁極外側に向か

って減衰しており、またその勾配は偏向磁場の強度により異なるが、設計した磁極は使用す

る全ての磁場領域において有効磁極長の仕様を満たしている。磁極の飽和があるため励磁

量の変更に伴う有効磁極長の変化自体は不可避であるが，三次元磁場計算の結果を用いる

ことで変化する有効磁極長の全体を仕様範囲内に収めることに成功した。 

偏向電磁石中央（45 度）における偏向磁場の一様度の計算結果を Fig. 3.11 に示す。Fig. 

3.11 の縦軸は中心軌道上の偏向磁場強度により規格化した水平方向の各地点における偏向

磁場の強度である。三次元磁場計算の結果、設計した磁極形状は使用する全ての磁場領域に

おいて磁場一様度の仕様±2 × 10−4以内を満たしていることが確認された。 
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Fig. 3.7 Relation between the effective magnetic pole langth and the vertical tune 

(horizontal tune: 0.710). 

 

Table 3.4 Specification of the bending magnet for the compact proton synchrotorn 

Bending angle 90 degree 

Magnetic field strength 0.2 — 1.7 T 

Bending radius 1400 mm 

Uniformity of magnetic field ±0.02 % 

Effective length 2210±9 mm 
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Fig. 3.8 Flowchart for designing magnetic pole shape. 

 

 

Fig. 3.9 Result of the 3D magnetic field analysis (1.7 T) 
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Fig. 3.10 Calculated magnetic field of the bending magnet on the beam center orbit. 

 

Table 3.5 Calculated effective pole length of the bending magnet 

Magnetic field [T]] Effective magnetic pole length [mm] 

0.2 2217 

0.9 2217 

1.6 2211 

1.7 2209 
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Fig. 3.11 Calculated magnetic fielt uniformity at the centeer of the bending magnet (45 degree). 

 

3.8. 小型陽子シンクロトロンを用いた加速器システム 

本節では、小型陽子シンクロトロンを用いた陽子線治療用加速器システムの例を紹介す

る。従来型のシンクロトロンを用いた陽子線治療用加速器システムの例を Fig. 3.12 に、小

型陽子シンクロトロンを用いた陽子線治療用加速器システムの例を Fig. 3.13 に示す。なお、

Fig. 3.13 は小型陽子シンクロトロンが初めて導入された北海道大学陽子線治療センターの

レイアウト図である。 

従来型の加速器システムでは、低エネルギービーム輸送系（LEBT 系）中でビームを一回

偏向した後にシンクロトロン中へビームを導入している。これは、LEBT 系の終点（静電イ

ンフレクタ出口）における水平ディスパージョンとその勾配を 0 に補正し、シンクロトロン

へのビーム入射効率を向上することが目的である。粒子線治療システムではディスパージ

ョンの補正や建屋レイアウトの都合から LEBT 系中でビームを一回以上偏向することが一

般的である[14][20][21]。これに対し、小型陽子シンクロトロンを用いた加速器システムでは

LEBT 系中の偏向電磁石を省略し、四極電磁石を 3 台のみとすることで LEBT 系の小型化及

びコスト低減を図っている。LEBT 系中に偏向電磁石がないことから静電インフレクタの出

口におけるディスパージョンを 0 とすることはできないが、この場合であっても十分に高

い実効入射ターン数が達成できることを粒子トラッキング解析により確認している。 

従来型の加速器システムではシンクロトロンの取り出しビームを二回偏向した後に回転

ガントリーの入口へと導入している。これは、一回目の偏向でビームの水平ディスパージョ

ンとその勾配を 0 に補正し、二回目の偏向を dispersionless bend により行うことで回転ガン
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トリー入口における水平ディスパージョンとその勾配を 0 に保つことを目的としている。

Dispersionless bend は例えば偏向角の等しい二台の偏向電磁石の間にビームを水平方向に収

束する四極電磁石を挟んだ構成となっており、一台目の偏向電磁石の入り口において水平

ディスパージョンとその勾配が 0 であるなら、二台目の偏向電磁石の出口においても水平

ディスパージョンとその勾配が 0 となる。即ち、dispersionless bend は水平方向の収差を発

生させずにビームを偏向することができる。ディスパージョンが 0 となる場所に設置され

た四極電磁石は設計軌道上の磁場強度が 0 であることからビームのディスパージョンを変

化させない。従来型の HEBT 系では一回目の偏向以降の直線部で水平ディスパージョンが

0 となる為、四極電磁石の励磁量をディスパージョンとは独立して調整できる。この特徴は、

特に多数の治療室を備えた陽子線治療システムにおいて HEBT 系の調整を簡略化する効果

が期待できる。一方で、従来型の加速器システムでは偏向電磁石とその間の直線部により

HEBT 系が大型化し、加速器システムの設置面積低減が難しくなるという問題があった。 

小型陽子シンクロトロンを採用した加速器システムの HEBT 系では、シンクロトロンか

ら取り出されたビームを一回偏向した後に回転ガントリーへと導入している。この構成で

は、治療室へ向けて偏向する前の直線部（第一直線部）において水平ディスパージョンが残

留しており、回転ガントリー手前の偏向電磁石の出口において水平ディスパージョンとそ

の勾配が 0 に補正される。本システムでは HEBT 系の構成が従来型の HEBT 系に比べて簡

略化されるため、HEBT 系を小型化し加速器システムの設置面積を低減することが可能とな

る。加速器システムが複数の治療室を備える場合、第一直線部に設置された四極電磁石の励

磁量は水平ディスパージョンの補正を考慮して調整する必要があるが、適切なソフトウェ

アを用いる限りにおいてその調整は難しいものではない。回転ガントリー入口におけるデ

ィスパージョン及び Twiss パラメータを適切な値に設定する為には、例えば MAD-X[22]や

SAD[23]といったソフトウェアが使われる。これらのソフトウェアはビーム輸送系の特定の

地点における光学パラメータが目標とする値に一致するよう輸送系中の四極電磁石励磁量

を探索する機能を有しているため、これらソフトウェア上に実際の HEBT 系の構成を再現

することで実機における適切な四極電磁石励磁量の導出が可能となる。 

シンクロトロン自体の小型化と省面積化したビーム輸送系との組み合わせにより、従来

型シンクロトロンでは 36m×30m（1080m2）の設置面積を要した加速器システムが小型陽子

シンクロトロンでは 29m×27m（783m2）の範囲に設置可能となっている。この例では、小

型陽子シンクロトロンの採用により加速器システムの設置面積が約 30%減少している。 

Fig. 3.13 に示す加速器システムは、複数の治療室を備えた粒子線治療システムへの適用を

考慮した構成となっている。加速器システムの構成を治療室を一室だけ備えた陽子線治療

システム（一室型システム）に特化したものとした場合、ビーム輸送系を構成する機器の員

数をさらに低減し、より小型な加速器システムを構築することが可能となる。小型陽子シン

クロトロンを用いた一室型システムの構成については 6 章において詳述する。 
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Fig. 3.12 Schematic rayout of a proton therapy system with the conventional proton 

synchrotron. 
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Fig. 3.13 Schematic view of a proton beam therapy system with the compact proton 

synchrotron. 

 

3.9. 本章の纏め 

陽子線治療システムの設置面積を低減するため、スキャニング照射法での使用に特化し

た小型の陽子シンクロトロン（小型陽子シンクロトロン）を開発した。小型陽子シンクロト

ロンは水平方向にのみ弱収束の光学系を持つ超周期 4 のシンクロトロンであり、その周長

は18mと、名古屋陽子線治療センターなどに導入された従来型のシンクロトロン（周長23m）

に比べて 22%短縮されている。また小型陽子シンクロトロンを構成する電磁石の数は従来

型（26 台）の半分以下となる 11 台にまで低減されている。 

小型陽子シンクロトロンは四極電磁石を一系統しか備えていないため、動作点の調整範

囲はチューンダイヤグラム上の直線状の領域に限られる。シンクロトロンの動作点は偏向

電磁石の磁場分布と直線部の長さによりほぼ決定されるため、小型陽子シンクロトロンで

は三次元磁場計算の結果に基づいて偏向電磁石の磁極形状を導出し、偏向電磁石の有効磁

極長を全てのビームエネルギー領域において目標範囲内に収めている。 

小型陽子シンクロトロンは一般的な粒子線治療用のシンクロトロンと同様ビームの入射

に多重回転入射法を採用する。この際、入射バンプ電磁石を一台のみとし、シンクロトロン

の全周にわたって入射バンプ軌道を形成している。 
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小型陽子シンクロトロンからのビームの取り出しには、一般的な粒子線治療用のシンク

ロトロンと同様高周波を用いた遅い取り出し法を用いる。高周波を用いた遅い取り出し法

は取り出しビームの軌道が安定かつ高速な ON/OFF が行えるため、スキャニング照射法で

の使用に特に好適である。小型陽子シンクロトロンではビームの取り出しに際しバンプ軌

道を形成しない。また、出射チャネルと六極電磁石の干渉を避けるため、セパラトリクス形

成用の六極電磁石は直線部 4 か所のうち 2 か所にのみ設置している。 

小型陽子シンクロトロンを用いた陽子線治療用加速器システムの設置面積は一例として

783m2であり、従来型のシンクロトロンを用いた加速器システムの設置面積 1080 m2に比べ

て約 30%低減している。加速器システムの設置面積の低減には、シンクロトロンの小型化

だけでなく小型陽子シンクロトロンの構成に合わせたビーム輸送系の小型化が奏功してい

る。小型陽子シンクロトロンを用いた陽子線治療用の加速器システムの初号機は北海道大

学病院陽子線治療センターに導入され、2014 年よりスキャニング照射法を適用した陽子線

治療に用いられている。小型陽子シンクロトロンの開発はシンクロトロンを用いた陽子線

治療システムの普及に大きく貢献しており、世界 12 か所（2020 年 11 月時点、建設中含む）

の陽子線治療施設へ小型陽子シンクロトロンが導入されている。 
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4. スパイラルステップ一定条件の導出と評価 

4.1. 概要 

粒子線治療用のシンクロトロンでは、ビームの取り出しに高周波を用いた遅い取り出し

技術が用いられる[1][2]。高周波を用いた取り出し技術は照射ビームの位置とサイズが安定

する為、高精度なビーム照射を行う必要がある粒子線治療、特にスキャニング照射法を行う

粒子線治療への適用に好適である。 

高周波を用いた遅い取り出しでは、水平方向の位相空間上にベータトロン振動の安定領

域と不安定領域を区分する境界であるセパラトリクスを形成し、ビーム取り出し用の静電

デフレクタ（ESD: ElectroStatic Deflector）とセパラトリクスの枝が交差した場所からビーム

をシンクロトロン外へ取り出す。この際、取り出し用セパラトリクスの位置・形状はビーム

粒子の運動量偏差に依存するため、取り出しビームの位相空間上の位置とサイズはビーム

の運動量偏差に応じて変化する。ESD 電極の間隔やシンクロトロン中心軌道に対する勾配

は中心運動量を持つビーム粒子に対して適切な値となる様設計されている為、運動量偏差

を持つ周回ビーム粒子については位相空間上の分布が変化し、Fig. 4.1 の模式図に示す様に

シンクロトロンからの取り出し効率が低下する可能性がある。 

2.5 節にて既に述べたように、取り出し効率を向上する為のシンクロトロンの運転条件と

して Hardt 条件が知られている。Hardt 条件は、運動量偏差が異なるビーム粒子の ESD 電極

と交差するセパラトリクスの枝が互いに重畳する様な水平クロマティシティを与える。

Hardt 条件の下では ESD 電極に入射する際のビーム粒子の水平方向勾配が運動量に依らず

一定となるため、ESD 電極を通過する間に生じるビーム損失を低減し、高い取り出し効率

を得ることができる。 

しかしながら、Hardt 条件の下では ESD 電極へ入射する粒子がシンクロトロン中を 3 周

する間に水平方向に移動する距離、いわば取り出されるビーム粒子と周回ビームとの間の

距離の最大値（以下、スパイラルステップ、spiral-step）が運動量に応じて変化する。ここで、

スパイラルステップが ESD 電極の間隔よりも小さい場合内側 ESD 電極に衝突して失われ

るビーム粒子の割合が増加し、スパイラルステップが ESD 電極の間隔よりも大きい場合外

側 ESD 電極に衝突して失われるビーム粒子の割合が増加する。従って、Hardt 条件が示す水

平クロマティシティの下では ESD 電極入口におけるビーム損失が最小とならない可能性が

ある。筆者は 3 章にて述べた小型陽子シンクロトロンの開発におけるビーム取り出しの粒

子トラッキング解析を通じてこの可能性に思い至り、Hardt 条件に代わる新たな運転条件の
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検討を開始した。 

ESD 電極入口におけるビーム損失は、スパイラルステップがビーム粒子の運動量に依存

しない場合に最小となると考えられる。本章では、この様な条件をスパイラルステップ一定

条件（constant spiral-step condition）と呼ぶことにする。静電デフレクタ入り口における Hardt

条件とスパイラルステップ一定条件の水平方向位相空間分布の比較を Fig. 4.2 の模式図に示

した。 

シンクロトロンからのビーム取り出し効率はビーム粒子が ESD 電極入口を通過する効率

（以下、ESD 入口効率）と ESD 入口を通過してから出口に到達するまでの通過効率（以下、

ESD 中間効率）の積により与えられる。Hardt 条件は ESD 中間効率を最大化する為の条件

である。一方で、Hardt 条件においてはスパイラルステップが運動量に依存する為、ESD 入

口効率は最大とならない。逆に、スパイラルステップ一定条件は ESD 入口効率を最大化す

る為、特に ESD 電極がある程度の厚み（例えば 0.5mm 以上）を持つ場合 Hardt 条件よりも

高い取り出し効率を得られる可能性がある。 

本章では、シンクロトロンからのビーム取り出し効率を改善するため、従来の Hardt 条件

に代わる新たな運転条件（スパイラスステップ一定条件）を提唱し、スパイラルステップ一

定条件を成立させる為の水平クロマティシティの制約条件を導出する。また、本章ではスパ

イラルステップ一定条件の理論値を粒子トラッキング解析により検証し、スパイラルステ

ップ一定条件の採用による取り出し効率の改善について評価する。なお、本章の内容は筆者

が主筆となる論文等（文献[3], [4]）に対し加筆、修正を行ったものとなる。 

 

Fig. 4.1 Schematic view of beam loss at the entrance of an electrostatic septum. 
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(a) The Hardt condition, 

 

 

(b) The constant spiral-step condition, 

Fig. 4.2 Schematic view of phase space distribution at the entrance of an electrostatic deflector 

(a: The Hardt condition, b: The contant spiral-step condition). 
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4.2. スパイラルステップ一定条件の導出 

スパイラルステップ一定条件が成立することは、スパイラルステップの運動量偏差（Δ𝑝 𝑝⁄ ）

による一階微分が 0 となることと等価である。そこでまずは、高周波による遅い取り出しを

適用したシンクロトロンにおけるスパイラルステップをΔ𝑝 𝑝⁄ により表すことから始める。 

水平チューンが取り出し用の三次共鳴線の近傍にある周回ビーム粒子を想定する。ここ

で、水平チューンの三次共鳴線からの距離を𝛿𝑄としておく。周回ビーム粒子の水平方向位

置を x、水平方向傾きを𝑥′としたとき、水平ベータトロン振動の中心を基準とした周回ビー

ム粒子の位置と傾きは 

𝑥F = 𝑥 − 𝑑
Δp

𝑝
 

𝑥F
′ = 𝑥′ − 𝑑′

Δp

𝑝
 

(4.1) 

と表される。なお、d および d’はそれぞれ水平方向のディスパージョンとその傾きであり、

添え字 F は水平ベータトロン振動の中心を基準とした値、即ちビーム軌道に対する水平デ

ィスパージョンの影響が取り除かれた値であることを表す（F は dispersion Free の F）。この

とき、𝑥F、𝑥F
′に対応する規格化位相空間上の座標(𝑋F, 𝑋F

′ )を 

𝑋F =
𝑥F

√𝛽𝑥

=
𝑋

√𝛽𝑥

− 𝐷
Δp

𝑝
 

𝑋F
′ = 𝑥′√𝛽𝑥 +

𝛼𝑥𝑥F

√𝛽𝑥

 

(4.2) 

と定義する。ここで、𝛼𝑥、𝛽𝑥は水平方向の Twiss パラメータであり、Dは規格化したディス

パージョンである（𝐷 = 𝑑 √𝛽𝑥⁄ ）。なお規格化位相空間の定義は文献[5]に記載の内容に準じ

ている。上記の規格化位相空間上では、水平ベータトロン振動の中心と座標系の原点とが一

致している。また、水平ベータトロン振動の位相が進むにつれ周回ビーム粒子は規格化位相

空間上を時計回りに回転する。 

次に、規格化位相空間上での六極電磁石の励磁量 S を次式で定義する。 

𝑆 =
1

2
𝛽𝑥

3 2⁄ 𝑙𝑆

𝐵𝜌
(

𝜕2𝐵𝑧

𝜕𝑥2
) =

1

2
𝛽𝑥

3 2⁄
𝑙𝑆𝐾SX (4.3) 

ここで、𝑙𝑠は六極電磁石の有効磁極長（進行方向の実効的な長さ）であり、𝐵𝜌はビーム粒

子の磁気剛性率である。なお、六極電磁石が軌道平面上で水平位置が正であるビーム粒子を

水平正方向に偏向する場合に Sは正であるものとする。 

シンクロトロン中に S が負である六極電磁石が設置された場合、水平ベータトロン振動

の安定領域と不安定領域を区分するセパラトリクスの形状は、六極電磁石地点において Fig. 

4.3 に示す正三角形状となることが知られている[6]。ここで、図中 h は𝑋F
′軸に垂直なセパラ

トリクスの枝 A と𝑋F
′軸との距離であり、以下の式により表される。 
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ℎ =
2

3

𝜀

𝑆
=

4𝜋

𝑆
𝛿𝑄 (4.4) 

ここで、簡単のため6𝜋𝛿𝑄を𝜀で置き換えている。ESD の入口は、六極電磁石地点から水平

方向ベータトロン振動の位相がΔ𝜇だけ進んだ位置にあるものとする。ESD 入口地点におけ

るセパラトリクスの形状を Fig. 4.4 に示した。ESD 電極入口地点におけるセパラトリクス

は、六極電磁石地点におけるセパラトリクスを時計回りにΔ𝜇回転した形状となるから、ESD

電極と交わるセパラトリクスの枝の式は、 

−𝑋F cos Δ𝜇 + 𝑋F
′ sin 𝛥𝜇 = ℎ (4.5) 

と表される。ここで、規格化位相空間上での内側 ESD 電極の位置を𝑋FESDとすると、セパラ

トリクスの枝 A と内側 ESD 電極の交点(𝑋FESD, 𝑋FESD
′ )は以下の式で表される。 

  

𝑋FESD =
𝑥ESD − 𝑑ESD

Δ𝑝
𝑝

√𝛽𝑥ESD

= 𝑋ESD − 𝐷ESD

Δ𝑝

𝑝
 

𝑋FESD
′ =

ℎ + 𝑋FESD cos 𝛥𝜇

sin Δ𝜇
 

(4.6) 

ここで、𝑥ESDは内側 ESD 電極の位置（非規格化かつディスパージョンの影響を取り除く

前）、𝛽ESDは ESD 入口地点における水平ベータトロン関数、𝑑ESDは ESD 入口地点における

水平ディスパージョンである。 

この交点を規格化位相空間上で反時計回りにΔ𝜇回転させることで、セパラトリクスの枝

と内側 ESD 電極の交点を通過するビーム粒子が上流の六極電磁石地点でどの位置にあるか

が求められる。六極電磁石地点まで遡った交点の位置は以下の式で与えられる。 

𝑋FSX = 𝑋FESD cos Δ𝜇 − 𝑋FESD
′ sin Δ𝜇 = −ℎ 

𝑋FSX
′ = 𝑋FESD sin Δ𝜇 + 𝑋FESD

′ cos Δ𝜇 =
𝑋FESD + ℎ cos Δ𝜇

sin Δ𝜇
 

(4.7) 

ラスト 3 ターン（ビーム粒子が ESD 電極へ入射する前の 3 周）の間にビーム粒子が六極

電磁石地点の規格化位相空間上を移動する量(Δ𝑋FSX, Δ𝑋FSX
′ )は以下の式で与えられる[6]。 

Δ𝑋fSX = 𝜀𝑋fSX
′ +

3

2
𝑆𝑋fSX𝑋fSX

′  

Δ𝑋fSX
′ = −𝜀𝑋fSX +

3

4
𝑆(𝑋fSX

2 − 𝑋fSX
′ 2

) 

(4.8) 

数式(4.8)に数式(4.7)を代入し、次式を得る。 

Δ𝑋fSX = 0 

Δ𝑋FSX
′ = 𝜀ℎ +

3

4
𝑆 (ℎ2 − (

𝑋FESD + ℎ cos Δ𝜇

sin Δ𝜇
)

2

) 
(4.9) 

𝑋F軸に垂直、𝑋F
′軸に平行なセパラトリクスの枝の上ではΔ𝑋FSXが常に 0 となる。従って、
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ターンセパレーション一定条件はΔ𝑋FSX
′ のΔ𝑝 𝑝⁄ による一階微分が 0 となることと等価であ

る。 

  

Fig. 4.3 Separatrix at the sextupole magnet for negative sextupole-magnet strangth S. 

 

   

Fig. 4.4 Separatrix at the ESD entrance for negative sextupole-magnet strangth S. 
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数式(4.9)右辺第一項の微分は次式で表される。 

d(𝜀ℎ)

d𝑃
=

d

d𝑃
(

24π2

𝑆
𝛿𝑄2) (4.10) 

ここで、𝑃 = Δ𝑝 𝑝⁄ は粒子の運動量偏差である。 

水平チューンと共鳴線との距離𝛿𝑄を、シンクロトロンの水平クロマティシティ𝑄′を用い

て 

δ𝑄 = δ𝑄0 + 𝑄′𝑃 (4.11) 

と表す。δ𝑄0は水平クロマティシティあるいは運動量偏差が 0 である場合における水平チュ

ーンと共鳴線との距離である。数式(4.11)を数式(4.10)に代入し、P に関する高次の項を無視

すると以下の関係が得られる。 

d(𝜀ℎ)

d𝑃
=

48π2 Q′

𝑆
⋅ δ𝑄0 (4.12) 

数式(4.9)右辺の第二項は、以下の様に𝑋FESDの多項式として表される。 

3

4
𝑆 (ℎ2 − (

𝑋FESD + ℎ cos Δ𝜇

sin Δ𝜇
)

2

)

=
3𝑆

4 sin2 Δ𝜇
(ℎ2(sin2 Δ𝜇 − cos2 Δ𝜇) − 2ℎ𝑋FESD cos Δ𝜇 − 𝑋FESD

2) 

(4.13) 

数式(4.13)に数式(4.4), (4.6), (4.12)を代入して P に関する高次の項を無視すると、 

数式(4.13)括弧中の第一項の微分は、 

d

d𝑃
(ℎ2(sin2 Δ𝜇 − cos2 Δ𝜇)) =

32π2

𝑆2
(sin2 Δ𝜇 − cos2 Δ𝜇)δ𝑄0𝑄′ (4.14) 

数式(4.13)括弧中の第二項の微分は、 

d

d𝑃
(−2ℎ𝑋fESD cos Δ𝜇) =

8π cos Δ𝜇

𝑆
(δ𝑄0𝐷ESD − 𝑋ESD𝑄′) (4.15) 

数式(4.13)括弧中の第三項の微分は、 

d

d𝑃
(−𝑋fESD

2) = 2𝑋ESD𝐷ESD (4.16) 

となる。以上三項の和から、数式(4.9)右辺の第二項の微分は、 
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d

d𝑃
(

3

4
𝑆 (ℎ2 − (

𝑋fESD + ℎ cos Δ𝜇

sin Δ𝜇
)

2

))

=
3𝑆

4 sin2 Δ𝜇
(

32π2

𝑆2
(sin2 Δ𝜇 − cos2 Δ𝜇)δ𝑄0𝑄′ +

8π cos Δ𝜇

𝑆
(δ𝑄0𝐷ESD − 𝑋ESD𝑄′)

+ 2𝑋ESD𝐷ESD)   

=
24π2

𝑆 sin2 Δ𝜇
(sin2 Δ𝜇 − cos2 Δ𝜇)δ𝑄0𝑄′ +

6π cos Δ𝜇

sin2 Δ𝜇
(δ𝑄0𝐷ESD − 𝑋ESD𝑄′) +

3𝑆

2 sin2 Δ𝜇
𝑋ESD𝐷ESD 

 (4.17) 

と表される。数式(4.11)と数式(4.13)を加算し、最終的にΔ𝑋FSX
′ の P による一階微分は次式の

様に水平クロマティシティ𝑄′と規格化水平ディスパージョン𝐷ESDの線形結合で表される。 

dΔ𝑋FSX
′

d𝑃

= (
24π2

𝑆
(3 −

1

tan2 Δ𝜇
) δ𝑄0 −

6π cos Δ𝜇

sin2 Δ𝜇
𝑋ESD) 𝑄′

+ (
6π cos Δ𝜇

sin2 Δ𝜇
δ𝑄0 +

3𝑆

2 sin2 Δ𝜇
𝑋ESD) 𝐷ESD 

(4.18) 

従って、スパイラルステップ一定条件はdΔ𝑋FSX
′ d𝑃⁄ = 0より 

(
24π2

𝑆
(3 −

1

tan2 Δ𝜇
) δ𝑄0 −

6π cos Δ𝜇

sin2 Δ𝜇
𝑋ESD) 𝑄′

= − (
6π cos Δ𝜇

sin2 Δ𝜇
δ𝑄0 +

3𝑆

2 sin2 Δ𝜇
𝑋ESD) 𝐷ESD 

(4.19) 

と表される。数式(4.19)は、スパイラルステップ一定条件が規格化ディスパージョンに対応

する水平クロマティシティの設定値として与えられることを示している。前述の小型陽子

シンクロトロンでは、六極電磁石地点から ESD 入口地点までの位相差Δ𝜇がおおよそ𝜋 4⁄ で

ある。Δ𝜇 = 𝜋 4⁄ の場合、数式(4.19)は単純に 

(
48π2

𝑆
δ𝑄0 − 6√2π𝑋ESD) Q′ = −(6√2πδ𝑄0 + 3𝑆𝑋ESD)𝐷ESD (4.20) 

と書き表せる。 

六極電磁石の強度 S が正である場合、六極電磁石地点におけるセパラトリクスは Fig. 4.3

に示したセパラトリクスを原点中心に 180 度回転させたものとなる。本節では簡単のため S

が負である場合を例にとってスパイラルステップ一定条件を導出したが、その際に使用し

た数式は全て Sの符号によらず成立する。従って、S が正の場合であっても、Sが負の場合

と同様に式(4.19)を用いてターンセパレーション一定条件が求められる。𝑋F軸に垂直でない

セパラトリクスの枝（Fig. 4.3 中 B, C）に対してはΔ𝑋FSXが 0 とならないが、Δ𝑋FSXとΔ𝑋FSX
′ は
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比例関係にあるため、𝑋F軸に垂直なセパラトリクスの枝（Fig. 4.3 中 A）の場合と同様Δ𝑋FSX
′

の一階微分によりスパイラルステップ一定条件が求められる。 

4.3. 粒子トラッキング解析によるスパイラルステップ一定条件の検証 

4.3.1. 解析の対象 

本節では、数式(4.19)により与えられる水平クロマティシティがスパイラルステップ一定

条件を満たすことを粒子トラッキング解析により検証する。トラッキング解析の対象は、3

章で述べた小型陽子シンクロトロン及び陽子線治療での使用を想定した解析用の仮想的な

シンクロトロン（以下、解析用シンクロトロン）の二種類とする。解析用のシンクロトロン

は、後述する様に小型陽子シンクロトロンと似通った構成を有しているが、スパイラルステ

ップ一定条件の検証が容易となる様に全ての直線部に六極電磁石を配置して磁場の対称性

を向上するなど機器配置を調整している。 

4.3.2. 解析用シンクロトロンの解析条件 

解析用シンクロトロンの模式図を Fig. 4.5 に示す。解析用シンクロトロンは超周期が 4、

周長が 19.4m の陽子シンクロトロンであり、4 台の偏向電磁石、4 台の四極電磁石、4 台の

六極電磁石により構成される。解析用シンクロトロンのパラメータ及びトラッキング解析

の主要な条件を Table 4.1 にまとめた。解析用シンクロトロンからのビーム取り出し手法は

高周波を用いた遅い取り出しであり、隣り合う直線部に設置された六極電磁石は互いに極

性が異なっている。取り出し用セパラトリクスの形成によりシンクロトロンの水平クロマ

ティシティを変化させないため、4 台の六極電磁石の励磁量の絶対値は全て等しい値に設定

される。なお、4 台の六極電磁石により励起される共鳴の強さは、励磁量が 4 倍の六極電磁

石 1 台により励起される共鳴の強さと等しい。従って、解析用シンクロトロンにおいては六

極電磁石一台あたりの励磁量を数式(4.19)で用いた値の 1/4 に設定した場合にスパイラルス

テップ一定条件が満たされることとなる。 

粒子トラッキング解析では、ディスパージョンの影響を排除した規格化位相空間上にお

ける原点周りの回転からビーム粒子の軌道を計算した。なお、運動量偏差を持つビーム粒子

の軌道は、水平クロマティシティによる規格化位相空間上の回転量の変化と、回転中心のデ

ィスパージョンの変化に伴う移動を用いて表現した。 

内側 ESD 電極の水平位置は 39.5 mm、ESD 電極の厚さは 0.5 mm 、ESD 電極の間隔は 10 

mm とした。これにより、ESD 電極入口において水平位置が 39.5 mm から 40.0 mm の範囲

にあるビーム粒子は内側 ESD 電極に衝突し、水平位置が 50.0 mm よりも大きいビーム粒子

は外側 ESD 電極に衝突して失われるものとした。また、取り出し時に ESD 電極入口におい

て失われなかったビーム粒子については ESD 電極中の軌道を合わせて計算し、ESD 電極に

衝突することなく出口に到達したビーム粒子のみがシンクロトロン外に取り出されるもの
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とした。シンクロトロンからのビーム取り出し効率は、ESD 電極入口におけるビームの通

過効率（ESD 入口効率）と ESD 入口以降のビームの通過効率（ESD 中間効率）の積により

与えられる。 

解析用シンクロトロンでは、Hardt 条件を満たす水平クロマティシティは 2.5.3 節の数式

(2.27)より-2.1 であり、スパイラルステップ一定条件を満たす水平クロマティシティは数式

(4.19)より-4.8 である。水平クロマティシティと取り出し効率との関係を導出する為、水平

クロマティシティを-7 から+1 までの範囲で 1 づつ変更しながら粒子トラッキング解析を実

施した。なお粒子トラッキング解析で用いる粒子の数は、取り出し効率を有効数字二桁で評

価する際に十分な数である104個とした。 

本章の解析用シンクロトロンは、4 回対称の弱収束シンクロトロンである点、取り出しに

高周波を用いた遅い取り出し技術を用いる点で 3 章に示す小型陽子シンクロトロンと同様

の構成を有する。一方で、解析用シンクロトロンは直線部内で四極電磁石が六極電磁石より

も下流側に設置される点、六極電磁石が全ての直線部に設置される点において小型陽子シ

ンクロトロンとは異なる構成を有する。 

小型陽子シンクロトロンでは、Hardt 条件を満たす水平クロマティシティが-4.5、スパイ

ラルステップ一定条件を満たす水平クロマティシティが-5.6 であり、解析用シンクロトロン

に比べて両者が接近している。このことから、小型陽子シンクロトロンでは粒子トラッキン

グ解析により両条件の相違を見極めることが困難になると予想し、本章ではまず解析用シ

ンクロトロンを用いた粒子トラッキング解析を行うこととした。 
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SX: Sextupole magnet 

ESD: Electrostatic deflector 

Fig. 4.5 Schematic view of the synchrotron for particle tracking analysis. 

 

Table 4.1 Main parameters of the synchrotoron for particle tracking analysis and settings for 

particle tracking analysis 

Circumference 19.4 m 

Super periodicity 4 

Bending radius 1.5 m 

Edge angle (horizontal) 37 degree 

Effective length of the magnets Quadrupole: 0.2 m, 

Sextupole: 0.2 m 

Operating point during beam extraction (0.68, 1.47) 

Horizontal chromaticity From -7 to +1 

Momentum spread ±0.1 % (uniform distribution) 

Spiral step for on-momentum particle 10.5 mm 

Horizoutal position of the ESD electrodes Inner: 39.5—40.0 mm, 

Outer: 50.0—50.5 mm 

Number of particles 104 

 

4.3.3. 解析用シンクロトロンにおける粒子トラッキング解析の結果 

ESD 入口における取り出しビーム粒子の水平位相空間分布の解析結果を Fig. 4.6 に示す。

ESD 入口において水平位置が 40mm 以上 50mm 以下の範囲にあるビーム粒子は ESD 入口を

通過し、この範囲から外れるビーム粒子は内側あるいは外側の ESD 電極に衝突して失われ

るものとする。Hardt 条件（𝑄𝑥
′ = −2.1）の下では運動量偏差が異なるビーム粒子のセパラト

リクスの枝が重畳し、ESD 電極入口における位相空間分布は細い帯状となる。一方で、スパ

イラルステップ一定条件の下ではセパラトリクスの枝は重畳せず、内側 ESD 電極における

勾配方向の分布は約 2mrad にまで広がっている。 

ビーム粒子の運動量偏差と水平ビーム位置との関係を Fig. 4.7 に、ビーム粒子の運動量偏

差と水平方向の勾配との関係を Fig. 4.8 に示す。Hardt 条件においては水平方向のビーム位

置が運動量偏差に依存し、運動量が高くなるにつれて取り出しビームのスパイラルステッ

プは減少する。一方で、スパイラルステップ一定条件（𝑄𝑥
′ = −4.8）においては水平ビーム

位置は運動量偏差に一次の範囲では依存せず、スパイラルステップは運動量に依らず略一
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定の値をとる。 

Fig. 4.9 には水平クロマティシティごとの ESD 入口効率（entrance eficiency）、ESD 中間効

率（middle efficiency）、ビーム取り出し効率（total efficiency）の解析結果を示す。また、取

り出し効率の解析結果のうち Hardt 条件、スパイラルステップ一定条件、取り出し効率が最

大となる条件（𝑄𝑥
′ = −4.0）について Table 4.2 に整理した。Hardt 条件とスパイラルステッ

プ一定条件については更に、取り出し効率と ESD 電極間隔との関係を Fig. 4.10 に示した。 

Fig. 4.7 は、スパイラルステップ一定条件の下ではスパイラルステップ（水平ビーム位置）

と運動量との間に線形の依存性が無いことを表している。このことから、数式(4.19)により

与えられる水平クロマティシティにおいてはスパイラルステップの運動量による一階微分

が 0 になる、即ちスパイラルステップ一定条件が満たされることが確かめられる。Hardt 条

件ではスパイラルステップが粒子の運動量に依存し、運動量偏差が負となるビーム粒子の

スパイラルステップは ESD 電極の間隔である 10mm よりも大きくなる。このことは、Hardt

条件においては運動量偏差が負となるビーム粒子の一部は外側の ESD 電極に衝突して失わ

れることを示している。また、運動量偏差が正の場合はスパイラルステップが ESD 電極間

隔よりも小さくなるため、内側 ESD 電極に衝突して失われるビーム粒子の割合が運動量偏

差が 0 である場合に比べて増大する。スパイラルステップ一定条件における ESD 入口効率

は 93.1%であり、Hardt 条件における ESD 入口効率（87.8%）よりも 5.3%高い値となった。 

Fig. 4.8 に示す分布は、スパイラルステップ一定条件においてはビーム粒子の水平方向勾

配が運動量に依存して変化することを表している。これにより、スパイラルステップ一定条

件では ESD 電極を通過中に ESD 電極の内壁に衝突して失われるビーム粒子の割合が Hardt

条件よりも大きくなる。Hardt 条件ではビーム粒子の水平方向傾きが運動量に依らず略一定

であるため、ESD 電極とビーム粒子の水平方向傾きを合わせることで ESD 電極中のビーム

損失を最小限に抑えられる。スパイラルステップ一定条件における ESD 中間効率は 94.0%

であり、これは Hardt 条件における中間効率（97.0%）よりも 3.0%低い値であった。 

前述の通り、シンクロトロンからのビーム取り出し効率は ESD 入口効率と ESD 中間効率

との積によって与えられる。スパイラルステップ一定条件における取り出し効率は 87.6%で

あり、この値は Hardt 条件の取り出し効率（85.2%）よりも 2.4%高い値であった。 

Fig. 4.9 によれば、シンクロトロンからのビーム取り出し効率は水平クロマティシティが

-4 である場合に最大となる。取り出し効率が最大となる水平クロマティシティは Hard 条件

（𝑄𝑥
′ = −2.1）とスパイラルステップ一定条件（𝑄𝑥

′ = −4.8）の間にあり、この範囲ではビー

ム取り出し効率は 85%以上の高い値をとる。このことから、ビーム取り出し時の水平クロ

マティシティは上記範囲内で調整されるべきであり、取り出し時のビーム通過領域等につ

いても上記範囲内での水平クロマティシティの調整を想定して設計する必要がある。 

Fig. 4.10 によれば、スパイラルステップ一定条件における取り出し効率は ESD 電極間隔

が 9mm 以上 13mm 以下の場合に Hardt 条件における取り出し効率よりも高い値となる。

ESD 電極間隔の増大は ESD 電極の印加電圧及び電源コストの増大に直結する為、スパイラ
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ルステップ一定条件はコスト増を抑えながらビームの取り出し効率を改善する上で有効な

手段となる。 

 

Fig. 4.6 Phase space distribution of the extracted beam at the entrance of the ESD. 

 

 

Fig. 4.7 Relation between the momentum and the horizontal position of the extracted particles. 
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Fig. 4.8 Relation between the momentum and the horizontal slope. 

 

 

Fig. 4.9 Change of the entrance efficiency, the middle efficiency and the total extraction 

efficiency according to the horizontal chromaticity. 
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Table 4.2 Extraction efficiencies at Constant spiral-step condition, Hardt condition, and 

Maximum efficiency 

 Unit Constant spiral-step 

condition (𝑄𝑥 = −4.8) 

Hardt condition 

(𝑄𝑥 = −4.8) 

Maximum 

(𝑄𝑥 = −4) 

Entrance % 93.1 87.8 92.4 

Middle % 94.0 97.0 95.5 

Total % 87.6 85.2 88.3 

 

 

Fig. 4.10 Relation between the gap of the ESD electrodes and the extraction efficiency. 

 

4.3.4. 小型陽子シンクロトロンの解析条件 

小型陽子シンクロトロンの模式図を Fig. 4.11 に再掲する。小型陽子シンクロトロンは超

周期が 4、周長が 18.0m の陽子シンクロトロンであり、4 台の偏向電磁石、4 台の四極電磁

石、2 台の六極電磁石により構成される。その他小型陽子シンクロトロンの構成については

3 章において詳述した通りである。 

小型陽子シンクロトロンに対するトラッキング解析の主要な条件をTable 4.3にまとめた。

小型陽子シンクロトロンでは隣り合う直線部に設置された六極電磁石の極性が互いに異な

っており、これら六極電磁石を等量励磁することで水平クロマティシティを変化させずに

取り出し用のセパラトリクスを形成できる。また、小型陽子シンクロトロンでは六極磁場の

対称性が低いことからセパラトリクスの形状に歪みが表れやすいと考え、取り出し中の水

平チューンを 0.678 と解析用シンクロトロンの場合（0.680）よりも取り出し用の三次共鳴線

に接近させている。 
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また、2 台の六極電磁石により励起される共鳴の強さは、励磁量が 2 倍の六極電磁石 1 台

により励起される共鳴の強さと等しい為、小型陽子シンクロトロンでは六極電磁石一台あ

たりの励磁量を数式(4.19)で用いた値の 1/2 に設定した場合にスパイラルステップ一定条件

が満たされることとなる。 

粒子トラッキング解析では、解析用シンクロトロンの場合と同様に規格化位相空間上に

おける回転からビーム粒子の軌道を計算した。また、解析用シンクロトロンと同様内側 ESD

電極の水平位置を 39.5mm、ESD 電極の厚さを 0.5mm 、ESD 電極の間隔を 10mm とした。

シンクロトロンからのビーム取り出し効率は、ESD 電極入口におけるビームの通過効率（以

下、ESD 入口効率と呼ぶ）と ESD 入口以降のビームの通過効率（以下、ESD 中間効率と呼

ぶ）の積により与えられる。 

小型陽子シンクロトロンでは、Hardt 条件を満たす水平クロマティシティは数式(2.27)よ

り-4.5 であり、スパイラルステップ一定条件を満たす水平クロマティシティは数式(4.19)よ

り-5.6 である。小型陽子シンクロトロンでは Hardt 条件とスパイラルステップ一定条件が解

析用シンクロトロンに比べて接近している為、粒子トラッキング解析では両者の区別がつ

きにくい可能性がある。一方で、小型陽子シンクロトロンでは Hardt 条件とスパイラルステ

ップ一定条件が接近していることにより ESD 入口及び ESD 通過中の両方におけるビーム

損失を低減し、高い取り出し効率を得られる可能性がある。 

水平クロマティシティの範囲及び粒子の数については解析用シンクロトロンにおける条

件と共通とした。 
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QM: Quadrupole magnet 

SX: Sextupole magnet 

RFC: Radiofrequency accelerating cavity 

RFK: Radiofrequency kicker 

Fig. 4.11 Schematic view of compact proton synchrotron for proton beam therapy. 
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Table 4.3 Main parameters of the compact proton synchrotron and settings for particle 

tracking analysis 

Circumference 18.0 m 

Super periodicity 4 

Bending radius 1.4 m 

Edge angle (horizontal) 37 degree 

Effective length of the magnets Quadrupole: 0.15 m, 

Sextupole: 0.15 m 

Operating point during beam extraction (0.678, 1.47) 

Horizontal chromaticity From -7 to +1 

Momentum spread ±0.1 % (uniform distribution) 

Spiral step for on-momentum particle 10.5 mm 

Horizoutal position of the ESD electrodes Inner: 39.5—40.0 mm, 

Outer: 50.0—50.5 mm 

Number of particles 104 

 

4.3.5. 小型陽子シンクロトロンにおける粒子トラッキング解析の結果 

ESD 入口における取り出しビーム粒子の水平位相空間分布の解析結果を Fig. 4.12 に示す。

ESD 入口において水平位置が 40mm 以上 50mm 以下の範囲にあるビーム粒子は ESD 入口を

通過し、この範囲から外れるビーム粒子は内側あるいは外側の ESD 電極に衝突して失われ

るものとする。 

小型陽子シンクロトロンでは Hardt 条件（𝑄𝑥
′ = −4.5）およびスパイラルステップ一定条

件（𝑄𝑥
′ = −5.6）の何れにおいても運動量が異なる粒子のセパラトリクスの枝は重畳してお

らず、取り出しビームの勾配がビーム粒子の運動量偏差に依存する結果となった。ESD 電

極と交差するセパラトリクスの枝は広い帯状の分布を為しており、内側 ESD 電極における

勾配方向の分布は約 2mrad にまで広がっている。 

ビーム粒子の運動量偏差と水平ビーム位置との関係を Fig. 4.13 に示す。Hardt 条件とスパ

イラルステップ一定条件の何れにおいてもスパイラルステップはビーム粒子の運動量に応

じて変化している。スパイラルステップは運動量偏差が増大するにつれて凡そ線形の関係

を保ちながら増大しており、その勾配（Δ𝑥 (Δ𝑝 𝑝⁄ )⁄ ）は約 70 mm/%である。 

ビーム粒子の運動量偏差と水平方向の勾配との関係を Fig. 4.14 に示す。ビーム位置と同

様、取り出しビーム粒子の水平方向勾配は Hardt 条件とスパイラルステップ一定条件の何れ

においても運動量に応じて変化している。水平方向の勾配は運動量偏差が増大するにつれ

て凡そ線形の関係を保ちながら増大しており、その勾配（Δ𝑥′ (Δ𝑝 𝑝⁄ )⁄ ）は約 15 mrad/%であ

る。 
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Fig. 4.15 に水平クロマティシティごとの ESD 入口効率（entrance eficiency）、ESD 中間効

率（middle efficiency）、ビーム取り出し効率（total efficiency）の解析結果を示す。また、取

り出し効率の解析結果のうち Hardt 条件、スパイラルステップ一定条件、取り出し効率が最

大となる条件（𝑄𝑥
′ = −2.0）について Table 4.4 に整理した。小型陽子シンクロトロンでは、

水平クロマティシティが-2 の場合に ESD 入口効率（93.4 %）と ESD 中間効率（95.6 %）の

双方が最大となる。これにより、シンクロトロンからの取り出し効率は水平クロマティシテ

ィが-2 の場合に最大となる。 

小型陽子シンクロトロンでは、解析用シンクロトロンとは異なり取り出し効率が最大と

なる水平クロマティシティが Hardt 条件とスパイラルステップ一定条件の間に無い。また、

Fig. 4.13, Fig. 4.14 に示す位相空間分布を見る限り、Hardt 条件（セパラトリクスの枝が重畳）

条件とスパイラスステップ一定条件（ターンセパレーションの運動量による一階微分が 0）

は小型陽子シンクロトロンにおいて成立していない。 

シンクロトロンからのビーム取り出し効率が最大となる水平クロマティシティ（𝑄𝑥
′ =

−2.0）における水平方向位相空間分布の解析結果を Fig. 4.16 に示す。この条件では、運動

量が異なるビーム粒子のセパラトリクスの枝が重畳しており、更にはスパイラルステップ

が運動量偏差に殆ど依存しない。即ち、小型陽子シンクロトロンでは水平クロマティシティ

が-2 の場合に Hardt 条件とスパイラルステップ一定条件が同時に成立している。あるいは、

小型陽子シンクロトロンでは Hardt 条件及びスパイラルステップ一定条件が成立する水平

クロマティシティが数式(2.27)（Hardt 条件）及び数式(4.19)（スパイラルステップ一定条件）

に示す理論式から求められる値とは異なっている。 

 

Fig. 4.12 Phase space distribution of the extracted beam at the entrance of the ESD. 

 

2

3

4

5

6

7

8

35 40 45 50 55

H
o

ri
zo

n
ta

l s
lo

p
e 

(m
ra

d
)

Horizontal position (mm)

Hardt condition

Constant spiral-step condition

ESD electrodes



 

88 

 

  

Fig. 4.13 Relation between the momentum and the horizontal position of the extracted 

particles. 

 

   

Fig. 4.14 Relation between the momentum and the horizontal slope. 
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Fig. 4.15 Change of the entrance efficiency, the middle efficiency and the total extraction 

efficiency according to the horizontal chromaticity. 

 

Table 4.4 Extraction efficiencies at Constant spiral-step condition, Hardt condition, and 

Maximum efficiency 

 Unit Constant spiral-step 

condition (𝑄𝑥 = −5.6) 

Hardt condition 

(𝑄𝑥 = −4.5) 

Maximum 

(𝑄𝑥 = −2.0) 

Entrance % 80.7 85.3 93.4 

Middle % 90.0 91.4 95.6 

Total % 72.6 78.0 89.3 
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Fig. 4.16 Phase space distribution with the maximum extraction efficiency (𝑸𝒙 = −𝟐. 𝟎) 

 

4.4. 考察 

粒子トラッキング解析の結果、解析用シンクロトロンではスパイラルステップが運動量

に非依存となる水平クロマティシティを数式(4.19)により求められることが判明した。また、

スパイラルステップ一定条件を適用した場合の取り出し効率（87.6%）は Hardt 条件を適用

した場合の取り出し効率（85.2%）よりも 2.4%高いため、スパイラルステップ一定条件の適

用は若干ではあるが取り出し効率の向上に有効である。取り出し効率が最大となる水平ク

ロマティシティは Hardt 条件とスパイラルステップ一定条件との間にあるため、解析用シン

クロトロンではこの範囲内で水平クロマティシティを調整すれば取り出し効率を最大とす

ることが可能である。 

一方、小型陽子シンクロトロンにおいては、数式(4.19)により導出した水平クロマティシ

ティのもとではスパイラルステップが運動量に依存し、取り出し効率も 72.6%と Hardt 条件

（数式(2.27)より導出）における取り出し効率 78.0%より低かった。また、取り出し効率が

最大となる水平クロマティシティは Hardt 条件とスパイラルステップ一定条件の何れより

も高い値であった。従って、小型陽子シンクロトロンにおいて取り出し効率を最大化する水

平クロマティシティの調整範囲を決定するには、粒子トラッキング解析が必須である。 

 小型陽子シンクロトロンにおいてスパイラルステップ一定条件が成立しない原因とし

ては、取り出し用セパラトリクスの歪みが考えられる。4.2 節にあるように、スパイラルス

テップ一定条件の導出ではセパラトリクスの枝が直線であること（セパラトリクスが直線

により構成されること）を仮定している。セパラトリクスと ESD 電極の交点を求める式や

2

3

4

5

6

7

8

35 40 45 50 55

H
o

ri
zo

n
ta

l s
lo

p
e 

(m
ra

d
)

Horizontal position (mm)

ESD electrodes



 

91 

 

六極電磁石地点でのターンセパレーションを求める式はセパラトリクスの枝が直線の場合

にしか成立しない。このため、セパラトリクスの枝の直線からのずれ（歪み）が大きい場合、

スパイラルステップが一定となる水平クロマティシティと数式(4.19)により導出した水平ク

ロマティシティとの間にはずれが生じる可能性がある。スパイラルステップ一定条件の導

出と同様、Hardt 条件の導出（2.5.3 節参照）においてもセパラトリクスの枝は直線であると

仮定されているため、セパラトリクスの枝が歪む条件では Hardt 条件も成立しなくなると考

える。 

Fig. 4.17 に規格化位相空間上における解析用シンクロトロンのセパラトリクスを、Fig. 

4.18 に同じく規格化位相空間上における小型陽子シンクロトロンのセパラトリクスを示す。

図中灰色点線はセパラトリクスの歪みを見易くするために追加した補助線である。図から

明らかなように、小型陽子シンクロトロンは解析用シンクロトロンに比べて ESD 電極と交

わるセパラトリクスの枝の歪みが大きい。これは、解析用シンクロトロンでは全ての直線部

に六極電磁石が設置されている一方で、小型陽子シンクロトロンでは半分の直線部（二か所）

にしか六極電磁石が設置されていないことに起因していると考える。セパラトリクスの枝

の歪みが大きい場合、Hardt 条件、スパイラルステップ一定条件ともに導出の前提条件が成

立しないため、解析用シンクロトロンと小型陽子シンクロトロンとの解析結果の差異はセ

パラトリクスの歪みによるものと考えた。 

小型陽子シンクロトロンにおける取り出し効率の最大値（89.3%）は、解析用シンクロト

ロンにおける取り出し効率の最大値（88.3%）よりも若干ではあるが高い。これは、解析用

シンクロトロンでは ESD 入口効率が最大となる水平クロマティシティと ESD 中間効率が

最大となる水平クロマティシティが異なる値であるのに対し、小型陽子シンクロトロンで

は両者が等しくなることに起因する。シンクロトロンからのビーム取り出し効率は ESD 入

口効率と ESD 中間効率との積で与えられるため、両者が同時に最大となる場合にはより高

い取り出し効率が得られることとなる。逆に言えば、Hardt 条件とスパイラルステップ一定

条件が大きく異なる値である場合、そのシンクロトロンでは高い取り出し効率を得ること

が難しくなる。 

以上の結果から、粒子線治療用のシンクロトロンを設計する際には数式(2.27)で求まる

Hardt 条件と数式(4.19)で求まるスパイラルステップ一定条件が大きく異なることの無い様

留意し、その上で取り出し用セパラトリクスの歪みとシンクロトロンからのビーム取り出

し効率を粒子トラッキング解析により評価することが望ましい。 
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Fig. 4.17 Horizontal separatrix of the synchrotron for particle tracking analysis in normalized 

phase space. 

 

 

Fig. 4.18 Horizontal separatrix of the compact proton synchrotron in normalized phase space. 
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4.5. 本章の纏め 

高周波による遅い取り出しを用いるシンクロトロンにおいて、ビーム取り出し用の静電

デフレクタに入射するビーム粒子とシンクロトロン中を周回するビーム粒子との間隔（ス

パイラルステップ）が、ビーム粒子の運動量に依らず一定となるための条件式（スパイラル

ステップ一定条件）を導出した。スパイラルステップ一定条件は、粒子線治療用のシンクロ

トロンにおいて一般的な Hardt 条件と同様、シンクロトロンの水平クロマティシティと ESD

電極入口地点における水平ディスパージョンとの間の比例係数を与えるものである。スパ

イラルステップ一定条件の下では、ESD 入口におけるビーム損失の割合がスパイラルステ

ップが運動量に依存する Hardt 条件に比べて低下する為、シンクロトロンからのビーム取り

出し効率の向上が期待できる。 

スパイラルステップ一定条件の効果をシンクロトロンからのビーム取り出しの粒子トラ

ッキング解析により検証した。セパラトリクスの歪みを抑えた解析用のシンクロトロンに

おいては Hardt 条件及びスパイラルステップ一定条件が理論値と一致し、スパイラルステッ

プ一定条件における取り出し効率（87.6%）は Hardt 条件における取り出し効率（85.2%）よ

りも 2.4%高い値であった。また、ビーム取り出し効率が最大となる水平クロマティシティ

は Hardt 条件とスパイラルステップ一定条件の間にあることも判明した。その一方で、陽子

線治療用に設計された小型シンクロトロン（小型シンクロトロン）における解析ではスパイ

ラルステップ一定条件及び Hardt 条件が理論値と一致せず、取り出し効率が最大となる水平

クロマティシティは何れの条件よりも高い値となった。この原因は、小型陽子シンクロトロ

ンは解析用シンクロトロンに比べてセパラトリクスの枝の歪みが大きく、スパイラルステ

ップ一定条件の導出に用いたセパラトリクスの枝が直線であるとの仮定が成立しなくなっ

たためであると考える。また、小型陽子シンクロトロンでスパイラルステップが一定となる

水平クロマティシティとセパラトリクスの枝が重畳する水平クロマティシティが解析条件

の刻み幅である±0.5 以内の範囲で等しい為、取り出し効率の最大値が解析用シンクロトロ

ンに比べて高くなることが判明した。 

以上の結果より、粒子線治療用のシンクロトロンにおいて高い取り出し効率を得るため

には Hardt 条件とスパイラルステップ一定条件がなるべく接近するようにシンクロトロン

の光学系を設計し、更には粒子トラキング解析を行って水平クロマティシティとビーム取

り出し効率の関係を評価する必要がある。3 節で述べた小型陽子シンクロトロンの基本構成

は本章に記載された知見を得るよりも前に決定していたが、ビーム取り出し効率が最大と

なる水平クロマティシティが六極電磁石による調整可能範囲内に収まることを 4.3 節に記

載の粒子トラッキング解析により確認している。 

スパイラルステップ一定条件の検証は陽子線治療用のシンクロトロンを対象として行っ

たが、スパイラルステップ一定条件の導出自体は核種に依存しないため、本章で得られた知

見は重粒子線治療用を含むシンクロトロン一般に対して適用可能である。詳細については
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設計情報となるため言及を避けるが、5.7 節で述べる大阪重粒子線センター向けの炭素シン

クロトロンを設計する際にも小型陽子シンクロトロンの場合と同様に Hardt 条件とスパイ

ラルステップ一定条件を計算し、取り出し効率が最大となる水平クロマティシティを粒子

トラッキング解析により導出している。 
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5. シンクロトロン偏向磁場由来のディスパージョンの評価 

5.1. 概要 

前章までに述べたように、粒子線治療システム、特にビームの照射位置を患部内で三次元

的に走査するスキャニング照射法を採用する粒子線治療システムでは、照射ビームの位置

に高い安定性が求められる。 

照射ビーム位置の安定性を向上させる為、粒子線治療システムでは照射位置（アイソセン

タ）におけるディスパージョンが高エネルギービーム輸送系（HBET 系）中の四極電磁石に

より 0 に補正される[1][2]。この補正により、照射ビームの運動量の変動に伴う照射ビーム

位置の変動が抑制される。アイソセンタの前後の領域におけるディスパージョンを 0 に保

つため、一般的にはアイソセンタにおけるディスパージョンの勾配もディスパージョンと

ともに 0 に補正される。 

しかしながら、シンクロトロンを用いた粒子線治療システムにおいては、上記のディスパ

ージョン補正はアイソセンタにおける照射ビーム位置の変動を防ぐ上で十分なものではな

い。例えば小型の炭素線治療システムにおいては、ディスパージョンの測定結果が照射ビー

ム位置の変動を説明できないことがあると報告されている[3]。 

粒子線治療システムのビームコミッショニングの経験を通じ、我々はビーム輸送系にお

いて観測されるディスパージョンが 5.2 節から 5.4 節に詳述するように運動量偏差の発生要

因によって異なることを見出した。この様な条件において照射ビーム位置の変動を効果的

に補正する為、我々は HEBT 系において互いに値の異なる二種類のディスパージョンを定

義することとした。 

第一のディスパージョンは取り出しビームの運動量中心の位置がシンクロトロンの高周

波バケット内で変化する際に観測されるディスパージョンである。第一のディスパージョ

ンはシンクロトロンや HEBT 系において一般的に定義されるディスパージョンと等価であ

るが、本論文中では第一のディスパージョンを後述する第二のディスパージョンと区別す

る為「高周波由来のディスパージョン（RF-derived dispersion）」と呼ぶことにする。第二の

ディスパージョンは、シンクロトロン取り出しビームの運動量がシンクロトロン偏向電磁

石の磁場強度の変化が原因で変化した際に観測される疑似的なディスパージョンである。

本論文中では、第二のディスパージョンを「偏向磁場由来のディスパージョン（BM-derived 

dispersion）」と呼ぶことにする。 

粒子線治療用のシンクロトロンでは、取り出しビームの高周波由来のディスパージョン
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については高周波を用いた遅い取り出しの解析等により予測が可能である[4][5][6][7]。その

一方で、偏向磁場由来のディスパージョンについてはその特性が十分に研究されておらず、

設計段階での予測が困難であった。 

本章の目的は、偏向磁場由来のディスパージョンと高周波由来のディスパージョンの関

係性を明らかにし、粒子線治療システムの設計段階における偏向磁場由来のディスパージ

ョンの予測を可能とすることである。5.2 節から 5.6 節では二種類のディスパージョンを改

めて定義し、両者の間の比例係数を導出する。また、二種類のディスパージョンをアイソセ

ンタにおいて同時に 0 に補正する為に HEBT 系が満たすべき制約条件について考察する。

5.7 節ではシンクロトロンを用いた炭素線治療システムにおける二種類のディスパージョン

の測定結果を示す。5.8 節では、二種類のディスパージョンの測定結果から両者の比例関係

について検証を行う。なお本章の内容は執筆者らによる投稿論文[8]に記載の内容を整理、

再編したものとなる。 

5.2. 二種類のディスパージョンの定義 

シンクロトロンを採用した粒子線治療用加速器システムにおいて、二種類のディスパー

ジョンを以下の様に定義する。また、運動量偏差の発生要因と二種類のディスパージョンの

対応を Fig. 5.1 に示す。 

第一の（従来の）ディスパージョンは、シンクロトロンの加速周波数から導かれる。本論

文中では、第一のディスパージョンを後述する第二のディスパージョンと区別する目的で

高周波由来のディスパージョン（RF-derived dispersion）と呼ぶ。 

粒子線治療用のシンクロトロンでは、取り出しビームの進行方向位相空間内での重心、即

ち高周波バケット内での重心位置がビーム取り出し中徐々に変化することが知られている。

この変化は、シンクロトロン振動とシンクロトロンの水平クロマティシティ、高周波を用い

た遅い取り出し法の相互作用により生じる。例えばシンクロトロンの水平クロマティシテ

ィが負である場合、高周波を用いた遅い取り出し法では運動量の高い周回ビーム粒子がチ

ューンダイヤグラム上で取り出し用の共鳴線に接近し、優先的に取り出される傾向がある。

このとき、シンクロトロン振動の振幅が大きい粒子が運動量が高くなったタイミングで先

行して取り出されるため、取り出しの初期においてはビームの運動量中心が高周波バケッ

トの中心よりも高い値となる。一方でシンクロトロン振動の振幅が小さい粒子は遅れて取

り出されるため、取り出しの後半では取り出しビームの運動量中心が高周波バケットの中

心に接近する。従って、取り出し期間全体でみるとシンクロトロンから取り出されるビーム

の運動量は徐々に低下することとなる。この時の運動量変化は最大でも高周波バケットの

高さ程度であり決して大きな量ではないが、照射ビーム位置の変動を抑制するには高周波

由来のディスパージョンをアイソセンタにおいて 0 に補正する必要がある。 

高周波由来のディスパージョンは、高周波バケット内での重心位置の移動に起因する運
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動量の変化とビーム位置の変化との比として定義される。シンクロトロン取り出しビーム

の高周波由来のディスパージョンは、ビームの位置を加速周波数を変えながら測定するこ

とで計測が可能である。この測定の間、シンクロトロン偏向電磁石の励磁量は一定の値に固

定されている。 

第二の（新しい）ディスパージョンはシンクロトロン偏向電磁石の磁場変動から導出され

る。本論文中では第二のディスパージョンを偏向磁場由来のディスパージョン（BM-derived 

dispersion）と呼ぶことにする。シンクロトロン偏向電磁石の磁場強度は、磁極を構成する鉄

の磁気余効により僅かにではあるがビーム取り出しの間も変動する。磁気余効による磁場

の変動幅はビームのエネルギー（偏向磁場の強度）やシンクロトロンの運転パターンに依存

するが、粒子線治療用のシンクロトロンで最高エネルギーにおいて例えば 0.01%程度となる

ことがある。また、磁気余効による励磁量の変化は 1 秒程度にわたって継続する。この変化

時間はシンクロトロンを用いた粒子線治療における加速一回当たりのビーム照射時間と同

程度のオーダーであるため、これらのシステムでは磁気余効による偏向磁場の変動が問題

となり易い。取り出しビームの運動量は偏向磁場の変動量に比例して変化する。このことか

ら、本論文では偏向磁場由来のディスパージョンをシンクロトロン偏向磁場の変化に起因

する取り出しビームの運動量変化とこれによるビーム位置変化の比として定義する。 

偏向磁場由来のディスパージョンは、取り出しビームの位置をシンクロトロン偏向電磁

石の励磁量を変えながら測ることで測定が可能である。偏向磁場由来のディスパージョン

を測定する間、シンクロトロンの加速周波数および偏向電磁石以外の電磁石の励磁量につ

いては固定されている。 

照射ビーム位置の変化量は、シンクロトロン取り出しビームの運動量の変化量に比例す

る。しかしながら、運動量とビーム位置の間の比例係数、即ちディスパージョンは運動量変

化の発生要因によって異なることがこれまでの経験から分かっている。従って、照射ビーム

位置の変動を抑制するには運動量変化の発生要因に応じた複数のディスパージョンを定義

し、これを補正する必要がある。 

運動量変化の第一の要因は取り出しビームの高周波バケット内における重心位置の変化

であり、これによるビーム位置の変化は高周波由来のディスパージョンを用いて記述され

る。これに加え、我々はシンクロトロン偏向磁場の変化を運動量変化の主要な要因として取

り扱い、これによる運動量変化とビーム位置との比例係数を偏向磁場由来のディスパージ

ョンとして定義することを提案する。 

高周波由来のディスパージョンと偏向磁場由来のディスパージョンとの関係性について

は次節以降において述べることとする。 
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Fig. 5.1 Schematic viw of RF-derived dispersion and BM-derived dispersion. 

 

5.3. 偏向磁場由来のディスパージョンの導出：第一の手法 

シンクロトロン中を周回するビームについて、周波数由来のディスパージョン(𝐷𝑓𝑥, 𝐷𝑓𝑥
′ )

と偏向磁場由来のディスパージョン(𝐷𝐵𝑥, 𝐷𝐵𝑥
′ )との関係を導出する。シンクロトロン中の光

学系は軌道平面について垂直方向に対称であるから、シンクロトロン取り出しビームの垂

直ディスパージョン𝐷𝑦とその傾き𝐷𝑦
′は共に 0 である。垂直方向のディスパージョンはビー

ム輸送系においてのみ発生するため、本論文中では垂直ディスパージョンをその発生要因

によって区別しない。 

シンクロトロン中の周回ビーム粒子のある運動量𝑝0に対応する偏向電磁石発生磁場（励

磁量）の設計値を𝐵0、高周波加速空胴印加電圧の周波数（加速周波数）の設計値を𝑓0とする。

偏向電磁石励磁量が𝐵0、加速周波数𝑓0がであるとき、運動量𝑝0の周回ビーム粒子はシンクロ

トロンの中心軌道上を周回している。より具体的に言えば、周回ビーム粒子の水平ベータト

ロン振動の中心が閉軌道誤差分を除いて中心軌道と一致している。本節ではこの状態を「基

準状態」と呼ぶことにする。 

ここで、加速周波数 fが𝑓 = 𝑓0で一定の状態で偏向電磁石励磁量が 

𝐵1 = 𝐵0 + Δ𝐵1 (5.1) 

と、Δ𝐵1だけ増加した場合を考える。本節ではこの状態を「B単独変化状態」と呼ぶ。 

次に、周波数 fが周回ビーム粒子を中心軌道上に保つ様に磁場 Bともに変化した場合の周
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回ビーム粒子の運動量を 

𝑝1 = p0 + Δ𝑝1 (5.2) 

とする。本節ではこの状態を「B、f変化状態」と呼ぶ。このとき、加速周波数 fは 

𝑓1 = 𝑓0 + Δ𝑓1 (5.3) 

と変化しているものとする。周回ビーム粒子が中心軌道上に保たれる場合、磁場 B の変化

率と運動量 p の変化率は等しいため、Δ𝐵1とΔ𝑝1の間には次式に示す関係がある。 

Δ𝐵1

𝐵
=

Δp1

𝑝
 (5.4) 

ここで、数式(5.4)の分母の微小な変化による影響は 2 次の微小量となり無視できるため、

分母については添え字を省略した（以降同様）。 

B 単独変化状態における運動量𝑝2は、B、f 変化状態における運動量𝑝1とは異なる値をと

る。𝑝2の𝑝1からの変化量をΔ𝑝2とし、 

𝑝2 = 𝑝1 + Δ𝑝2 = 𝑝0 + Δ𝑝1 + Δ𝑝2

= 𝑝0 + Δ𝑝𝐵  

（Δ𝑝𝐵 = Δ𝑝1 + Δ𝑝2） 

(5.5) 

と表す。ここで、B 単独変化状態は、B、f変化状態から周波数 fだけが変化した状態とみな

すことができる。ここで、（変化後の周波数を f2とおく）。従って、B 単独変化状態における

水平ビーム位置の中心軌道からのずれ ΔxBと Δp2との間の関係は、シンクロトロン中の周波

数由来の水平ディスパージョン𝐷𝑓𝑥を用いて 

Δ𝑥𝐵 = 𝐷𝑓𝑥

Δ𝑝2

𝑝
 (5.6) 

と表される。また、B、f変化状態から B 単独変化状態への加速周波数の変化量をΔ𝑓2とする

と、Δ𝑓2とΔ𝑓2の間には次式に示す関係がある。 

𝑓0 = 𝑓1 + Δ𝑓2 = 𝑓0 + Δ𝑓1 + Δ𝑓2 

Δ𝑓2 = −Δ𝑓1 
(5.7) 

偏向電磁石励磁量が固定されている場合、加速周波数の微小変化Δ𝑓と運動量の微小変化

Δ𝑝との間には次式に示す関係がある[9]。 

Δ𝑓

𝑓
= − (𝛼 −

1

𝛾2
)

Δ𝑝

𝑝
= −𝜂

Δ𝑝

𝑝
 

（𝜂 = (𝛼 − 1 𝛾2⁄ )） 

(5.8) 

ここで、α はシンクロトロンのモーメンタムコンパクションファクタ、γ はビーム粒子の

Lorentz ファクタ、η はシンクロトロンの slippage ファクタである。B、f 変化状態（𝐵1、𝑓1）

から B 単独変化状態（𝐵1、𝑓0）への変化に数式(5.6)、(5.8)を適用し次式を得る。 

Δ𝑇2

𝑇
= −

Δ𝑓2

𝑓
= 𝜂

Δ𝑝2

𝑝
= 𝜂

Δ𝑥𝐵

𝐷𝑓𝑥
 (5.9) 

ここで、Δ𝑇2は加速周波数の変化Δ𝑓2に対応した周回周期 T の変化量である。 
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次に、基準状態（𝐵0、𝑓0）から B、f変化状態（𝐵1、𝑓1）への変化を考える。周回周期 T、

シンクロトロンの周長 C、周回ビーム粒子の速度 vの間の関係は次式により与えらえる[9] 。 

Δ𝑇

𝑇
=

Δ𝐶

𝐶
−

Δ𝑣

𝑣
 (5.10) 

ここで、水平方向のビーム位置が中心軌道上に保たれる場合、周長の変化量Δ𝐶は 0 であ

るので次式が成り立つ。 

Δ𝑇

𝑇
= −

Δ𝑣

𝑣
= −

1

𝛾2

Δ𝑝

𝑝
 (5.11) 

数式(5.7)、(5.9)、(5.11)を基準状態から B、f変化状態への変化に適用し次式を得る。 

Δ𝑝1

𝑝
= −𝛾2

Δ𝑇1

𝑇
= 𝛾2

Δ𝑇2

𝑇
= 𝜂𝛾2

Δ𝑥𝐵

𝐷𝑓𝑥
 (5.12) 

次に、数式(5.5)、(5.6)、(5.12)より 

Δ𝑝𝐵

𝑝
=

Δ𝑝1

𝑝
+

Δ𝑝2

𝑝
= (𝜂𝛾2 + 1)

Δ𝑥𝐵

𝐷𝑓𝑥

= 𝛼𝛾2 ⋅
Δ𝑥𝐵

𝐷𝑓𝑥
 

(5.13) 

が得られる。数式(5.12)、(5.13)より、 

Δ𝑝𝐵 𝑝⁄

Δ𝑝1 𝑝⁄
=

1 + 𝜂𝛾2

𝜂𝛾2
 (5.14) 

である。ここで、Δ𝑝1 𝑝⁄ = Δ𝐵1 𝐵⁄ であるから、偏向磁場の変化と運動量の変化との関係は、 

Δ𝑝𝐵

𝑝
=

1 + 𝜂𝛾2

𝜂𝛾2

Δ𝐵

𝐵
=

𝛼𝛾2

𝛼𝛾2 − 1

Δ𝐵

𝐵
 (5.15) 

となる。また、数式(5.13)、(5.15)から、偏向磁場の変化とビーム位置の変化との関係は、 

Δ𝑥𝐵 =
𝐷𝑓𝑥

𝛼𝛾2

𝛥𝑝𝐵

𝑝
=

𝐷𝑓𝑥

𝛼𝛾2 − 1

𝛥𝐵

𝐵
 (5.16) 

となる。ここで、偏向磁場由来のディスパージョンの定義は 

𝐷𝐵𝑥 =
Δ𝑥𝐵

Δ𝑝𝐵 𝑝⁄
 (5.17) 

であるから、𝐷𝐵𝑥と𝐷𝑓𝑥との間の関係は、 

𝐷𝐵𝑥 =
1

𝛼𝛾2
𝐷𝑓𝑥 (5.18) 

と得られる。また、𝛼𝛾2が進行方向の位置に依存しないことから 

𝐷𝐵𝑥
′ =

1

𝛼𝛾2
𝐷𝑓𝑥

′  (5.19) 

の関係が得られる（𝐷𝐵𝑥
′ = d𝐷𝐵𝑥 d𝑠⁄ 、𝐷𝑓𝑥

′ = d𝐷𝑓𝑥 d𝑠⁄ ）。数式(5.18)および(5.19)は、偏向磁場

由来のディスパージョンがシンクロトロン中において高周波由来のディスパージョンに比
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例し、その比例係数が1 𝛼𝛾2⁄ であることを示している。 

𝐷𝐵𝑥と𝐷𝑓𝑥の比例関係は、B 単独変化状態が B、f 変化状態から加速周波数 f を変化させた

状態と等価であることから得られている。従って、両者の比例関係が成り立つのはシンクロ

トロン中において偏向電磁石全ての励磁量のずれが等しくなる場合のみである。取り出し

中のシンクロトロン偏向磁場変動の主な要因は周回ビームの加減速に伴う偏向電磁石磁極

の磁気余効であるため、高エネルギービーム輸送系においては両者の比例関係が成立しな

い。このため、HEBT 系中の偏向磁場由来のディスパージョンは、シンクロトロン出口を起

点として輸送行列を用いて計算する必要がある。なお、ディスパージョンの計算においては

シンクロトロンの出口を取り出し用セプタム電磁石の入口に設定する。 

上述の議論は、シンクロトロンの加速周波数がビーム取り出しの間一定である場合にの

み成立する。取り出し期間中の加速周波数が周回ビームの水平位置を一定に保つようにフ

ィードバック制御される場合（radial feedback loop）、偏向磁場の強度が磁気余効により変化

した場合にも周回ビーム位置は変化しない。この場合、取り出し用セプタム電磁石の入口に

おける偏向磁場由来のディスパージョンとその勾配は何れも 0 となる。一方で、高周波バケ

ットの形状やシンクロトロンの水平クロマティシティはフィードバックにより変化しない

ため、高周波由来のディスパージョンはフィードバック制御の影響を受けない。従って、加

速周波数がフィードバック制御されるケースでは二種類のディスパージョンの間の比例関

係は成立しない。 

5.4. 偏向磁場由来のディスパージョンの導出：第二の手法 

本節では、偏向磁場由来のディスパージョンを導出する第二の手法について述べる。筆者

が考案した手法は前節に述べる第一の手法であり、本節に述べる手法は本研究に関する論

文を Phisycal Review Accelerator and Beams 誌へ投稿した際にレビュアーから提案された手法

となる。本手法は、第一の手法とは異なるアプローチでより簡略化された偏向磁場由来のデ

ィスパージョンの導出を実現している。 

加速周波数（周回周波数）f、粒子の速度 v、シンクロトロンの周長 C の間には𝑓 = 𝐶 𝑣⁄ の

関係があるから、これらの微小変化量の間の関係は次式で表される。 

Δ𝑓 =
𝜕𝑓

𝜕𝑣
Δ𝑣 +

𝜕𝑓

𝜕𝐶
Δ𝐶, 

Δ𝑓

𝑓
=

Δ𝑣

𝑣
−

ΔC

𝐶
 

(5.20) 

ビーム粒子の運動量 p、速度 v、ローレンツファクタ γの関係は 

𝑝 = 𝑚0𝑣𝛾 

（𝑚0はビーム粒子の静止質量） 
(5.21) 

であるから、これらの微小変化同士の関係は 
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Δ𝑝

𝑝
=

Δ𝑣

𝑣
+

Δ𝛾

𝛾
 (5.22) 

となる。γ の定義より 

𝛾 =
1

√1 − (
𝑣
𝑐)

2
 

(5.23) 

であるから、γ の微小変化と v の微小変化との関係は 

Δ𝛾

𝛾
= 𝛾2

𝑣2

𝑐2

Δ𝑣

𝑣
 (5.24) 

となる。ここで、cは光速度を表す。数式(5.24)を数式(5.22)に代入し次式を得る。 

Δ𝑝

𝑝
= 𝛾2

Δ𝑣

𝑣
 (5.25) 

周回ビーム粒子に高周波加速空胴からの高周波電圧が印加されており、なおかつ高周波

電圧の周波数（加速周波数）が一定である場合を考える。この状態でシンクロトロン偏向電

磁石の磁場（偏向磁場）をΔ𝐵だけ変化させた場合、周回ビーム粒子は磁場の変化量に応じ

て断熱的に加速（あるいは減速）される。このとき加速周波数は固定されているため、ビー

ム粒子の周回周波数は加速により変化しない（Δ𝑓 = 0）。従って、偏向磁場のみを変化させ

た場合の周長と運動量との関係は、数式(5.25)を数式(5.20)に代入し、 

(
Δ𝐶

𝐶
)

𝐵
= (

Δ𝑣

𝑣
)

𝐵
=

1

𝛾2
 (

Δ𝑝

𝑝
) (5.26) 

と求められる。添え字 Bは偏向磁場のみを変化させた状態であることを表す。 

加速周波数のみを変化させた場合のモーメンタムコンパクションファクタ𝛼𝑓は、次式に

より定義される。 

(
Δ𝐶

𝐶
)

𝑓
= 𝛼𝑓 (

Δ𝑝

𝑝
)

𝑓

 

𝛼𝑓 =
1

𝐶
∮

𝐷𝑓𝑥(𝑠)

𝜌(𝑠)
d𝑠 

(5.27) 

ここで、s はビーム進行方向の位置、𝜌(𝑠)はビーム軌道の曲率半径を表し、添え字 f は加

速周波数のみを変化させた状態であることを表す。また、𝛼𝑓は通常の加速器設計で考慮され

るモーメンタムコンパクションファクタ αと等価な値である。同様に、偏向磁場のみを変化

させた場合のモーメンタムコンパクションファクタ𝛼𝐵を次式により定義する。 

(
Δ𝐶

𝐶
)

𝐵
= 𝛼𝐵 (

Δ𝑝

𝑝
)

𝐵

 

𝛼𝐵 =
1

𝐶
∮

𝐷𝐵𝑥(𝑠)

𝜌(𝑠)
d𝑠 

(5.28) 

ここで𝐷𝐵𝑥 ≠ 𝐷𝑓𝑥を仮定した場合、数式(5.27), (5.28)、より𝛼𝐵 ≠ 𝛼𝑓となる必要がある。 
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数式(5.26), (5.28)より、偏向磁場由来のモーメンタムコンパクションファクタは 

𝛼𝐵 =
1

𝛾2
 (5.29) 

と与えられる。この式は、偏向磁場一定で加速周波数を変化させた場合の周長と運動量との

関係を表している。数式(5.29)を前節に上げた数式(5.8)に代入し、 

Δ𝑓

𝑓
= −(𝛼𝑓 − 𝛼𝐵)

Δp

𝑝
 (5.30) 

を得る。ここで、高周波由来のディスパージョンと偏向磁場由来のディスパージョンが比例

関係にあり、その比例係数が F であると仮定する。即ち、二種類のディスパージョンの関係

が次式により与えられると仮定する。 

𝐷𝐵𝑥 = 𝐹𝐷𝑓𝑥, 𝐹 = const (5.31) 

このとき、𝛼𝐵は次式により与えられる。 

𝛼𝐵 =
1

𝐶
∮

𝐷𝐵𝑥(𝑠)

𝜌(𝑠)
d𝑠 =

𝐹

𝐶
∮

𝐷𝑓𝑥(𝑠)

𝜌(𝑠)
d𝑠 = 𝐹𝛼𝑓 (5.32) 

数式(5.29), (5.31), (5.33)より、次式を得る。 

𝐹 =
1

𝛼𝑓𝛾2
 

𝐷𝐵𝑥 =
1

𝛼𝑓𝛾2
𝐷𝑓𝑥 

𝐷𝐵𝑥
′ =

1

𝛼𝑓𝛾2
𝐷𝑓𝑥

′  

(5.33) 

数式(5.33)は、偏向磁場由来のディスパージョン𝐷𝐵𝑥が高周波由来のディスパージョン𝐷𝑓𝑥

に比例し、その比例係数が1 𝛼𝑓𝛾2⁄ であることを表している。 

加速周波数を固定し偏向磁のみ場を変化させた場合、中心軌道から見たビーム粒子の運

動量偏差は(Δ𝑝 𝑝⁄ )𝐵 − (Δ𝐵 𝐵⁄ )により与えられる。従って、運動量偏差と偏向磁場の変化量

との関係は次式により表される。 

𝐷𝐵𝑥 (
Δ𝑝

𝑝
)

𝐵

= 𝐷𝑓𝑥 ((
Δ𝑝

𝑝
)

𝐵

− (
Δ𝐵

𝐵
)) 

(
Δ𝑝

𝑝
)

𝐵

=
𝛼𝛾2

𝛼𝛾2 − 1
(

Δ𝐵

𝐵
) 

(5.34) 

この関係は、偏向磁場由来のディスパージョンの実測において偏向磁場の変化量から運

動量の変化量を算出する為に用いられる。 

偏向磁場由来のディスパージョンと高周波由来のディスパージョンの比例関係を導出す

るにあたり、5.3 節に示す手法（第一の手法）と本節で示す手法（第二の手法）で得られる

結論は同一である。両手法の相違点は、第一の手法が二種類のディスパージョンが比例関係

にあることを含めて導出の対象としたことに対し、第二の手法が両者が比例関係にあるこ
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とを前提とした上でその比例係数を導出している点にある。偏向磁場由来のディスパージ

ョンと高周波由来のディスパージョンが比例関係にあることは定性的な考察からも導き出

せるため、本章の結論を得る上では第二の手法だけを用いれば十分である。一方で、第一の

手法にはシンクロトロンの運転条件（偏向磁場・加速周波数）を変更した際のビームの挙動

に関するいくつかの示唆が含まれていると考え、本論文では両手法を併記することとした。 

5.5. シンクロトロン出口におけるディスパージョンの推定 

 本節では、粒子線治療用シンクロトロンの出口におけるディスパージョンを二種類の小

型シンクロトロンについて見積る。 

 第一のシンクロトロンは、3 章に詳述される小型陽子シンクロトロンと同等の構成を持つ

陽子シンクロトロンである。陽子シンクロトロンの模式図を Fig. 5.2 に、陽子シンクロトロ

ンの主要なパラメータを Table 5.1 に示す。陽子シンクロトロンの水平チューンは 1 未満で

あるため、本シンクロトロンは水平方向に弱収束のシンクロトロンとなる。ビーム取り出し

時のモーメンタムコンパクションファクタは 2.90 であり、𝛼𝛾2は 3.35（70MeV）から 4.50

（230MeV）の範囲となる。 

 第二のシンクロトロンは、炭素線治療用に設計された小型炭素シンクロトロンである。本

シンクロトロンは、2018 年 10 月に治療を開始した大阪重粒子線センターに導入されている

シンクロトロンと同タイプのものとなる。炭素シンクロトロンの模式図を Fig. 5.3 に、炭素

シンクロトロンの主要なパラメータを Table 5.1 に示す。炭素シンクロトロンの水平チュー

ンは 1 より大きいため、本シンクロトロンは水平方向に強収束のシンクロトロンとなる。ビ

ーム取り出し時のモーメンタムコンパクションファクタは 0.347 であり、𝛼𝛾2は 0.459

（140MeV/u）から 0.763（430MeV/u）の範囲となる。炭素シンクロトロンの設計思想につい

ては文献[10]に、炭素シンクロトロンを用いた重粒子線治療システムについては文献[11]に

詳しい。 

これら粒子線治療用シンクロトロンからのビーム取り出しには、高周波を用いた遅い取

り出し法を用いる。本手法では、水平チューンを取り出し用の 3 次共鳴線の近傍に設定し、

六極電磁石を用いて水平方向の位相空間上に取り出し用のセパラトリクスを形成する。前

章でも述べた通り、セパラトリクスとは位相空間上においてベータトロン振動の安定領域

と不安定領域を区分する境界を表す。高周波キッカは周回ビームに水平方向の高周波電圧

を印加し、周回ビーム粒子の水平ベータトロン振動振幅は高周波電圧からの擾乱により

徐々に増大する。水平ベータトロン振動振幅の増大によりセパラトリクスの外側（不安定領

域側）へ移動した周回ビーム粒子の水平ベータトロン振動振幅は非線形振動により急激に

増大する。これによりビーム粒子は取り出し用の静電デフレクタに入射し、静電デフレクタ

及びセプタム電磁石によってシンクロトロンから取り出される。静電デフレクタとセプタ

ム電磁石は隣り合う長直線部に設置されており、静電デフレクタとセプタム電磁石の間に
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はシンクロトロンを構成する偏向電磁石が設置されている。取り出しビームがシンクロト

ロンを構成する偏向電磁石を通過する間は数式(5.33)に示す二種類のディスパージョンの比

例関係が保たれることから、シンクロトロンの出口（高エネルギービーム輸送系の入口）は

セプタム電磁石の入口に設定する。 

シンクロトロンの水平クロマティシティは、いわゆる Hardt 条件[12]に調整されているも

のとする。Hardt 条件は、運動量偏差が異なるビーム粒子の取り出し用セパラトリクスの枝

が一直線上に重なるための水平クロマティシティの制約を与える。Hardt 条件が満たされて

いる場合、ESD 入口における水平ディスパージョンの勾配は約 0 となる。 

前章までの議論によれば、シンクロトロン取り出しビームの水平サイズあるいは ESD 入

口におけるターンセパレーションは Hardt 条件下において運動量偏差に対する依存性を持

つ可能性がある。本研究では、運動量偏差に依らずターンセパレーションが一定となるため

の水平クロマティシティの条件（ターンセパレーション一定条件）を既に明らかにしている。

しかしながら、典型的な粒子線治療用シンクロトロンにおいては Hardt 条件とターンセパレ

ーション一定条件は近しい値となるため、Hard 条件が満たされる場合には水平ビームサイ

ズも運動量偏差に依らず略一定であると見做すことができる。以上より、本節では ESD 入

口におけるディスパージョン（𝐷𝐵𝑥, 𝐷𝑓𝑥）がディスパージョンの勾配と同様に 0 であると仮

定することにする。 

高周波を用いた遅い取り出しにより取り出されたビームの水平方向位相空間分布は、シ

ンクロトロンの水平クロマティシティや偏向電磁石の多極磁場強度によっても影響される。

これらの値は、特に磁束密度の飽和が問題となる高エネルギー領域においてビームエネル

ギーに応じて変化するため、取り出しビームの高周波由来のディスパージョンはビームエ

ネルギーに対する依存性を持つ可能性がある。ただし、本節では𝛼𝛾2の変化による偏向磁場

由来のディスパージョンの変化を明確にするため、高周波由来のディスパージョンについ

てはビームエネルギーに依らず一定であるものとする。 

ESD 入口においてディスパージョンおよびその勾配が 0 である場合、セプタム電磁石入

口における高周波由来のディスパージョン（𝐷𝑓𝑥）とその勾配（𝐷𝑓𝑥
′ ）は、ESD 入口からセプ

タム電磁石入口までの輸送行列から導出される（数式(5.35)）。このとき、セプタム電磁石入

口における偏向磁場由来のディスパージョン（𝐷𝐵𝑥）とその勾配（𝐷𝐵𝑥
′ ）は、周波数由来のデ

ィスパージョンから数式(5.33)を用いて求められる。 

𝐷𝑓𝑥 = 2.83 m, 𝐷𝑓𝑥
′ = 1.92 rad 

（陽子シンクロトロン） 

𝐷𝑓𝑥 = 4.07 m, 𝐷𝑓𝑥
′ = 0.98 rad 

（炭素シンクロトロン） 

(5.35) 

陽子シンクロトロン取り出しビームのディスパージョンの計算結果を Fig. 5.4 に、ディス

パージョンの勾配の計算結果を Fig. 5.5 に示す。図中実線は偏向磁場由来のディスパージョ

ン、図中点線は高周波由来のディスパージョンを表している。炭素シンクロトロン取り出し
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ビームのディスパージョンの計算結果を Fig. 5.6 に、ディスパージョンの勾配の計算結果を

Fig. 5.7 に示す。陽子シンクロトロンにおいては𝛼𝛾2が 1 よりも大きいため、偏向磁場由来の

ディスパージョンは高周波由来のディスパージョンよりも小さな絶対値を持つ。逆に、炭素

シンクロトロンの場合、𝛼𝛾2が 1 よりも小さいことから偏向磁場由来のディスパージョンは

高周波由来のディスパージョンよりも大きな絶対値を持つ。ローレンツファクタ γ はビーム

粒子の運動エネルギーに依存するため、偏向磁場由来のディスパージョンは高周波由来の

ディスパージョンが一定であってもビームエネルギーに応じて変化する。従って、高エネル

ギービーム輸送系の設計の際には、周波数由来のディスパージョンに加え、ビームエネルギ

ーごとの偏向磁場由来のディスパージョンを考慮する必要がある。 

 

Fig. 5.2 Schematic view of the compact proton synchrotron. 
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Fig. 5.3 Schematic view of a carbon synchrotron for carbon beam therapy. 

 

Table 5.1 Main parameters of synchrotrons for particle-beam therapy. 

 Unit Proton type Carbon type 

Nuclide - Proton C6+ 

Extraction energy MeV/u 70 – 230 140 – 430 

Circumference m 18.0 56.8 

Super periodicity - 4 2 

Operating point  

for extraction 
- (0.678, 1.460) (1.682, 1.230) 

Momentum-compaction factor - 2.90 0.347 

2  - 3.35 – 4.50 0.459 – 0.763 

Extraction method - RF-driven slow extraction 
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Fig. 5.4 Calculated dispersion of the proton synchrotron. 

 

  

Fig. 5.5 Calculated slope of dispersions of the proton synchrotron. 
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Fig. 5.6 Calculated dispersions of the carbon synchrotron. 

 

 

Fig. 5.7 Calculated slope of dispersions of the carbon synchrotron. 

 

5.6. 高エネルギービーム輸送系に対する制約条件 

本節では、照射ビーム位置の変動を抑制するために必要な高エネルギービーム輸送系

（HEBT 系）への制約条件について論じる。 

HEBT 系の入口における高周波由来のディスパージョンとその勾配を(𝐷𝑓𝑥0, 𝐷𝑓𝑥0
′ )、偏向磁

場由来のディスパージョンとその勾配を(𝐷𝐵𝑥0, 𝐷𝐵𝑥0
′ )とおく。同様に、アイソセンタにおけ

る高周波由来のディスパージョンとその勾配を(𝐷𝑓𝑥1, 𝐷𝑓𝑥1
′ )、偏向磁場由来のディスパージ

ョンとその勾配を(𝐷𝐵𝑥1, 𝐷𝐵𝑥1
′ )とおく。HEBT 系の 3 行 3 列の輸送行列H は次式により表す。 
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(

𝐷𝑓𝑥1

𝐷𝑓𝑥1
′

1

) = 𝐇 (

𝐷𝑓𝑥0

𝐷𝑓𝑥0
′

1

) , (
𝐷𝐵𝑥1

𝐷𝐵𝑥1
′

1

) = 𝐇 (
𝐷𝐵𝑥0

𝐷𝐵𝑥0
′

1

) 

𝐇 = (

ℎ11 ℎ12 ℎ13

ℎ21 ℎ22 ℎ23

ℎ31 ℎ32 ℎ33

) 

(5.36) 

このとき、アイソセンタにおけるディスパージョンは次式により表される。 

𝐷𝑓𝑥1 = ℎ11𝐷𝑓𝑥0 + ℎ12𝐷𝑓𝑥0
′ + ℎ13 

𝐷𝑓𝑥1
′ = ℎ21𝐷𝑓𝑥0 + ℎ22𝐷𝑓𝑥0

′ + ℎ23 

𝐷𝐵𝑥1 = ℎ11𝐷𝐵𝑥0 + ℎ12𝐷𝐵𝑥0
′ + ℎ13 

𝐷𝐵𝑥1
′ = ℎ21𝐷𝐵𝑥0 + ℎ22𝐷𝐵𝑥0

′ + ℎ23 

(5.37) 

従来の粒子線治療システムでは、高周波由来のディスパージョン一種のみが HEBT 系に

おいて考慮される。また、一般的には高周波由来のディスパージョンとその勾配がアイソセ

ンタにおいて 0 に補正される。しかしながら、HEBT 系において二種類のディスパージョン

を考慮する場合、高周波由来のディスパージョンとその勾配(𝐷𝑓𝑥1, 𝐷𝑓𝑥1
′ )および偏向磁場由

来のディスパージョンとその勾配(𝐷𝐵𝑥1, 𝐷𝐵𝑥1
′ )を同時に 0 に補正することはできない。 

HEBT 系入口におけるディスパージョンは次式により表される。 

(

𝐷𝑓𝑥0

𝐷𝑓𝑥0
′

1

) = 𝑯−𝟏 (
0
0
1

) , (
𝐷𝐵𝑥1

𝐷𝐵𝑥1
′

1

) = 𝑯−𝟏 (
0
0
1

) (5.38) 

上式より明らかに 

𝐷𝑓𝑥0 = 𝐷𝐵𝑥0, 

𝐷𝑓𝑥0
′ = 𝐷𝐵𝑥0

′  
(5.39) 

である。 

数式(5.33)と数式(5.39)は、HEBT 系入口におけるディスパージョンとその勾配が共に 0 で

あるか、シンクロトロンの𝛼𝛾2が 1 であることを表している。ここで、シンクロトロンを遷

移 γ上で運転することはできないため、𝛼𝛾2が 1 となることはあり得ない。 

静電デフレクタ（ESD）入口における高周波由来のディスパージョンとその勾配が共に 0

であり、ESD と取り出し用セプタム電磁石との間にディスパージョンの発生要因（主に偏

向電磁石）が設置されていない場合、数式(5.33)より HEBT 系における偏向磁場由来のディ

スパージョンは例外的に高周波由来のディスパージョンと一致する。しかしながら、典型的

な粒子線治療用のシンクロトロンでは小型化を目的として ESD と取り出し用セプタム電磁

石との間に偏向電磁石が設置されるため、上述の例外的な条件は一般には成立しない。 

以上の理由により、HEBT 系における高周波由来のディスパージョン(𝐷𝑓𝑥1, 𝐷𝑓𝑥1
′ )と偏向

磁場由来のディスパージョン(𝐷𝐵𝑥1, 𝐷𝐵𝑥1
′ )は同じ値にはならず、二種類のディスパージョン

とその勾配の全てをアイソセンタにおいて同時に 0 に補正することはできない。 
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アイソセンタにおけるビーム位置の変動を抑制するには、ディスパージョンの勾配（𝐷𝑓𝑥1
′

と𝐷𝐵𝑥1
′ ）を制約条件から外し、アイソセンタにおけるディスパージョン（𝐷𝑓𝑥1と𝐷𝐵𝑥1）のみ

を補正することが効果的である。ビーム位置の変位はディスパージョンにのみ比例するこ

とから、アイソセンタにおいてディスパージョンの勾配を 0 に補正することはビーム位置

の変動を抑える上で必須ではない。アイソセンタにおけるディスパージョンの勾配が 0 で

無い場合、腫瘍内のアイソセンタより浅いあるいは深い位置においてはディスパージョン

が 0 ではない値となる。しかしながら、ビーム進行方向における腫瘍のサイズはビーム輸送

系の全長に比べてはるかに小さく、腫瘍内で発生するディスパージョンは照射ビーム位置

の変動を抑える上で問題とならない程度に小さい。更に言えば、アイソセンタにおけるディ

スパージョンの勾配や Twiss パラメータ α に対する制約は照射ノズルや大気との散乱によ

り緩和されることが文献[13]に報告されている。 

以上の理由により、HEBT 系の制約は次式により表される。 

ℎ11𝐷𝑓𝑥0 + ℎ12𝐷𝑓𝑥0
′ + ℎ13 = ℎ11𝐷𝐵𝑥0 + ℎ12𝐷𝐵𝑥0

′ + ℎ13 = 0 (5.40) 

数式(5.40)が全ての𝛼𝛾2について成立する場合、HEBT 系の制約は次式に書き直せる。 

ℎ11

ℎ12
=

𝐷𝑓𝑥0
′

𝐷𝑓𝑥0
=

𝐷𝐵𝑥0
′

𝐷𝐵𝑥0
, 

ℎ13 = 0. 

(5.41) 

上式は、ビームのエネルギーに依存しない制約条件である。 

5.7. 二種類のディスパージョンの間の関係性の検証 

(5.33)式に示す高周波由来のディスパージョンと偏向磁場由来のディスパージョンとの関

係を検証する為、粒子線治療用の炭素シンクロトロンから取り出されるビームのディスパ

ージョンを測定した。ディスパージョンの測定は、大阪重粒子線治療センターに導入された

炭素シンクロトロンを用いて行った。炭素シンクロトロンの主要なパラメータは Table 5.1

に示す値と同様である。典型的な粒子線治療用のシンクロトロンと同様、炭素シンクロトロ

ンからのビーム取り出しには高周波を用いた遅い取り出し法が用いられる。炭素シンクロ

トロンのモーメンタムコンパクションファクタは 0.347 であり𝛼𝛾2は常に 1 よりも小さいた

め、数式(5.33)より偏向磁場由来のディスパージョンは高周波由来のディスパージョンより

も大きな値となる。 

ディスパージョンとその勾配の測定は、HEBT 系の第一直線部（取り出し用セプタム電磁

石直後の直線部）に設置された二台のプロファイルモニタを用いて行った。高周波由来のデ

ィスパージョンを測定する際は、シンクロトロンの偏向磁場を固定した状態で加速周波数

を変更し、HEBT 系における加速周波数ごとの水平ビーム位置を測定する。同様に、偏向磁

場由来のディスパージョンを測定する際は、シンクロトロンの加速周波数を固定した状態

で偏向磁場を変更し、HEBT 系における偏向磁場ごとの水平ビーム位置を測定する。加速周
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波数の変更量と運動量の変化量との関係は数式(5.8)に、偏向磁場の変更量と運動量の変化量

との関係は数式(5.15)に示されている。ディスパージョン測定時の周波数の変更量と対応す

る運動量の変化量を Table 5.2 に、偏向磁場の偏向量と対応する運動量の変化量を 

Table 5.3 にまとめた。周波数および偏向磁場の変更量は、これらにより生じる運動量の変

化が磁気余効による運動量の変化と同程度となる様に決定した。プロファイルモニタによ

り測定されるのは HEBT 系の第一直線部におけるディスパージョンであるため、一台目の

取り出し用セプタム電磁石の入口から二台目の取り出し用セプタム電磁石の出口までの輸

送行列を用いてシンクロトロンの出口（一台目の取り出し用セプタム電磁石の入口）におけ

るディスパージョンを逆算した。 

ディスパージョンの測定結果を Fig. 5.8 に、ディスパージョンの勾配の測定結果を Fig. 5.9

に示す。前述の通り、高周波を用いた遅い取り出し法により取り出されるビームの水平ディ

スパージョンはビームのエネルギーに応じて変化する。本測定では、高周波由来のディスパ

ージョン(𝐷𝑓𝑥, 𝐷𝑓𝑥
′ )の変化量は最高エネルギー（430 MeV/u）と最低エネルギー（140 MeV/u）

との間で(0.61 m, 0.14 rad)であった。SME1 入口における(0.61 m, 0.14 rad)の変化は、ESD 入

口における(-0.80 m, 0.14 rad)の変化に相当する。運動量の変化量をディスパージョン測定時

の条件に相当する 0.025 %とした場合、水平ディスパージョンの変化-0.80 m は水平ビーム

位置の変化-0.020 mm に相当する。この値は ESD の電極間隔である 10 mm に比べてはるか

に小さく、ディスパージョンの変化は水平クロマティシティや偏向電磁石の多極磁場の変

化により説明が可能である。 

5.5 節におけるシンクロトロン取り出しビームのディスパージョンの推定では ESD 入口

において水平ディスパージョンとその勾配がともに 0 であることを仮定したが、実際のシ

ンクロトロンにおいては ESD 入口におけるディスパージョンの測定は行っておらず、この

仮定は成り立たない可能性がある。このため、本研究ではディスパージョン測定結果の値そ

のものではなく偏向磁場由来のディスパージョンと高周波由来のディスパージョンの比を

用いて両者の関係性を検証する。 

前節にて予想した通り、偏向磁場由来のディスパージョンの測定結果は高周波由来のデ

ィスパージョンの測定結果より大きく、偏向磁場由来のディスパージョンはエネルギーの

増加に伴い徐々に減少している。高周波由来のディスパージョンがエネルギーの増加に伴

い増大しているにも拘らず、最高エネルギーにおける偏向磁場由来のディスパージョンは

最低エネルギーにおける値の 0.89 倍に減少している。このことは、偏向磁場由来のディス

パージョンが𝛼𝛾2の増大に伴い減少したことを示している。 
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Table 5.2 The changes in the accelerating frequency (𝛥f/f) and the corresponding changes in 

the momentum (𝛥p/p) of circulating beam 

Beam energy (MeV/u) Δ𝑓 𝑓⁄  Δ𝑝 𝑝⁄  

140 
−1.99 × 10−4 

+1.97 × 10−4 

−4.86 × 10−4 

+4.83 × 10−4 

280 
−1.11 × 10−4 

+1.11 × 10−4 

−4.92 × 10−4 

+4.92 × 10−4 

430 
−0.586 × 10−4 

+0.581 × 10−4 

−4.84 × 10−4 

+4.80 × 10−4 

 

Table 5.3 The changes in the magnetic field (𝛥B/B) and the corresponding changes in the 

momentum (𝛥p/p) of circulating beam 

Beam energy (MeV/u) Δ𝐵 𝐵⁄  Δ𝑝 𝑝⁄  

140 
+0.876 × 10−4 

−0.876 × 10−4 

−2.51 × 10−4 

+2.51 × 10−4 

280 
+1.80 × 10−4 

−1.44 × 10−4 

−2.77 × 10−4 

+2.22 × 10−4 

430 
+2.74 × 10−4 

−3.29 × 10−4 

−2.33 × 10−4 

+2.79 × 10−4 

 

 

Fig. 5.8 Measured RF-derived dispersion and measured BM-derived dispersion at the 

synchrotron exit. 
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Fig. 5.9 Measured slope of RF-derived dispersion and measured slope of BM-derived 

dispersion at the synchrotron exit. 

 

ディスパージョンの測定結果を用いて偏向磁場由来のディスパージョンと高周波由来の

ディスパージョンとの関係を検証する。偏向磁場由来のディスパージョン（𝐷𝐵𝑥）と高周波

由来のディスパージョン（𝐷𝑓𝑥）の比、偏向磁場由来のディスパージョンの勾配（𝐷𝐵𝑥
′ ）と高

周波由来のディスパージョンの勾配（𝐷𝑓𝑥
′ ）の比、炭素シンクロトロンの𝛼𝛾2を Fig. 5.10 に

示す。数式(5.33)によれば、𝐷𝑓𝑥 𝐷𝐵𝑥⁄ と𝐷𝑓𝑥
′ 𝐷𝐵𝑥

′⁄ はともに𝛼𝛾2と一致することが予想される。

図 Fig. 5.10 に依れば、𝐷𝑓𝑥 𝐷𝐵𝑥⁄ は𝛼𝛾2と誤差 15 %（140 MeV/u）の範囲内で一致しており、

𝐷𝑓𝑥
′ 𝐷𝐵𝑥

′⁄ は𝛼𝛾2と誤差 16 %（430 MeV/u）の範囲内で一致している。 

 

Fig. 5.10 Ratio of measured dispersion functions, measured slope of dispersion functions, and 

𝛼𝛾2 of the carbon-type synchrotron. 
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5.8. ディスパージョンの測定結果に関する考察 

粒子線治療システムでは HEBT 系を調整する際にシンクロトロンから取り出されるビー

ムのディスパージョンを測定する。HEBT 系中の四極電磁石の励磁量はディスパージョンの

測定結果に応じて調整されるため、偏向磁場由来のディスパージョンの予測精度は照射ビ

ームの位置精度に直接的には影響しない。その一方で、粒子線治療システム用の HEBT 系

を設計する際には、想定される範囲のディスパージョンを確実に補正できるように四極電

磁石の員数および配置を決定する必要がある。 

HEBT 系が高周波由来のディスパージョンのみを想定して設計されている場合、この輸送

系では偏向磁場由来のディスパージョンを適切に補正できない可能性がある。更に言えば、

高周波由来のディスパージョンと偏向磁場由来のディスパージョンの両方を補正できる

HEBT 系は、高周波由来のディスパージョンのみの補正を想定した HEBT 系に比べより多

くの四極電磁石を必要とする可能性がある。 

粒子線治療システムの HEBT 系において高周波由来のディスパージョンとその勾配のみ

を補正の対象とする場合、アイソセンタにおける偏向磁場由来のディスパージョンが 0 で

はない値となり、磁気余効による運動量の変動が照射ビーム位置の変動となって表れる可

能性がある。 

HEBT 系において二種類のディスパージョンの両方を補正の対象とすることの効果につ

いて、Fig. 5.11 に示す仮想的な HEBT 系を用いて説明する。Fig. 5.11 に示す HEBT 系はディ

スパージョンの補正について説明する為の仮想的な輸送系であり、ディスパージョン以外

の光学パラメータ（Twiss パラメータ等）の補正については考慮されない。シンクロトロン

取り出しビームの高周波由来のディスパージョンとその勾配はそれぞれ 5.06 m と 0.31 rad

であり、偏向磁場由来のディスパージョンとその勾配はそれぞれ 6.60 m と 0.37 rad である。

なお、これらのディスパージョンは前節の最高エネルギーにおける測定結果から計算によ

り求めた取り出し用セプタム電磁石の出口における値である。磁気余効によるシンクロト

ロン取り出しビームの運動量の変動幅は前節と同様 0.025 %と仮定した。 

高周波由来のディスパージョンのみを補正対象とした場合の HEBT 系におけるディスパ

ージョンの計算結果を Fig. 5.12 に示す。この計算では、アイソセンタにおける高周波由来

のディスパージョンとその勾配が共に 0 に補正されている。その一方で、アイソセンタでは

偏向磁場由来のディスパージョンが-1.57 m 残留している。この偏向磁場由来のディスパー

ジョンは 0.49 mm のビーム位置変動に相当し、スキャニング照射法が求めるビーム位置精

度（例えば 1 mm 以内）に対して決して無視できる値ではない。 

HEBT 系において二種類のディスパージョンの両方を補正の対象とする場合のディスパ

ージョンの計算結果を Fig. 5.13 に示す。この計算では、アイソセンタにおける高周波由来

のディスパージョンと偏向磁場由来のディスパージョンの両方が同時に 0 に補正されてい

る。従って、磁気余効による運動量の変動は理論的には照射ビーム位置に影響しない。なお、
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アイソセンタにおける偏向磁場由来のディスパージョンの勾配が 0 でないため、腫瘍内の

アイソセンタより浅いあるいは深い位置では偏向磁場由来のディスパージョンが 0 にはな

らない。しかしながら、腫瘍内（アイソセンタ±10 cm の範囲）における偏向磁場由来のデ

ィスパージョンの絶対値は高々0.04 m 程度であり、これによる照射ビーム位置の変動は 0.01 

mm と無視できるほどに小さい。Fig. 5.13 に示す計算結果では高周波由来のディスパージョ

ンとその勾配の両方がアイソセンタにおいて 0 に補正されているが、既に 5.6 節で述べた様

にディスパージョンの勾配を補正することは照射ビーム位置の変動を抑える上で必須では

ない。 

前述したように、二種類のディスパージョンを同時に補正することでシンクロトロン偏

向電磁石の磁気余効に起因する照射ビーム位置の変動を低減することが可能である。ここ

で、二種類のディスパージョンの補正を確実に行うためには事前に数式(5.33)を用いて偏向

磁場由来のディスパージョンの範囲を予測し、HEBT 系中の四極電磁石の配置及び励磁量を

ディスパージョンの範囲に合わせて設計する必要がある。なお、シンクロトロン出口におけ

る高周波由来のディスパージョンはシンクロトロン自体の光学設計やビーム出射の数値解

析により予測が可能であるが、本論文では高周波由来のディスパージョンの予測について

は検討の対象としない。 

二種類のディスパージョンの関係性が明らかでない場合、HEBT 系はより広い範囲の偏向

磁場由来のディスパージョンに対応できるように設計する必要がある。このことは HEBT

系中により多くの四極電磁石を配置し、様々なディスパージョンの初期条件に対してビー

ム輸送系の設計を行う必要があることを意味している。従って、本研究により得られる知見

は HEBT 系の機器コスト低減および設計負荷の軽減に貢献する。 

本章では、二種類のディスパージョンの関係性を炭素線治療用の加速器システムにおけ

るディスパージョンの実測を通じて検証した。偏向磁場由来のディスパージョンの導出手

順は粒子の種類やシンクロトロンの構成に依存しないため、この関係は αγ2が 1 より大きい

小型陽子シンクロトロンについても成立する。数式(5.33)より、αγ2が 1 より大きくなるケー

スでは偏向磁場由来のディスパージョンが周波数由来のディスパージョンよりも小さな値

をとる。この様に、強収束のシンクロトロン（大阪重粒子線センター）と弱収束のシンクロ

トロン（小型陽子シンクロトロン）では偏向磁場由来のディスパージョンが大きく異なる為、

シンクロトロンの構成を考慮して高エネルギービーム輸送系の光学設計を行うことが照射

ビーム位置の変動を抑制する上で重要となる。 
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Fig. 5.11 Schematic view of a high-energy beam transport (HEBT) used in calculation of 

dispersion. 

 

 

Fig. 5.12 Calculated dispersion in the HEBT with correction of RF-derived dispersion only 

(without correction of BM-derived dispersion). 
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Fig. 5.13 Calculated dispersion in the HEBT with correction of both RF-derived dispersion and 

BM-derived dispersion. 

 

5.9. 本章の纏め 

粒子線治療用のシンクロトロンから取り出されるビームについて二種類のディスパージ

ョンを定義した。第一のディスパージョンは従来からの高周波由来のディスパージョンで

あり、第二のディスパージョンは新しく定義した偏向磁場由来のディスパージョンである。 

高エネルギービーム輸送系（HEBT 系）の設計時に偏向磁場由来のディスパージョンをあ

らかじめ予測する為、偏向磁場由来のディスパージョンと高周波由来のディスパージョン

の関係性を導出した。高周波由来のディスパージョン（𝐷𝐵𝑥）は高周波由来のディスパージ

ョン（𝐷𝑓𝑥）と比例関係にあり、両者の比（𝐷𝐵𝑥 𝐷𝑓𝑥⁄ ）はモーメンタムコンパクションファク

タ αとローレンツファクタ γを用いて𝛼𝛾2と表される。 

大阪重粒子センターへ導入された炭素シンクロトロンを用いて二種類のディスパージョ

ンを測定した。測定の結果、偏向磁場由来のディスパージョンと高周波由来のディスパージ

ョンとの関係は誤差 16%以内（目標 20%以内）で理論値と一致することが確かめられた。 

シンクロトロン偏向電磁石の磁気余効による運動量の変化に起因する照射ビーム位置の

変動を抑制するには、アイソセンタにおける偏向磁場由来のディスパージョンを 0 補正す

ることが効果的である。また、HEBT 系の設計時に本研究で述べる二種類のディスパージョ

ンの比を用いて偏向磁場由来のディスパージョンを予測することで、HEBT 系の機器コスト

低減および設計負荷の軽減が可能となる。 

以上より、本章において述べられたシンクロトロン取り出しビームのディスパージョン

に関する知見は、粒子線治療において照射ビーム位置変動の抑制を通じた治療精度向上と
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コスト低減を通じた普及促進に貢献するものである。  
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6. 小型陽子シンクロトロンを用いた一室型の加速器システム 

6.1. 概要 

粒子線治療システムの普及拡大に伴い、回転ガントリー付きの治療室を一室だけ備えた

小型の陽子線治療システム（一室型システム）の需要が高まりを見せている[1]。一室型シス

テムは従来の治療室を複数備えたシステムに比べて導入コストが低減されるため、大規模

な投資の獲得や用地の確保が困難な中規模病院における陽子線治療システムの普及を促進

することが期待されている[2]。 

一室型システムでは、加速器、回転ガントリーの小型化と共に、加速器出口から回転ガン

トリー入口までのビーム輸送系（高エネルギービーム輸送系、HEBT 系）を短縮することが

設置面積を低減する上での重要な課題となる。主加速器にサイクロトロンを用いた陽子線

治療システムでは、エネルギー選択用のスリットを回転ガントリー上に搭載することで

HEBT 系を短縮した小型の一室型システムが実用化されている[3][4]。これに対し、主加速

器にシンクロトロンを用いた陽子線治療システムでは、HEBT 系中にディスパージョン補正

用の偏向電磁石を設置する必要から、HEBT 系の設置面積がサイクロトロン使用時に比べて

増大する傾向がある[5]。 

一般的な粒子線治療システムでは、照射するビームの種類に依らず、ビーム進行方向の患

部位置（アイソセンタ）におけるディスパージョンが 0 に補正される。これにより粒子線治

療システムでは、加速器から取り出されるビームの運動量の微小な変化に伴う照射ビーム

位置及び照射ビームサイズの変動を抑制している。なお、回転ガントリーを備えた粒子線治

療システムでは、ガントリーの回転に伴うディスパージョンの変動を防ぐ為、回転ガントリ

ー入口におけるディスパージョンとその勾配を 0 に補正し、回転ガントリー自体にはアイ

ソセンタにおいてディスパージョンを発生させない所謂ダブルアクロマートな光学系が採

用される[6][7]。 

粒子線治療システム用のシンクロトロンは、シンクロトロン出口（取り出し用セプタム電

磁石の出口）において 0 でない水平ディスパージョンを持つ（5.5 節参照）。このため、回転

ガントリー入口における水平ディスパージョンとその勾配を同時に 0 に補正するためには、

HEBT 系中に少なくとも一台の偏向電磁石が必要である。また、回転ガントリー入口におけ

る光学パラメータ（Twiss パラメータ及びディスパージョンとその勾配）を所望の値に一致

させる為、陽子線治療システムの HEBT 系中には通常 6 台以上の四極電磁石が設置されて

いる。シンクロトロンを用いた一室型陽子線治療システムでは、これら電磁石を設置するた
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めのスペースが HEBT 系を小型化する上での障害となっていた。 

本章では、シンクロトロンを用いた一室型システムにおいてビーム性能を悪化させるこ

となく HEBT 系中の偏向電磁石を省略し、加速器システム自体の設置面積を低減する手法

について詳述する。また、3 節で述べた小型陽子シンクロトロンを用いた一室型の陽子線治

療システムを提案し、従来通りのビーム性能を保ちながら加速器システムの設置面積を低

減できることを光学計算により示す。なお、本章の内容は執筆者らが学会[8][9]にて公開し

た内容を整理、再編し、5 章のディスパージョン補正に関する知見を追記したものである。 

本章の記載内容は主として陽子線治療用の加速器システムを対象とするが、ディスパー

ジョンの補正及び光学パラメータの調整に関する本章の知見は炭素線治療用の加速器シス

テムに対しても適用が可能である。また、本章に記載の一室型陽子線治療システムは本論文

に記載される加速器システムに関する知見の全てが反映されたものである。 

6.2. 高エネルギービーム輸送系の設計手法 

6.2.1. 一室型システムの基本構成 

シンクロトロンを用いた一室型システムのコンセプト図を Fig. 6.1 に示す。本システムは

主加速器に 3 章で述べた小型陽子シンクロトロンを採用し、シンクロトロンから取り出さ

れた陽子ビームを直接回転ガントリーへと導入する。 

粒子線治療システムで用いられる回転ガントリーには大きく分けて、全てのビーム軌道

が同一平面内に収まるグースネック型のガントリーと、ビーム軌道を三次元的に配置する

コークスクリュー型のガントリーがある。 

グースネック型のガントリーは北海道大学陽子線治療センター[5]や HIMAC[10]において

採用されている。グースネック型のガントリーでは軌道平面に垂直な方向のディスパージ

ョンがガントリー内において発生しないため、GABT 系の光学設計が相対的に平易となる。

特に回転ガントリー入口において前述のダブルアクロマート条件が得られている場合、回

転ガントリーの内部においては軌道平面に垂直な方向のディスパージョンを考慮する必要

がない。このことは、ガントリーの回転に伴うディスパージョンの変動を抑制する上で有利

な特性となる。一方で、グースネック型の回転ガントリーはガントリーの回転軸方向に大型

化し易い。この為、グースネック型のガントリーを一室型システムに採用する際は軸方向の

大型化による設置面積の拡大を防ぐようなレイアウト上の工夫が必要となる。 

コークスクリュー型のガントリーは例えば長野県の相澤病院陽子線治療センターにおい

て採用されている[11]。コークスクリュー型ではガントリー回転軸方向の小型化が可能とな

るが、軌道平面が単一でないため光学系の構成、特にディスパージョンの制御が複雑となる。

コークスクリュー型の回転ガントリーでは、例えガントリー入口においてダブルアクロマ

ート条件が満たされていたとしても、回転ガントリー内で水平・垂直両方向のディスパージ

ョンを考慮する必要がある。この為、コークスクリュー型では光学パラメータの調整に必要



 

124 

 

な四極電磁石の員数が増加する傾向がある。また、コークスクリュー型では回転軸方向の大

型化が抑えられる一方でガントリー自体の回転半径が増大するため、これによる設置面積

の拡大を防ぐようなレイアウト上の工夫が必要となる。相澤病院に導入されたシステムで

は主加速器であるサイクロトロンを地下、回転ガントリーを地上部に配置し、正方形の建屋

の斜辺部に回転ガントリーの半径方向が収まるよう加速器システム全体を配置することで

設置面積の低減を果たしている。 

本研究では、機器員数の低減、ビーム調整の簡略化の観点からグースネック型の回転ガン

トリーを一室型システムに採用する。本システムでは HEBT 系の偏向電磁石を省略したこ

とから輸送系全体を用いてディスパージョンの補正を行う必要がある為、GABT 系の構成

は極力簡素であることが望ましい。 

   

Fig. 6.1 Conceptual view of a synchrotron-based one room particle therapy system. 

 

6.2.2. HEBT 系偏向電磁石の省略 

HEBT 系中に偏向電磁石を設置しない一室型のシステムにおいて、アイソセンタにおける

ディスパージョンを全てのガントリー回転角について補正する手法について考察する。こ

れまでと同様、シンクロトロン偏向電磁石の動径方向を加速器及び HEBT 系の水平方向と

し、偏向電磁石のギャップ方向を加速器及び HEBT 系の垂直方向とする。また、回転ガント

リーの回転角（ガントリー回転角）を、HEBT 系から見て HEBT 系の垂直正方向と回転ガン

トリーの一台目偏向電磁石がビームを偏向する方向のなす角と定義する。例えば回転ガン

トリーの一台目偏向電磁石がビームを建屋鉛直上方（HEBT 系垂直正方向）へ偏向する場合、

ガントリー回転角は 0 度となる。GABT 系の座標系はガントリーの回転に伴い回転する。回

転ガントリーの入口においてガントリー回転角 90度のGABT 系動径方向及びガントリー回

転角 0 度の GABT 系ギャップ方向が HEBT 系水平方向に、ガントリー回転角 0 度の GABT

系動径方向及びガントリー回転角 90 度の GABT 系ギャップ方向が HEBT 系垂直方向に一

致する。 

Synchrotron

Isocenter

Rotating gantry (GABT)

・・・

High energy beam transport
(HEBT)

Quadrupole magnet
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回転ガントリー入口における GABT 系動径方向のディスパージョンとその勾配を𝐷R1 , 

𝐷R1
′ 、GABT 系ギャップ方向のディスパージョンとその勾配を𝐷G1, 𝐷G1

′ とおく（R は Radius

方向、G は Gap 方向を表す添え字）。また、GABT 系は動径方向、ギャップ方向共にダブル

アクロマートな光学系であるとし、GABT 系動径方向の 2×2 の輸送行列を𝑮R、GABT 系ギ

ャップ方向の 2×2 の輸送行列を𝑮Gとする。アイソセンタにおける GABT 系動径方向のデ

ィスパージョン𝐷R2と GABT 系ギャップ方向のディスパージョン𝐷G2はそれぞれ次式により

表される。 

𝐷R2 = (𝑮R (
𝐷R1

𝐷R1
′ ))

1

 

𝐷G2 = (𝑮G (
𝐷G1

𝐷G1
′ ))

1

 

(6.1) 

数式(6.1)括弧外の添え字 1 は、ベクトルの 1 行目を表している。ここで、回転ガントリー

入口における GABT 系のディスパージョンとその勾配は、同位置における HEBT 系水平方

向のディスパージョンとその勾配𝐷H1, 𝐷H1
′ 、HEBT 系垂直方向のディスパージョンとその勾

配𝐷V1, 𝐷V1
′ 、ガントリー回転角 θを用いて 

(
𝐷R1

𝐷R1
′ ) = (

𝐷H1

𝐷H1
′ ) sin 𝜃 + (

𝐷V1

𝐷V1
′ ) cos 𝜃 

(
𝐷G1

𝐷G1
′ ) = − (

𝐷H1

𝐷H1
′ ) cos 𝜃 + (

𝐷V1

𝐷V1
′ ) sin 𝜃 

(6.2) 

と表される。アイソセンタにおけるディスパージョンがガントリー回転角に依らず 0 とな

る為の条件は、数式(6.1), (6.2)より 

(𝑮R (
𝐷H1

𝐷H1
′ ))

1

= (𝑮R (
𝐷V1

𝐷V1
′ ))

1

= 0 

(𝑮G (
𝐷H1

𝐷H1
′ ))

1

= (𝑮G (
𝐷V1

𝐷V1
′ ))

1

= 0 

(6.3) 

となる。この数式は、回転ガントリーの光学系がアクロマートである場合、0 度、90 度の二

種類のガントリー回転角についてアイソセンタにおけるディスパージョンが 0 であれば、

全てのガントリー回転角についてアイソセンタにおけるディスパージョンが 0 となること

を表している。このとき回転ガントリー入口におけるディスパージョンとその勾配が共に 0

であることは必須ではない為、HEBT 系中に偏向電磁石を設置せずともアイソセンタにおけ

るディスパージョンを 0 に補正することが可能である。言い換えれば、アクロマートな回転

ガントリーを備えたビーム輸送系に対して数式(6.3)を制約条件として加えることにより、

HEBT 系に偏向電磁石を設置しない場合であってもアイソセンタにおけるディスパージョ

ンをガントリー回転角に依らず 0 に補正することが可能となる。 

回転ガントリーにおけるダブルアクロマート条件とは、回転ガントリー内の光学系で発

生したディスパージョンとその勾配がアイソセンタでは 0 に補正されていることを表して
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いる。これに対し、数式(6.3)の条件は回転ガントリー入口におけるディスパージョン、即ち

HEBT 系から回転ガントリーに持ち込まれたディスパージョンがアイソセンタにおいて 0

に補正されるための条件を表している。アイソセンタにおけるディスパージョンは HEBT

系から持ち込まれたディスパージョンと回転ガントリー内で発生したディスパージョンの

合計値であるため、両者を共に 0 に補正すればアイソセンタにおけるディスパージョンは

自動的に 0 となる。 

6.2.3. HEBT 系四極電磁石員数の低減 

従来の粒子線治療システムでは、HEBT 系と GABT 系の間に取り合い点（例えば回転ガ

ントリーの入口地点）を設け、HEBT 系と GABT 系の光学設計を別個に行うことが多い。こ

のとき、HEBT 系は取り合い点における光学パラメータが目標値と一致するように調整さ

れ、GABT 系は取り合い点で目標値と一致した光学パラメータがアイソセンタにおいて目

標値と一致するように調整される。この方式では HEBT 系あるいは GABT 系の構成が定ま

っていない状態であっても残りの部分の光学設計を行えるため、粒子線治療システムの光

学設計を効率的に進めることが可能である。また、GABT 系から見た場合、取り合い点にお

ける光学パラメータさえ同一であれば HEBT 系の構成は如何様であっても構わない。これ

により同じ回転ガントリーの光学設計を異なる治療室、異なる建屋レイアウトに対して適

用することが可能となり、加速器システムの設計・調整の負荷が軽減される。 

HEBT 系と回転ガントリーとの間に取り合い点を設けることは調整上の利点がある一方

で、取り合い点とアイソセンタのそれぞれにおいて光学パラメータを目標値に一致させる

必要があることから調整に多くの四極電磁石が必要となる。例えば水平・垂直方向のディス

パージョン 4 種（𝛽𝑥, 𝛼𝑥, 𝛽𝑦, 𝛼𝑦）と水平方向のディスパージョン及びその勾配（𝐷𝑥, 𝐷𝑥
′）

を調整の対象とする場合、HEBT 系には最低でも 6 台の四極電磁石が必要となる。また、回

転ガントリーについてもアイソセンタにおける Twiss パラメータ 4 種を調整しながらダブ

ルアクロマート条件を満たす場合、6 台の四極電磁石が必要である。例えば 3.8 節で紹介し

た北海道大学病院陽子線治療センターの場合、HEBT 系中に 7 台、回転ガントリー上に 6 台

の四極電磁石が設置されている。なお、当システムでは HEBT 系中のビーム通過領域を電

磁石の GFR（Good Field Region）内に収めるため、HEBT 系中の四極電磁石が 1 台多く設置

されている。 

粒子線治療において患者へ照射されるビームの性能に影響を与えるのはアイソセンタに

おけるビームの光学パラメータのみであり、回転ガントリー入口における光学パラメータ

は照射ビームの性能に影響しない。そこで本研究では、アイソセンタにおける光学パラメー

タのみをビーム輸送系設計時の制約条件とし、回転ガントリー入口における光学パラメー

タを制約条件から除外することで HEBT 系中の四極電磁石員数の低減を図る。また、5.8 節

でも示したように、ビーム性能上最も重要となるのはアイソセンタにおけるビームサイズ

（𝛽𝑥, 𝛽𝑦）であり、ビームの焦点位置（𝛼𝑥, 𝛼𝑦）は患部のサイズ程度ではビーム性能に大き
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く影響しない。そこで本研究では、アイソセンタにおいて調整の対象とする光学パラメータ

を𝛽𝑥, 𝛽𝑦に限定することによっても四極電磁石員数の低減を図る。 

回転ガントリー入口における GABT 系の位相空間分布は、ディスパージョンの場合と同

様に同地点における HEBT 系の位相空間分布の線形結合により与えられる。このことから、

ディスパージョンの場合と同様の考察により、0 度、90 度の二種類のガントリー回転角につ

いてアイソセンタにおけるビームサイズ（β 関数）が目標値と一致していれば、全てのガン

トリー回転角についてアイソセンタにおけるビームサイズが目標値と一致することが示さ

れる。 

全てのガントリー回転角についてアイソセンタにおけるディスパージョンを 0 に補正し、

アイソセンタにおけるビームサイズを目標値と一致させる為の制約条件を以下に示す。 

A) 回転ガントリー自体がダブルアクロマート条件を満たす（2 種）。 

B) HEBT 系水平方向のディスパージョン及びその勾配が数式(6.3)を満たす（2 種）。 

C) 二種類（0 度、90 度）のガントリー回転角についてアイソセンタにおける GABT 系動

径方向及び GABT 系ギャップ方向の βが目標値と一致する（4 種）。 

ここで、シンクロトロン出口における垂直ディスパージョン及びその勾配が 0 であるこ

とから、数式(6.3)の HEBT 系垂直方向に関する制約は自動的に満たされるものとして制約

条件から除外した。光学系に対する制約条件の数が合計で 8 種類であることから、ビーム性

能を満たす上で HEBT 系、GABT 系中に最低限必要となる四極電磁石の員数は合計で 8 台

となる。従って、仮に回転ガントリーが 6 台の四極電磁石を備えている場合、HEBT 系に設

置される四極電磁石の員数は 2 台にまで低減できる可能性がある。 

6.3. 高エネルギービーム輸送系の光学設計 

6.3.1. ビーム輸送系の構成 

主加速器に 3 章の小型陽子シンクロトロンを用いた一室型の陽子線治療システムの模式

図を Fig. 6.2 に示す。シンクロトロンから取り出された陽子ビームは HEBT 系、GABT 系を

経由してアイソセンタへと輸送される。HEBT 系は単一の直線部により構成されており、シ

ンクロトロンから取り出された陽子ビームは偏向電磁石による偏向を受けずに回転ガント

リーへ入射する。また、HEBT 系には 2 台、GABT 系には 6 台の四極電磁石がそれぞれ設置

されており、本システムは合計 8 台の四極電磁石を用いてアイソセンタにおける光学パラ

メータを調節する。なお、HEBT 系及び GABT 系中の四極電磁石の励磁量はガントリー回

転角に依らず一定であるものとする。 

シンクロトロン出口における陽子ビームの光学パラメータ及びアイソセンタにおける光

学パラメータの目標値を Table 6.1 に示す。なお、本章ではシンクロトロンの出口をディス

パージョンを直接測定できる取り出し用セプタム電磁石の出口に設定している。シンクロ

トロン出口における光学パラメータは、シンクロトロンのビーム取り出しに関する粒子ト
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ラッキング解析の結果及び同種のシンクロトロンを用いた陽子線治療システムにおける実

測値から典型的な値として導出した。高周波を用いた遅い取り出しにより取り出される陽

子ビームの水平エミッタンスは垂直エミッタンスよりも小さい為、アイソセンタにおける

水平 β の目標値は垂直 β の目標値よりも大きな値としている。本システムではアイソセン

タにおける光学パラメータのみをビーム輸送系の制約条件とし、回転ガントリー入口にお

ける光学パラメータについては制約条件に加えていない。また、アイソセンタにおいて制約

条件となるのはディスパージョンとビームサイズ（β）の値のみであり、ディスパージョン

の勾配やビームサイズの変化率（α）については特に制約を設けていない。 

  

Fig. 6.2 Schematic view of a synchrotron-based single room proton therapy system. 

 

Table 6.1 Optical parameters of the single room PBT system 

 Unit Extracted Beam 
Target Value 

at the Isocenter 

βx m 5.1 5.0 

αx - 0.6 - 

ηx m 4.7 0.0 

ηx’ - 0.5 - 

βy m 2.3 2.5 

αy - -0.1 - 

ηy m 0 0.0 

ηy’ - 0 - 
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6.3.2. 光学パラメータの計算結果 

シンクロトロン出口からアイソセンタまでの Twiss パラメータ βの計算結果を Fig. 6.3（加

速器水平方向）、Fig. 6.4（加速器垂直方向）に示す。GABT 系中の Twiss パラメータは二種

類のガントリー回転角（0 度、90 度）についてそれぞれ計算し、両方の計算結果を図中に示

してある。アイソセンタにおける β が 0 度、90 度の二種類のガントリー回転角について目

標値と一致することから、本システムでは全てのガントリー回転角についてアイソセンタ

における β が目標値と一致する。従って、本システムではビーム輸送系中の 8 台の四極電

磁石を用いて全てのガントリー回転角における照射ビームサイズを目標値と一致する値に

調節することが可能である。なお、本システムではアイソセンタにおけるビームサイズの変

化率（α）が 0 であることをビーム輸送系設計の制約条件としていない。 

次に、シンクロトロン出口からアイソセンタまでのディスパージョンの計算結果を Fig. 

6.5 に示す。なお、ここでは 5 章に述べる二種類のディスパージョンの内、高周波由来のデ

ィスパージョンの補正を想定している。加速器水平方向については二種類のガントリー回

転角（0 度、90 度）それぞれについて GABT 系中のディスパージョンを計算し、加速器垂

直方向については、シンクロトロン出口における垂直ディスパージョンとその勾配が共に 0

であることから、ガントリー回転角 0 度の動径方向についてのみ GABT 系中のディスパー

ジョンを計算した。アイソセンタにおける水平方向のディスパージョンは 0 度、90 度の二

種類のガントリー回転角について 0 となっており、垂直方向についてはディスパージョン

とその勾配がアイソセンタで共に 0 となっている。従って、本システムは HEBT 系に偏向

電磁石を設置せずとも照射ビームのディスパージョンを全てのガントリー回転角において

0 に補正することが可能である。なお、本システムではアイソセンタにおける加速器水平方

向のディスパージョンの勾配が 0 であることをビーム輸送系設計の制約条件としていない。

アイソセンタにおける光学パラメータの計算結果を Table 6.2 にまとめた。 

以上より、シンクロトロンを用いた一室型の陽子線治療システムでは、アイソセンタにお

ける光学パラメータのみをビーム輸送系設計の制約条件とすることにより、HEBT 系中の偏

向電磁石を省略し、HEBT 系、GABT 系中の四極電磁石員数を合計 8 台に低減した場合であ

っても、照射ビームの光学パラメータを全てのガントリー回転角において目標値と一致さ

せることが可能である。アイソセンタにおけるディスパージョンの勾配及びビームサイズ

の変化率（α）が 0 でないことが照射ビームの性能へ与える影響については次節にて考察す

る。 



 

130 

 

  

Fig. 6.3 Calcurated horizontal Twiss parameter (𝜷𝒙). 

 

  

Fig. 6.4 Calcurated vertical Twiss parameter (𝜷𝒚). 
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Fig. 6.5 Calcurated dispersions. 

 

Table 6.2 Calcurated optical parameters at the isocenter 

 Unit Calcurated optical parameters 

  0deg 90 deg 

βx m 5.00 5.00 

αx - 1.50 0.81 

ηx m 0.00 0.00 

ηx’ - -1.41 -1.41 

βy m 2.50 2.50 

αy - -0.40 -0.06 

ηy m 0.00 0.00 

ηy’ - 0.00 0.00 

 

6.4. 照射ビーム性能に関する考察 

6.4.1. アイソセンタにおけるディスパージョンの勾配が 0でないことの影響 

アイソセンタにおけるディスパージョンの勾配が 0 でないことが照射ビーム位置の時間
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変動に与える影響について考える。Fig. 6.5, Table 6.2 に示すディスパージョンの計算結果に

よれば、アイソセンタにおけるディスパージョンの勾配の絶対値は最大で 1.41 rad である。

ビーム進行方向における照射対象（患部）の存在範囲をアイソセンタから±15 cm の領域と

した場合、患部内でのディスパージョンの絶対値は最大で 0.21 m となる。シンクロトロン

から取り出されるビームの運動量の変動幅を 0.02 %と仮定した場合、患部中における照射

ビーム位置の変動は最大で 0.042 mm となる。この値は、アイソセンタにおける 1σ ビーム

サイズやスキャニング照射法における照射スポットの間隔（何れも数 mm 程度）に比べて

約 2 桁小さい為、アイソセンタにおけるディスパージョンの勾配が 0 でないことによる照

射ビーム位置の変動は照射野を形成する上で問題とはならない。 

6.4.2. アイソセンタにおけるビームサイズの変化率が 0でないことの影響 

アイソセンタにおける Twiss パラメータ α が 0 でないことが照射ビームのサイズに与え

る影響について考える。粒子線治療において照射ビームのサイズが患者体内の深さに応じ

て変化することは不可避であり、粒子線治療の治療計画は患者体内におけるビームサイズ

の変化を考慮した上で作成される。従って、アイソセンタにおける α が 0 で無い場合であ

っても患者体内におけるビームサイズの変化自体は照射野を形成する上での問題とはなら

ない。一方で、アイソセンタにおける αがガントリー回転角に依存することにより、アイソ

センタよりも浅い位置、深い位置では回転ガントリーの回転に伴い照射ビームの β が変化

し、ビームサイズが変化する可能性がある。粒子線治療において治療計画装置が用いるビー

ム形状のモデルをガントリー回転角ごとに作成することは通常行われない為、アイソセン

タにおける α を 0 以外の値とする場合には、ガントリー回転に伴うビームサイズの変動が

照射野を形成する上で問題の無い範囲であることを確認しておく必要がある。 

Fig. 6.3, Fig. 6.4, Table 6.2 に示す Twiss パラメータの計算結果に依れば、アイソセンタの

15 cm 上流における β の範囲は水平方向で 5.25 m〜5.46 m、垂直方向で 2.39 m〜2.49 m、ア

イソセンタの 15 cm 下流における β の範囲は水平方向で 4.57 m〜4.76 m、垂直方向で 2.53 m

〜2.63 m となる。従って、ガントリー回転に伴う β の変化によるビームサイズの変動は水

平方向について全幅 2.05 %、垂直方向についても全幅 2.05 %であり、照射野を形成する上

で特に問題とはならない。ここで述べるビームサイズの変化幅は、ビームの散乱によるエミ

ッタンスの増大を考慮しないビームサイズ、いわゆる光学ビームサイズについて求めた値

である。実際に照射されるビームのサイズは大気や人体との散乱により光学ビームサイズ

よりも大きくなるため、上記のビームサイズの変動は更に緩和される。散乱によるビームサ

イズの増加量はビームのエネルギーや照射ノズルの設計に依存するため、ここでは最も厳

しい条件である光学ビームサイズに対してビームサイズの変動幅が問題とならないことを

確認した。 
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6.5. 二種類のディスパージョンの同時補正 

5 章にて既に述べた様に、シンクロトロンを用いた粒子線治療システムでは HEBT 系、

GABT 系のビーム輸送において発生要因が異なる二種類のディスパージョンを考慮するこ

とが照射ビーム位置の変動を抑制する上で有効である。ここで言う二種類のディスパージ

ョンとは、シンクロトロン高周波バケット内の重心位置の変動に起因する高周波由来のデ

ィスパージョンとシンクロトロン偏向電磁石の磁場の変動に起因する偏向磁場由来のディ

スパージョンを指す。 

シンクロトロンを用いた一室型システムにおいて、アイソセンタにおける二種類のディ

スパージョンを同時に 0 とするための条件について考察する。まず始めに、アイソセンタに

おける高周波由来のディスパージョンが全てのガントリー回転角において 0 に補正されて

いるものとする。即ち、回転ガントリーの入り口における高周波由来の水平ディスパージョ

ン𝐷𝑓H1とその勾配𝐷𝑓H1
′ に対して次式が満たされているものとする。 

(𝑮R (
𝐷𝑓H1

𝐷𝑓H1
′ ))

1

= (𝑮G (
𝐷𝑓H1

𝐷𝑓H1
′ ))

1

= 0 (6.4) 

ここで回転ガントリーの動径方向の輸送行列を 

𝐺R = (
𝐺R11 𝐺R12

𝐺R21 𝐺R22
) (6.5) 

とした場合、数式(6.4)より 

𝐷𝑓H1
′

𝐷𝑓H1
= −

𝐺R11

𝐺R12
 (6.6) 

である。アイソセンタにおける偏向磁場由来のディスパージョンが全てのガントリー回転

角において 0 に補正されている場合、高周波由来のディスパージョンと同様にして 

(𝑮R (
𝐷𝐵H1

𝐷𝐵H1
′ ))

1

= (𝑮G (
𝐷𝐵H1

𝐷𝐵H1
′ ))

1

= 0 

𝐷𝐵H1, 𝐷𝐵H1
′ は回転ガントリーの入り口における偏向磁場由来の水平ディスパージョンとそ

の勾配 

(6.7) 

であるから、結局は 

𝐷𝑓H1
′

𝐷𝑓H1
=

𝐷𝐵H1
′

𝐷𝐵H1
= −

𝐺R11

𝐺R12
 (6.8) 

が導かれる。数式(6.8)は、二種類のディスパージョンをアイソセンタで同時に補正するため

には、回転ガントリー入口におけるディスパージョンとその勾配の比を二種類のディスパ

ージョンで一致させる必要があることを表している。なお、数式(6.8)は数式(6.4)が成立する

ための十分条件である。 

ディスパージョンとその勾配の比は自由度としては 1 である為、回転ガントリーの入口

で数式(6.8)を満たすためには高周波由来のディスパージョンのみを考慮する場合に比べて
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1 台多い四極電磁石が必要となる。従って、一室型システムでアイソセンタにおける二種類

のディスパージョンを同時に補正するためには、少なくとも 9 台の四極電磁石が必要とな

る。 

6.6. シンクロトロンを用いた一室型システムの導入例 

シンクロトロンを用いた一室型の陽子線治療システムは、神奈川県の徳洲会湘南鎌倉総

合病院（2020 年度稼働予定）やイタリア Centro Nazionale di Adroterapia Oncologica (CNAO)

（建設中）において導入が進められている[2][12][13]。これら施設へ導入予定の一室型陽子

線治療システムの模式図を Fig. 6.6 に示す。Fig. 6.6 に示す一室型システムの構成には本章

で述べたビーム輸送系に関する知見が反映されており、シンクロトロンから取り出された

ビームは偏向電磁石を経由することなく回転ガントリーに入射する。また、加速器システム

全体として長方形の建屋への収まりを良くするため、シンクロトロンの直線部は建屋壁面

に対して傾けて配置されている。6.3.1 節 Fig. 6.2 の模式図では低エネルギービーム輸送系

（LEBT 系）中に偏向電磁石は設置されていないが、Fig. 6.6 の一室型システムでは LEBT 系

中に偏向電磁石を一台設置し、入射器であるライナックを建屋壁面と並行に配置すること

で建屋の小型化を図っている。LEBT 系中を輸送されるビームのエネルギーは高エネルギー

ビーム輸送系中に比べて小さい（運動量で 1/5 以下）為、LEBT 系中に偏向電磁石を設置す

るコストの増大は大きな問題とはならない。 

 

Fig. 6.6 Schematic view of the single-rooom proton beam therapy system. 
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Rotating gantry

Treatment room
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6.7. 機器員数及び設置面積低減の効果 

小型陽子シンクロトロンを用いた陽子線治療用の加速器システムについて、Fig. 3.13 に示

す複数治療室を想定したシステムと Fig. 6.6 に示す一室型のシステムの機器員数及び設置面

積の比較を Table 6.3 に示す。機器員数や設置面積は治療装置としての仕様や敷地の形状に

応じて変更され得るため、Table 6.3 に示す値はあくまで一例となる。HEBT 系を構成する電

磁石の中では偏向電磁石のコストが比較的大きく、本研究の一室型システムでは HEBT 系

から偏向電磁石を省略できることがコスト面での優位点となる。また、HEBT 系中での偏向

を不要としたことと HEBT 系から GABT 系までを一体と見做して光学パラメータの調整シ

ナリオを構築したことにより、HEBT 系の全長は複数治療室を想定した場合の半分以下に減

少している。HEBT 系の短縮に加え、Fig. 6.6 加速器システムを加速器室の壁面に沿う様に

配置した結果、加速器システムの設置面積は複数治療室を想定した場合に比べて 4 割以上

少ない 430m2となった。 

Table 6.3 Specification of accelerator systems for proton beam therapy 

 Unit Multi-rooom dedicated system Single-rooom system 

Bending magnets in HEBT - 1 0 

Quadrupole magnets in HEBT - 7 2 

Length of HEBT m 12.4 5 

Footprint of accelerator system m2 783 430 

 

6.8. 本章の纏め 

シンクロトロンを用いた一室型の粒子線システムにおいて高エネルギービーム輸送系

（HEBT 系）中の偏向電磁石を省略した加速器システムの構成を提案した。また、アイソセ

ンタにおけるディスパージョンが全てのガントリー回転角に対して 0 となる為に HEBT 系、

回転ガントリービーム輸送系（GABT 系）が満たすべき条件を導出した。 

HEBT 系から偏向電磁石を省略した構成では回転ガントリー入口における水平ディスパ

ージョンとその勾配を同時に 0 に補正することができないため、回転ガントリーをダブル

アクロマートな光学系とするだけではアイソセンタにおけるディスパージョンを 0 に補正

できない。そこで、本章では回転ガントリーのダブルアクロマート条件に加えて、HEBT 系

から持ち込まれたディスパージョンがアイソセンタにおいて 0 に収束する為の条件を導出

した。また、本章では光学パラメータの調整に必要な四極電磁石の員数を評価し、回転ガン

トリー入口を光学パラメータの調整対象から外すことで合計 8 台（HEBT 系+GABT 系）の

四極電磁石によりアイソセンタにおける光学パラメータの調整が可能となることを示した。 
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一室型システムの HEBT 系、GABT 系における光学パラメータを計算し、HEBT 系中の偏

向電磁石を省略した構成であってもアイソセンタにおける光学パラメータを全てのガント

リー回転角において目標値に一致させられることを確認した。本計算ではビームサイズの

変化率（Twiss パラメータ α）及びディスパージョンの勾配を調整の対象としていないが、

これらのパラメータが照射ビームの性能へ与える影響は 6.4 節に示す通り無視できるほど

に小さい。 

本章では 5 章に述べる二種類のディスパージョンの内、高周波由来のディスパージョン

を調整の対象としている。高周波由来のディスパージョンと偏向磁場由来のディスパージ

ョンを同時に補正する為には HEBT 系中に四極電磁石を一台追加すればよい。 

本章の知見を反映した一室型の陽子線治療用加速器システムの設置面積は複数治療室を

想定した場合に比べて 4 割以上少ない 430 m2 となった。一室型陽子線治療システムの導入

は現在二つの陽子線治療施設において進められている。本章の知見はシンクロトロンを用

いた一室型陽子線治療システムの小型化及び機器コストの低減に貢献し、陽子線治療の普

及に一層の貢献を果たすことが期待される。 
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7. 結論 

7.1. 本研究の成果 

放射線治療の一種である粒子線治療には、正常組織の被ばく低減による副作用の低減効

果が期待されている。しかしながら、粒子線治療システムは一般的な X 線治療装置に比べ

て大型の装置であり、設置面積や機器コストの制約から医学的な要請に対して十分に普及

しているとは言い難い。そこで本研究では、粒子線治療が普及する上での課題を解決する為、

シンクロトロンを用いた粒子線治療システムの小型化および性能向上に取り組んだ。 

シンクロトロンを用いた粒子線治療システムが普及する上では、第一に加速器システム

の設置面積の低減、第二にビーム利用効率の改善を通じた線量率の向上、第三に照射ビーム

位置の変動抑制による高精度化が課題となる。 

第一の課題に対し、本研究ではスキャニング照射法での使用に特化した小型の陽子シン

クロトロン（小型陽子シンクロトロン）を開発した。小型陽子シンクロトロンは水平方向に

のみ弱収束の光学系を持つ超周期 4 のシンクロトロンであり、その周長は 18 m と、従来型

のシンクロトロンの周長 23 m に比べて 22 %短縮されている。また小型陽子シンクロトロン

を構成する電磁石の数は従来（26 台）の半分以下となる 11 台にまで低減されている。 

小型陽子シンクロトロンではシンクロトロンの光学設計と三次元磁場計算を連携し、偏

向電磁石の有効磁極長が全てのエネルギー領域において目標範囲内に収まる様偏向電磁石

の磁極形状を設計した。これにより小型陽子シンクロトロンでは一系統の四極電磁石のみ

による安定な運転を実現し、電磁石員数の削減による加速器周長の低減を達成している。ま

た、小型陽子シンクロトロンでは周回ビーム軌道の補正を偏向電磁石の励磁量の比を調整

することで行い、更には入射バンプ軌道を一台のステアリング電磁石のみによって実現す

ることで加速器直線部の短縮を可能としている。 

小型陽子シンクロトロンを用いた陽子線治療用加速器システムの設置面積は 783 m2 と、

従来型のシンクロトロンを用いた加速器システムの設置面積 1080 m2 に比べて約 30 %低減

している。加速器システムの設置面積の低減には、シンクロトロンの小型化だけでなく小型

陽子シンクロトロンの構成に合わせたビーム輸送系の小型化が奏功している。小型陽子シ

ンクロトロンを用いた陽子線治療用加速器システムの初号機は北海道大学病院陽子線治療

センターに導入され、2014 年よりスキャニング照射法を適用した陽子線治療に用いられて

いる。小型陽子シンクロトロンの開発はシンクロトロンを用いた陽子線治療システムの普

及に大きく貢献しており、世界 12 か所（2020 年 11 月時点、建設中含む）の陽子線治療施
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設へ小型陽子シンクロトロンが導入されている。 

シンクロトロンを用いた小型の一室型粒子線システムを実現する為、高エネルギービー

ム輸送系（HEBT 系）中の偏向電磁石を省略した加速器システムの構成を提案した。また、

アイソセンタにおけるディスパージョンが全てのガントリー回転角に対して 0 となる為に

HEBT 系、回転ガントリービーム輸送系（GABT 系）が満たすべき条件を導出した。また、

本研究では光学パラメータの調整に必要な四極電磁石の員数を評価し、回転ガントリー入

口を光学パラメータの調整対象から外すことで合計 8 台（HEBT 系+GABT 系）の四極電磁

石によりアイソセンタにおける光学パラメータの調整が可能となることを示した。本研究

の知見を反映した一室型陽子線治療システムの導入は現在二つの陽子線治療施設において

進められている。本章の知見はシンクロトロンを用いた一室型陽子線治療システムの小型

化及び機器コストの低減に貢献し、陽子線治療の普及に一層の貢献を果たすことが期待さ

れる。 

第二の課題であるビーム利用効率の向上に対し、本研究では高周波による遅い取り出し

を用いるシンクロトロンにおいて、ビーム取り出し用の静電デフレクタに入射するビーム

粒子とシンクロトロン中を周回するビーム粒子との間隔（スパイラルステップ）が、ビーム

粒子の運動量に依らず一定となるための条件式（スパイラルステップ一定条件）を導出した。

スパイラルステップ一定条件の下では、静電デフレクタ入口におけるビーム損失の割合が

Hardt 条件に比べて低下する為、シンクロトロンからのビーム取り出し効率の向上が期待で

きる。 

スパイラルステップ一定条件の効果はシンクロトロンからのビーム取り出しの粒子トラ

ッキング解析により検証した。セパラトリクスの歪みを抑えた解析用のシンクロトロンに

おいては Hardt 条件及びスパイラルステップ一定条件が理論値と一致し、スパイラルステッ

プ一定条件における取り出し効率（87.6 %）は Hardt 条件における取り出し効率（85.2 %）

よりも 2.4 %高い値であった。一方で、小型陽子シンクロトロンにおける解析ではセパラト

リクスの枝の歪みが取り出しビーム粒子の分布に影響し、スパイラルステップ一定条件及

び Hardt 条件が理論値と一致しない結果となった。また、小型陽子シンクロトロンでスパイ

ラルステップが一定となる水平クロマティシティとセパラトリクスの枝が重畳する水平ク

ロマティシティがほぼ等しい為、取り出し効率の最大値が解析用シンクロトロンに比べて

僅か（1 %）ではあるが高くなることを解明した。 

以上の結果より、粒子線治療用のシンクロトロンにおいて高い取り出し効率を得るため

には Hardt 条件とスパイラルステップ一定条件がなるべく接近するようにシンクロトロン

の光学系を設計する必要がある。また、取り出し用のセパラトリクスに歪みのある条件にお

いてはトラッキング解析を行い、水平クロマティシティとビーム取り出し効率の関係を評

価することを提唱する。 

第三の課題である照射精度の向上に対し、本研究ではシンクロトロンからの取り出しビ

ームについて運動量偏差の発生要因が異なる二種類のディスパージョンを定式化した。第
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一のディスパージョンは従来からの高周波由来のディスパージョンであり、第二のディス

パージョンは新しく定義した偏向磁場由来のディスパージョンである。高周波由来のディ

スパージョン（𝐷𝐵𝑥）は高周波由来のディスパージョン（𝐷𝑓𝑥）と比例関係にあり、両者の比

（𝐷𝐵𝑥 𝐷𝑓𝑥⁄ ）はモーメンタムコンパクションファクタ α とローレンツファクタ γ を用いて

𝛼𝛾2と表される。大阪重粒子センターへ導入された炭素シンクロトロンを用いて二種類のデ

ィスパージョンを測定した結果、偏向磁場由来のディスパージョンと高周波由来のディス

パージョンとの比例係数は誤差 16 %以内で理論値と一致した。 

シンクロトロン偏向電磁石の磁気余効による運動量の変化に起因する照射ビーム位置の

変動を抑制するには、アイソセンタにおける偏向磁場由来のディスパージョンを 0 補正す

ることが効果的である。また、HEBT 系の設計時に本研究で述べる二種類のディスパージョ

ンの関係を用いて偏向磁場由来のディスパージョンを予測することで、HEBT 系の機器コス

ト低減および設計負荷の軽減が可能となる。 

本研究では、シンクロトロンを用いた粒子線治療システムの小型化、線量率向上、照射精

度向上に貢献する技術をそれぞれ開発し、粒子線治療システムの普及拡大を可能とした。小

型化に対しては陽子線治療用の小型シンクロトロンを開発するとともにシンクロトロンを

用いた一室型の治療システムを提案した。線量率向上に対しては、粒子線治療用のシンクロ

トロンにおいて一般的な Hardt 条件に代わり、シンクロトロンからの取り出し効率を向上す

る新たな運転条件を導出し、その効果をトラッキング解析により検証した。照射精度向上に

対してはシンクロトロン取り出しビームのディスパージョンを運動量偏差の発生要因ごと

に定式化し、これら複数種のディスパージョンをアイソセンタで同時に 0 に補正すること

で照射ビーム位置の変動抑制を可能とした。また、ディスパージョンの定式化について粒子

線治療システム実機におけるディスパージョンの測定結果を用いて検証した。 

本研究において得られた知見は 2014 年以降建設中まで含めると世界 14 か所以上の粒子

線治療施設において用いられており、シンクロトロンを用いた粒子線治療システムの普及

拡大に大きな貢献を果たしている。 

本研究が対象とするのはシンクロトロンを用いた粒子線治療用の加速器システムであり、

特に粒子線治療において顕在化する課題の解決をその目的に設定している。しかしながら、

本研究の一部の成果については粒子線治療以外の領域においてもその効果を発揮するもの

と考える。例えば、J-PARC の様な学術研究用の大型加速器施設を考えた場合、スパイラル

ステップ一定条件の様なビーム取り出し効率の向上技術は施設の電力効率向上への貢献に

加え、ビーム出射関連機器の放射化の低減を通じてメンテナンス性の向上に貢献すること

が期待できる。 

7.2. 今後の課題 

本研究の今後の課題について以下に記す。 
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小型陽子シンクロトロン及び小型陽子シンクロトロンを用いた一室型のシステムは陽子

線治療システムの小型化を実現したが、これらは依然として X 線治療装置よりも巨大であ

る。また、陽子線治療用の加速器のみで比較した場合であっても小型陽子シンクロトロンは

超伝導シンクロサイクロトロンよりも大型の装置となる。小型陽子シンクロトロンは偏向

電磁石の磁極長と直線部の長さの比がビーム光学上の要請から固定されている。このため、

偏向電磁石を超伝導化により小型化したとしても直線部の長さが制約となり今以上の小型

化が難しい。陽子線治療用のシンクロトロンをさらに小型化するには直線部長の制約とな

る機器（主に静電デフレクタと取り出し用セプタム電磁石）の短縮技術を開発するか、シン

クロトロンの構成を抜本的に切り替える必要がある。 

現在の粒子線治療システムは設置のために専用の建屋を必要としており、用地、建設コス

トの両面で中程度以下の規模の病院（例えば地方中核病院）には導入のハードルが高い。こ

れらの病院へ粒子線治療を普及させるには、X 線治療装置と同程度まで粒子線治療システ

ムの設置面積を低減し、既存の建屋への設置を可能とすることが望ましい。粒子線治療で使

われるビームの運動量は X 線治療で使われるビームの 100 倍以上（6 MeV 電子線と 230 MeV

陽子線の比較）であるから、設置面積を X 線治療装置並みに低減することは粒子線治療シ

ステムにとって大きな挑戦となる。 

シンクロトロンからのビーム取り出し効率の向上は粒子線治療システムのビーム利用効

率をビームの種類に依らず改善する有用な技術である。一方で取り出し効率の向上には限

界があり、100%を超えて線量率の改善に貢献することは不可能である。シンクロトロンを

用いた陽子線治療システムの線量率は依然としてサイクロトロンを用いたシステムの線量

率よりも低いため、今後より高度な照射法を実現していく上でシンクロトロンには更なる

ビーム電流の向上が求められている。シンクロトロンが一度に加速できるビームの量は空

間電荷効果により制約されるため、ビーム電流の向上には空間電荷効果による影響を低減

できるような機器構成やベータトロン振動の共鳴によるビーム損失を避ける加速器制御技

術の開発が必要となる。また、空間電荷効果による影響（チューンシフト）はビームのエネ

ルギーに反比例するため、小型かつより高エネルギーまでビームを加速できる入射器の開

発もビーム電流の向上に貢献する。 

本研究で得られた二種類のディスパージョンに関する知見を高エネルギービーム輸送系

の設計に反映することで、限られた員数・電源仕様の四極電磁石により効率的に照射ビーム

位置の変動を抑制することが可能となる。一方で、シンクロトロンから取り出されるビーム

のディスパージョンや光学パラメータを設計段階で正確に（例えば誤差 1%以内で）予測す

ることは依然として難しく、新規設計の加速器を用いたシステムでは高エネルギービーム

輸送系の初期調整（ビームコミッショニング）に多くの時間を要する。ビームコミッショニ

ングに要する時間を短縮するには光学パラメータの予測精度向上による調整回数の削減、

あるいは電磁石励磁量の調整自動化による調整時間の短縮が有効な手段となる。粒子線治

療システムのビームコミッショニングでは、あるガントリー回転角に合わせて最適化した
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四極電磁石の励磁量が他のガントリー回転角における照射ビーム位置変動を十分に抑えら

れないケースが存在する。ガントリー回転角に依らず照射ビーム位置の変動を抑制するに

は異なるガントリー回転角におけるビームプロファイルの測定を繰り返し行う必要がある

が、この工程を自動化する上でガントリーの回転自体に時間を要すること（例えば 1 分 1 回

転）が障壁となる。ガントリーの回転を最小限として短時間にビームコミッショニングを終

えるには、例えば機械学習により電磁石励磁量の変更に対する応答をガントリー回転角ご

とにモデル化し、他のガントリー回転角への影響を抑えた状態で四極電磁石の励磁量を最

適化するといった手法の構築が期待される。 

小型化、線量率向上、照射精度向上は粒子線治療用の加速器システムにとって普遍的な課

題であり、その重要性は粒子線治療の普及拡大に伴い高まっていくものと考える。本研究を

通じて得られた知見はシンクロトロンを用いた粒子線治療用加速器システムにおけるこれ

ら課題の解決手段を提供し、今後の粒子線治療の普及拡大に貢献を果たすことが期待され

る。 
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